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1．議事日程    

令和４年 第４回世羅町議会定例会  （第１号）    

    

                令和４年 12 月５日 

   午前９時 00 分開議 

  於：世羅町役場議場 

    

    

 第 １  会議録署名議員の指名  

 第 ２  会期の決定  

 第 ３  一般質問   
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２．出席議員は次のとおりである。（１１名）       

１ 番  髙 橋 公 時  ２ 番  上 羽 場 幸 男 

３ 番  上 本  剛  ４ 番  矢 山  武 

５ 番  向 谷 伸 二    

７ 番  藤 井 照 憲  ８ 番  松 尾 陽 子 

９ 番  徳 光 義 昭  10 番  久 保 正 道 

11 番  山 田 睦 浩  12 番  米 重 典 子 

 

３ . 欠席議員は次のとおりである。            

  ６番 田 原 賢 司  

 

４．会議録署名議員  

３番 上 本  剛   ４番 矢 山  武  

 

５．地方自治法第 121 条の規定により説明のため出席した者の職氏名（１９名）  

町      長  奥   田   正   和  副 町 長 金   廣   隆   徳  

会 計 課 長 石 ケ 坪 洋 史 総 務 課 長 広   山   幸   治  

財 政 課 長 矢   崎 克 生  企 画 課 長 升 行 真 路  

税 務 課 長 藤 井 博 美 町 民 課 長 道 添  毅 

子育て支援課長  山 名 智 並 健 康 保 険 課 長 宮 﨑 満 香 

福 祉 課 長 小 林 英 美 産 業 振 興 課 長 山 口       徹  

商 工 振 興 課 長 前 川 弘 樹 建 設 課 長 福 本 宏 道  

上 下 水 道 課 長 和 泉 秀 宣 せらにし支所長  山 崎   誠  

教 育 長 松 浦 ゆ う 子 学 校 教 育 課 長 平 尾 浩 一 

社 会 教 育 課 長 荻 田 静 香   

 

６．職務のため議場に出席した事務局の職氏名（３名）  

  事 務 局 長  黒 木 康 範     書    記  追 林 威 宏  

  嘱 託 書 記  貞 光 有 子 
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令和４年第４回定例会一般質問通告事項一覧 

            

 【質問期日 令和４年 12 月５日】 

 

順番 質問者 質 問 事 項 

１ ２番 上羽場幸男 
１ 水道事業の現状と将来 

２ 指定管理について 

２ ７番 藤井照憲 
１ ウイズコロナの財政運営は 

２ 長期計画の深化と充実は 

３ 10 番 久保正道 
１ 町道維持管理の考えは 

２ 家事・育児ヘルパー派遣事業の取組みは 

４ 11 番 山田睦浩 １ これからの自治振興の町の考えは 

５ ５番  向谷伸二  
１ 人口減少対策の現状は 

２ 循環型農業のための堆肥作りは 

６ ４番  矢山 武 

１ 新型コロナ第８波への対応は 

２ 会計年度任用職員の処遇改善を 

３  国保税の引き下げと激変緩和の終わりに向

けての対応は 
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開  会 ９時００分 

（起立・礼・着席） 

○議長（米重典子） 現在、新型コロナウイルスの感染症拡大防止の取り組み

を行っております。世羅町議会においても感染予防のため、議場でのマスクの

着用を認めています。発言時にもマスクの着用をお願いします。議場の常時換

気を行うとともに換気のための休憩をとります。また、座席間の距離を確保で

きないため、座席間に 仕切り板を設置しておりますので、ご了承願います。 

開会に先だち、町長の挨拶があります。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 令和４年第４回世羅町議会定例会開会にあたりましてひ

と言ご挨拶を申し上げます。 

今、世界ではサッカーのワールドカップで盛り上がっております。日本も決

勝トーナメントに進まれ、あきらめないという姿にですね、感動をいただいて

いるところでございます。本日未明から明日朝にかけてクロアチア戦というこ

とでございまして、寝不足にならないようにしっかり応援をできればと思って

おります。 

本日からですね、人権週間ということで、先程人権擁護委員様による各地域

への巡回の出発式を行わせていただいたところでございます。町内各所におい

ていろいろ啓発をいただきますけれども、世羅町内でそういった人権侵害等行

われないようにですね、しっかり町としても取組んでまいりたいと思っており

ます。 

また昨日は今高野山開基 1200 年事業の一環といたしまして、文化庁等の講

演いただくなかで世羅荘園能というものが行われたところでございます。結構

文化センターもいっぱいになっておりまして、なかには県内各所よりツアーを

造成してお越しいただいたということもございました。なかなか普段見られる

ないところがですね、また世羅でも今後行われていければというふうに感じて

いるところでございます。 

またその演目としましては、「舎利」というなかに「韋駄天」という演目が

行われております。この韋駄天というのはですね、走る神様が泥棒を捕まえる
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というようなストーリーで、わかりやすく説明もいただきました。韋駄天と言

えば世羅町は駅伝の町でございまして、昨日も服部杯のマラソン大会ございま

した。町内各所においてさまざまなマラソン、駅伝大会も行われます。それぞ

れ走路員、また役員を受けていただく方々に感謝を申し上げるところでござい

ます。韋駄天と言えば、世羅高校陸上競技部でございまして、全国高校駅伝に

は今年も男女揃って出場いただくことができます。男子は３連覇、女子は入賞

という目標も先般キャプテンからいただいたところでございますが、町内こぞ

って皆さんで応援いただければと思います。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

本日より始まります定例会におきましては同意案件、並びに令和 4 年度の各

会計補正予算等を含めまして 12 の議案を提出させていただいております。本

日から一般質問いただきますけれども、誠心誠意お答えできるように頑張って

まいりたいと思います。どうぞ本日よりよろしくお願い申し上げます。 

○議長（米重典子） 本日田原議員より欠席届が出ております。 

ただいまの出席議員は １１ 名であります。  

定足数に達していますので、これより 令和４年 第４回世羅町議会定例会 

を開会します。 

ただちに本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付したとおりであります。 

日程に入るに先だち、諸般の報告をいたします。 

町長から、政務報告について提出されています。お手元に配付しておきまし

たから ご了承願います。 

教育長から、教育行政報告について提出されています。お手元に配付してお

きましたから ご了承願います。 

本定例会に出席を求めた説明員は、お手元に配付しました報告書のとおりで

あります。 

本日までに受理した請願・陳情書は、会議規則第 92 条の規定により、お手

元に配付しています「請願陳情一覧表」のとおり、所管の常任委員会へ付託し

ましたので、ご了承願います。 

次に監査委員から、令和４年８月分、９月分、10 月分に関する「例月出納検
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査結果の報告」、及び令和４年 11 月実施の「定例監査の結果報告」が提出され

ています。 

写しを、お手元に配付しておきましたから、ご了承願います。 

以上で、諸般の報告を終わります。 

 

日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

本定例会の会議録署名議員は、会議規則第 127 条の規定により、議長におい

て、３番 上本 剛議員、４番 矢山 武議員 を指名いたします。 

 

日程第２ 会期の決定を議題といたします。 

お諮りいたします。 

本定例会の会期は、本日から 12 月 15 日までの「11 日間」にしたいと思いま

す。 

これに ご異議ありませんか。 

〔 「異議なし」の声 〕 

 ご異議なしと認めます。 

したがって、会期は、「11 日間」と決定しました。 

日程第３  一般質問 を行います。  

質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

まず、「水道事業の現状と将来」 ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） おはようございます。先程町長のお話しにもありまし

たけれども、昨日の能と狂言の鑑賞、本当にすごいりっぱなもので、私もみせ

ていただいて感心いたしました。こういうことがコロナ禍の中で開かれたとい

うことは本当に関係者の皆様のご努力が大変なものだったと思います。皆さん

もですね、町民の皆さんがたいへん町づくりというか、町の活性化にですね、

非常にご尽力いただいているということを身を持って体験させていただきまし

た。私も私の役割をしっかり果たしていかなければいけないと痛感したところ

であります。 



8 

 

それでは早速でありますけれども、質問に移らせていただきます。通告に基

づき質問に移ります。項目１、水道事業の現状と将来と題しまして、広島県水

道広域連合企業団設立に動き始めましたが、その中身について町民の皆様に広

く周知をし理解を得ることが重要と考えます。上水道は、町の重要なインフラ

であります。病院や学校など公共的な場所への関わりを考えると、ほぼ全ての

町民に欠くことのできないものであると言えます。将来に亘って安定したもの

であることはもちろんのこと、安全で、かつ安価でなければならないものであ

ります。 

 令和５年度運用開始にあたり、特に、財政運営と統合効果の面に関心を持つ

ところであります。また、現状に於いての問題点を明らかにして、改善するこ

とが先決と考えます。そこで質問をいたします。 

 まず（１）といたしまして、令和３年度決算時における内部留保の預金残高

15 億円余りは、このままで良いのか、この点について町長にお尋ねをいたしま

す。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） ２番 上羽場幸男議員の水道事業の現状と将来について

のご質問にお答えをさせていただきます。 

まず水道事業でございますが、先般水道広域連合企業団設立式が行われたと

ころでございます。この設立にあたりまして代表を決めるということで湯﨑知

事にその代表の任についていただいたところでございます。知事中心にです

ね、この参画する水道事業への市町にとって有意なものになるようにしっかり

務めてまいりたいと思いますし、今後世羅町の将来を考える中で命の水と言え

る上水道事業についてはメンテナンス、またさまざまなコスト削減も含めなが

ら進めていければと思いますし、現状では今、職員 1 名を派遣してございまし

て、そちらのほうとしっかり連携をとりながら進めてまいりたいと思います。 

まず 1 点目のご質問でございます令和３年度決算時における内部留保の預金

残高 15 億円余りは、このままで良いのかでございますが、その保有目的と運

用の考え方についてお答えをさせていただきます。 

先般、令和３年度上水道事業会計決算書記載の約 15 億円の預金残高に関し
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ましては、先般９月に開催された決算審査特別委員会でも、ご質疑をいただい

たところでございます。 

その際におきまして、甲世水道企業団の時代から現在までの期間、資産形成

と事業の中で確保してきたものでございまして、その保有目的は、事業運営に

必要な資金、また施設や機械器具等の更新に備えるための財源であることをご

説明申し上げたところでございます。 

令和５年４月１日から事業開始の広島県水道広域連合企業団参画の目的は、

人口減少に伴う給水収益の減少、施設の老朽化に伴う更新費用の増加など、現

在の市町ごとの運営単位では対処困難な諸課題を克服するため、経営統合によ

る経営基盤強化やスケールメリットの発揮によるコスト削減等を実現し、将来

にわたって安全・安心な水を適切な料金で安定供給できる水道システムの構築

を目指すことでございます。 

ご質問の内部留保している現金につきましては、水道企業団移行後に実施し

ます施設統廃合や管路更新等の建設改良事業の事業費に充当するために必要な

ものでございます。世羅町一般会計からの負担抑制のための資金となるもので

ございます。 

したがいまして、水道企業団移行後に実施する諸事業につきましては、国の

交付金が活用できます令和 14 年までの 10 年間のうちに完了させる必要がある

ため、現在内部留保している資金を有効的に活用し、早期に事業を完了させる

とともに将来負担の軽減に繋げてまいりたいと考えておるところでございま

す。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 答弁いただきましてありがとうございます。そのなか

で決算委員会後、いろいろ考えてみたわけですが、現金預金 15 億円というの

は資産形成と事業の中で確保してきたと言われております。しかしながらです

ね、一方繰越欠損金が 1 億 5000 万円余りありますけども、これをこのままで

よろしいのか、そこをお尋ねいたします。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 



10 

 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは先程のご質問にお答えをさせていただ

きたいと思います。ご指摘いただいております繰越欠損金でございますが、こ

の欠損金につきましては経営状況によって発生するものでございます。会計処

理上では施設の減価償却費など現金以外の費用、そういったものも発生するた

め、欠損金が生じる中であっても現金が増加するということはあるものでござ

います。しかしながら、施設の統廃合など今後の事業計画と財政状況及び現金

残高状況を勘案してみましても、現在保有しております現金預金の 15 億円余

りについては、先程も町長の答弁にございましたように、必要額であると考え

ておりまして、正常な状態であるというふうに認識しているところでございま

す。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） それではですね、今の欠損金というのはそのまま推移

していくわけでしょうか。いつの時点か処理をされるというお考えなんでしょ

うか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 欠損金についてのご質問でございますが、年度

年度の会計処理上で、欠損金につきましては、その年度の欠損金によって増減

するものでございますので、ここの欠損金の残高の年度末の残高につきまして

はその年度の欠損とならないような形を持ちまして、その金額を減少させてい

くということが必要と考えておりますので、今後の経営等によりましてそうい

った努力をしていきたいというふうに考えております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 町長のご答弁のなかへですね、内部留保を積み上げて

きたことは、水道広域連合事業団と内部留保を積み上げてきた時期というの

は、甲世の時代からの積み重ねでありますので、水道広域連合事業団参画へ向

けてという話がありますけども、それまでも、この話が出るまでも積み上げて

こられたわけですよね。この部分というのはその時点ではどのようなお考えを
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持っておられましたか。当然、施設整備をすることについてお金がかかるのは

当然でありますので、将来に備えられるのは当然でありますけども、ただこう

いった大きな金額をですね、今からまたご質問しますけども、事業団とは無関

係であったと思います。その時点ではですね。その時点でどのようなお考えを

持っておられましたか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） お答えをいたします。内部留保のことのご質問

でございますが、先程議員からもご指摘ございましたように、この内部留保の

預金現金につきましては、甲世企業団のときから留保してきているものでござ

います。当時の考え方でございますが、施設の老朽化、そういったものに対す

る更新費用ということを目的として保有をしてきているものでございます。平

成 30 年、31 年の３月に策定しております水道ビジョンにおきましても施設の

更新等を行う中で、健全な経営行っていくことが必要というふうなことを示さ

せていただいております。このなかにおいても広域連携というふうな、そうい

ったものも記載をしているわけではございますが、現在の施設の状況、規模か

らしましても大きなもので言いますと、さかえ浄水場の監視システム等が約７

億円、８億円程度かかるという見込みを持っておりまして、そういった費用が

大きく資金として必要ということで、これを改修するにあたりまして、一般財

源のほうからその金額をいっぺんに支出するというふうなことはなかなか町の

財政にとっても負担が大きいという考えから、年度年度で更新にそういった備

えての貯えと言いますか、備えとして保有をしてきたというものでございま

す。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 一定のことは理解できます。15 億円のですね、内部留

保をしてこられたことは経営に大変努力をされた結果だと思います。しかしな

がらですね、毎年一般財源からの繰入れがあることも事実であります。これを

言うのはですね、冒頭にも申し上げましたけども、町民全体にとって公共的な

ものでありますので、重要なインフラであります。ただ水道が引かれている地
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域の皆さんとそうでない地域の皆さんがいらっしゃいます。一般財源から繰り

入れるということはですね、受益者負担という観点からみれば、どうなのかな

と。それが足りないのなら仕方がないと思います。ただ 15 億円という内部留

保があって、その上で一般財源からの繰り入れを毎年行っていると。そこのと

ころについてお尋ねをしたいと思います。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それではお答えをさせていただきます。一般会

計からの繰入金について内部留保等の関係性についてご質問をいただいたとこ

ろでございますが、議員がご指摘のとおり内部留保している現金を保有した上

で、一般会計からの繰入れというものを行っているところでございます。現在

世羅町での考え方につきましては、一般会計の繰入れについては人件費部分、

それから企業債の利息、それから起債の償還の元金部分、この３つについて一

般会計のほうから繰入れをしていただいているところでございます。ご指摘の

とおり、いっぺんに 15 億円を支出して施設改修を行うことは不可能というふ

うに考えておりますので、計画的なそういった事業執行を行うというふうなこ

とになってまいりますが、ただ今後の将来的な一般会計からの繰入金、一般会

計から繰出していただく、水道からすれば繰入金になりますが、そういったも

のについてはその状況に応じて、先程言いました人件費と利息、元金部分、そ

ういったものをすべて 100％繰入れてもらうということでなく、その事業等、

経営の状況等に応じて、そこの繰入れをしていただく金額というのは調整しな

がら行っていくということがやはり企業団に参画する意味でもあるというふう

にも考えておりますので、年度年度財政部局との調整を行いながら、できるだ

け繰入金を少なくしていくというふうな、そういった意識を持って事業に務め

てまいりたいと考えております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 町民全体、皆さんの公平性ということを考えたときに

ですね、しっかりそこのところは考えてやっていただきたいと思います。 

 ちょっと視点を変えましてですね、現金預金ということでありますけども、
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15 億円はどのような形でですね、管理をされておるのでしょうか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは現金 15 億円余りの保有の状況につい

てお答えをさせていただきます。現在指定金融機関であります JA 尾道市での

普通預金により管理をしている状況でございます。これは以前からもそういう

形で管理、保有をしているところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） それは普通預金の形でひとつの口座で管理していると

私は受け止めたんですけども、一般の家庭やなんかで考えてみますと、そんな

大金をですね、出し入れ自由な口座ひとつで管理をしているということが本当

に適切なのかどうか、そこのところについてはいかがでしょうか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） お答えをいたします。今ご指摘がございました

15 億円余りを普通預金での管理ということでございますが、これ先程からもご

説明をさせていただいておりますとおり、今後の施設の改修、そういったもの

について使用するというものと併せまして、通常の運転資金と言いますか、企

業さんで言いますと、銀行とか、そういったところから借り入れられる場合も

あるかと思うんですが、そういった日常の運転資金というふうなもので使用を

する目的のものでもございます。したがいまして、これまでは、施設の統合と

いうふうなものが計画にはありますけども、具体的に何年で実施するというふ

うなことは企業団に参画するまでは、そこまで具体な計画というふうなものは

立ててなかったのかなというふうに思います。今回企業団に参画することによ

りまして 15 億円余りの金額を有効に活用して事業を実施していくわけでござ

いますが、そういった意味合いからもそういった資金を有効活用するというこ

とで事業を行っていきます。保有の普通預金で管理していることにつきまして

でございますが、今後県の企業団に参画をするというふうなことでもございま

すので、他の市町の状況等をしっかり確認しながら適切に管理をするというこ
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とを考えていく必要がある、適切と言いますか、普通預金でなく別な方法でで

すね、管理するという方法についても考えていく必要があるというふうに考え

ておりますので、今後県のほうともいろいろ相談調整をしながら取組んでまい

りたいというふうに考えております。 

○２番（上羽場幸男） はい、議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） ちょっともうひとつその関連でございますけども、こ

れだけの現金預金がありながらですね、預金をしているということであります

けども、年間の受け取り利息がたった 1 万 5000 円でなんですよね。このこと

はとても少なすぎるのではないかなと。この管理方法ですけども、当然運転資

金というのは必要でございますので、全額とは申しませんけれども、上水道の

施設整備などのですね、基金を特別に設けてですね、そういう形でですね、管

理できるものではないかなと私は思うわけですが、その辺についてはいかがで

しょうか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） お答えをさせていただきます。預金利息の 1 万

5000 円余りの金額につきましては、令和３年度決算においてお示しをしている

ところでございます。普通預金でございますので、利率によってこの 1 万 5000

円という金額が算出されているわけでございますが、もう少し運用というふう

なことを考えた上での基金での運用というふうなのもどうなのかというふうな

ご指摘であったというふうに受け止めさせていただきます。 

先程もご答弁を申し上げましたが、基金で管理するということにつきまし

て、水道事業を経営していく上でそういったことが可能ということで、そのこ

とが効果があるというふうに考えられる場合におきましては、基金というふう

なやり方もあるのかなというふうには思っておりますが、現在、この 15 億円

の管理の運用について具体なものをまだ示されておりませんので、先程と同じ

答弁になると思いますが、企業団発足後におきましてそういった管理、そうい

たものについてしっかりと検討していきたいというふうに考えております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 
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○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 長年のですね、事業のなかでですね、いろいろご努力

されてこういう結果になっておるとは思いますけども、しっかりですね、より

よいものになるようにですね、努めていただきたいと思います。 

 それでは次にですね、令和３年度企業債の発行はされてますけども、それは

これだけ剰余金があるのにそれが必要であったのかなということをお尋ねしま

す。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは令和３年度の企業債の発行についての

ご質問にお答えをさせていただきたいと思います。まず企業債の発行目的でご

ざいますが、これは世代間負担の公平と毎年の財政負担額の平準化というも

の、この２つがあるというふうに認識しているところでございます。水道施設

の統合や配水管の布設などにおきましては、完成後長期間にわたり、使用する

施設でございます。現在の現金預金で建設した場合、将来、これらの施設を使

用される水道利用者の負担というものは発生せず、現在の水道利用者のみで、

その施設建設の負担をまかなうことになり、ここが世代間負担の公平性が保た

れてないというふうな考え方になるというふうに思います。 

また先程もご質問の中で説明をさせていただきましたが、現在世羅町から

の、一般会計からの繰入金につきましては、人件費、また利息、償還利息それ

から起債の元金部分というふうなものについて繰入れをしていただいていると

ころでございます。したがいまして令和３年度におきましての企業債の発行と

いうのは先程の考え方に基づいて発行していただいたわけでございますが、で

きるだけ起債の残高を減らしていくというふうなことで繰入金というふうなも

のも減ってくるというふうに考えておりますし、また繰入れの考え方につきま

して、人件費、利息、企業債の元金部分、そういったことをベースにして繰入

れを行っているところでございますが、このことについても今後企業団に参画

して、経営をしていくなかで、そのやり方も検討しながら、できるだけ繰入れ

も抑えていくという、そうすることによって企業債の発行というふうなことも

減ってくるというふうに考えております。毎年の事業費は事業計画によって大
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きく変わるものでございまして、単年度の営業収入のみでまかなうことという

のは財政負担の平準化というふうなことが保たれないというふうに考えており

ます。こうしたことから企業債の発行は必要であるというふうに考えておりま

す。財政推計上、企業債の残高というふうな目標を企業団のほうで設定をして

おりまして、それが企業債残高を年間給水収益の３倍以内を目途にするという

ふうなことを事業計画の中で定めているところでございます。したがいまして

この目標を達成するように早期に施設の更新、また建設等を行って、安定した

経営を行う中で、企業債の残高もできるだけ減していくというふうなことも早

期に取組んでいく必要があるというふうに考えているところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 世代間のですね、負担の公平と毎年の財政負担の平準

化ということであります。そのときにですね、いま、企業団の設立にあたって

はですね、収益の３倍というところが一応目安ということでありますけども、

今の企業団の話しとなる前ですけども、年度ごとの大体償還額というものをど

のくらいを定めてやっていらっしゃいますか。出るものはしょうがないという

考え方だったでしょうか。たとえば令和４年度の場合、1 億 7000 万円くらいの

償還があるわけですが、それはその程度が大体町としての考え方だったのでし

ょうか。それとも今後どういうふうな考え方でやられますか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは企業債の償還のご質問でございます

が、できるだけ企業債の発行というふうなことを抑えながら、先程のご質問の

答弁と重なる部分はあると思いますが、内部留保の現金を使いながら企業債の

発行を抑えていくというふうなことは取組んでいく必要があるというふうに考

えております。発行額につきましては、その年度の建設改良事業の実施に伴っ

ての金額になりますので、どの程度というふうなことは、現在、具体的な数字

というものは持っておりませんが、企業団が行っております財政推計上の企業

債の残高についてでございますが、この推計上におきましては、令和 14 年度

で２億円程度の残高になるような建設改良事業を行い、また経営を行って、そ
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ういったことを目標として事業を行っていくというふうなそういった推計も出

されております。したがいまして今後 10 年間は少し企業債の発行というふう

なものも内部留保の現金等の残高等をみながらやっていく必要があると思いま

すが、可能な限りこの目標の令和 14 年度においての企業債残高の２億円とい

うふうなところを目指しながら取組んでいきたいというふうに考えておりま

す。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 今の負担の平準化、毎年のですね。財政負担の平準化

というところからお尋ねしますけども、平成 23 年から令和２年度までの 10 年

間ですね、企業債は発行されておりません。上水道の関係でですね。そうした

ときにですね、平準化が保たれますか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） ただいまのご質問をいただきました以前の年度

において企業債発行をしていないことのご質問でございます。その当時の資料

等を現在、持ち合わせておりませんので、明確なご答弁というふうなことが難

しい部分はございますが、その年度において建設改良等行わず、また経営をす

るなかで、そういった企業債の発行をせずに実施、経営ができるという、そう

いった判断のもとで行ってないというものなのかなというふうには思うところ

でございます。今後につきましては、先程も申し上げましたように、平準化と

いうふうなところを念頭におきまして事業の実施、経営等にあたってまいりた

いというふうに考えております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 平準化ということを簡単にお使いになりますので、だ

から私は今の過去 10 年間のことを申し上げたわけですが、課長もですね、水

道課の課長になられてからまだ日が浅いわけですが、皆さん、ここにいらっし

ゃる幹部の方々がですね、常に関わっていかれる可能性があるわけで、その辺

のことをですね、しっかり自分のこととしてですね、把握をしていただいて、
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今後どういうふうにしていくかということをですね、皆さんやっぱりお考えに

なっていただきたいという意味で申し上げておきます。 

 過去のことあんまり言ってもしょうがないんですけど、ただ、今のようにい

ろんな文言を積み重ねられるんだけど、やっぱりそこにはしっかりとした根拠

を持ってご答弁をいただきたいと思います。 

 企業債の償還という財源はですね、今、一般会計、一般財源ですね、町の、

から繰入れておるわけですね。企業会計だけが平準化されてもしょうがない

と。これは当然一般財源のほうから入ってくるので、しっかりその辺のことを

理解把握していただいてやっていただかないといけないと思います。そのこと

についてですけども、企業債の繰上げの償還というのは可能なんでしょうか、

いかがでしょう。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは企業債の繰上げ償還は可能かというご

質問でございます。現在の企業債の残高の内、利率が高い３％から４％の利率

のものがございますが、このものにつきましては、令和６年度が最終償還年度

になり、支払利息額も令和 7 年度以降は前年度比で約 35％の減額というふうに

なるというふうに見込んでいるところでございます。企業債を繰上償還をした

場合には、利息の支払いというふうなものが減ってくるというふうなことにな

りますが、一方で補償金が発生するなどの条件があるということでございま

す。そういったことを考えまして、財政面での効果を考慮して実施する必要が

あるというふうに考えております。また先程も申し上げておりますが、世代間

負担の公平性の観点から急務の繰上償還につきましては必要性というのは低い

というふうに考えているところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 大体理解できました。それではですね、次の項目にま

いります。２番目でですね、広島県水道広域連合企業団における財政運営の基

本的な考え方についてお尋ねをします。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 
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○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） ２点目のご質問「広島県水道広域連合企業団に

おける財政運営の基本的な考え方」についてお答えをいたします。 

現在各市町が行っている水道事業は、令和５年４月１日からその状態のまま

水道企業団に移行し、会計処理におきましては、各市町の水道事業ごとの区分

会計とすることになっております。 

このことから「ヒト・モノ・カネ」といった現在の世羅町の経営資源は、世

羅町以外の水道事業と併せて扱われることはございません。 

 世羅町の水道事業を担う世羅事務所におきましては、先ほど町長の答弁にも

ございました令和 14 年度までの 10 年間で、施設の統廃合といった施設整備事

業を集中的に行っていく必要があり、併せてサービス向上に繋がる事業等につ

いても着実に実施されなければならないと認識をしております。 

水道企業団に参画することにより、事業費の財源とすることができる国の交

付金を最大限活用することと併せ、町からの負担をできる限り軽減させるよ

う、効率的かつ健全な財政運営を基本とした事業経営に繋げてまいりたいと考

えているところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 今から統合後の 10 年はそういったように区分会計と

いうことが決まっておるということであると思います。ただ 10 年後はいろい

ろな状況、変化、考えられると思いますけども、その後の財政運営については

やはりこの 10 年と同じような考え方なんでしょうか。そこのところをお尋ね

いたします。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは 10 年経過した後の財政運営について

のご質問にお答えをさせていただきます。 

企業団統合後の企業会計は先程も申し上げましたように構成団体ごとの水道

事業での区分会計により処理することになるため、構成団体の負担金額は現在

行っている構成団体の水道事業に対して支出するという事を企業団規約では明
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記をしているところでございます。また、統合後 10 年を経過した後の 30 年

後、今から言いますと、40 年後でございますが、企業団統合後の収支の将来推

計につきましても区分会計による事務所ごとで試算をされているところでござ

います。こうしたことから状況変化や、また方針の変更がない限り世羅事務所

で行う水道の世羅町の水道事業につきましては、その経営資源を活用して財政

運営を行っていくことになるというふうに考えるところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 統合後 10 年間でですね、施設整備事業を集中的に行

う必要があるというご答弁でございましたけれども、それはどういった理由で

そういうことになりますか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは 10 年後の集中的な整備事業について

のご質問にお答えをさせていただきます。先程も答弁の中でご説明をさせてい

ただきました水道事業にかかる交付金、これが生活基盤施設耐震化等交付金の

内、企業団の統合により実施する事業、具体的には広域化事業と、運営基盤強

化等事業の事業費の３分の１が 10 年間の交付期間を条件として交付されると

いうふうなものになっております。この国の交付金を活用することで財政負担

を軽減させることができるとともに、先程も申し上げました水道ビジョンでも

掲げておりますさかえ浄水場と黒淵浄水場の、この２施設による上水の供給体

制をとるための施設の統廃合、また連絡管等の整備をこの交付金を活用して 10

年間の内に実施することにより施設の経営費用削減を図るということができる

ということで、10 年間のなかで集中的に行ってまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） それではですね、10 年間で行われるですね、事業費と

いうのは大体どれくらいのものをお考えになっておられるんでしょうか。給水

収益というのは当然、人口減によってどんどん減っていくと思われます。施設
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の老朽化というのはどんどん進んでいくと。そこに対してですね、事業費とい

うのが 10 年間どういうふうにみておられて、国からの交付金、確か３分の１

だったと思うんですが、それを使って、なおかつ町はどのくらいお金を出して

いかないといけないのかというようなことをお尋ねいたします。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは施設更新にかかる 10 年間の事業費等

のご質問にお答えをさせていただきたいと思います。現在、財政推計で将来推

計で試算をしております事業費等につきましては、今後 10 年間で約 34 億円の

事業費を見込んでの推計となっております。その内、国の交付金が充てること

が可能である広域化事業と運営基盤強化等事業、これに該当するものが約 18

億円の事業費というふうに試算をしております。したがいましてその残りの 16

億円余りにつきましては、交付金の対象外となるという事業でございます。交

付金の該当にならない事業等につきましては、管路の更新とかそういったもの

でございますので、そういったものも 10 年間で積極的に実施していくという

ふうなことが必要と考えておりますので、この 18 億円に対する交付金をしっ

かりと活用するなかで早期の整備を行ってまいりたいというふうに考えている

ところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 34 億円を見込まれておると。18 億円が一応交付対象

になると。その３分の１ということであります。ということは６億円。ですか

ら交付対象になるその他のものを含めますと 22 億円位になるということであ

りますけども。結局何が申し上げたいかと言いますと、今の 15 億円の内部留

保がありますけども、この使い方というものをですね、10 年間で全部整備をし

て、34 億円分を整備をしていくのか。それとも一旦、10 年を経過した後に交

付対象の分はですね、急いでしなくてもいい部分がある場合ですよ、場合です

が、そういう場合はその部分は遅らせていくのか。そういったことの考え方は

いかがでしょうか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 
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○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それではお答えをさせていただきます。先程議

員からもございました 34 億円の内 18 億円の事業費につきましては、国の交付

金を活用するということで、交付期間が 10 年間でございますので、それは 10

年間の中で計画的に実施していく必要があるというふうに考えております。そ

れ以外の町が単独で、交付金の対象とならない事業の 16 億円につきましては

やはり緊急性等をしっかり検討しながら優先順位をつけて実施していく必要が

あると思いますが、やはり内部留保の金額というものの 15 億円ではすべての

事業費をまかなうということは不可能と考えておりますので、やはりそういっ

たところも考えながらやっていきたいというふうに考えております。町が交付

金以外の事業で緊急性があるというのがさかえ浄水場の電気系のシステム、先

程冒頭で６億、７億、それくらいの金額がかかるというふうに申し上げており

ますので、やはりそういった制御、監視をするシステムというふうなところが

水道事業を行う上で重要になってまいりますので、そういった重要性をしっか

りと検討しながら、優先順位つけて事業を実施していきたいというふうに考え

ております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 統合したことによって最終的にですね、今 10 年後ま

でのことはしっかり、まあまあ決まっているようですけども、その後のことに

つきましてですね、不透明なところがたぶん出てくる。今からいろんな協議に

よってはいろんな考え方がまた変わってくるのではないかなということが予想

されます。そのためにですね、早く早く全部整備してしもうて、町が全部お金

を、全部使ってしまうという考え方もいいのかなという思いがありますので、

その辺のことについてはですね、しっかり今からのことを検討してみていただ

いてですね、考えていただきたいと思います。 

 こういった今、企業団の統合によってですね、14 の団体だったと思いますけ

ども、これの大きさ、いろいろ事業の中身が財政的な中身が変わっておるの

で、そのなかでですね、規模によって優劣は起きませんか。規模の大きいとこ

ろが結果的に有利になって、小さいところは見放されるというようなことは起
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きませんか、どうでしょう。 

○議長（米重典子） 上羽場議員、今のは（２）の質問の続きということでよ

ろしいでしょうか。 

 ▼【上羽場議員：「はい」】 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは事業体の規模による優劣ということで

国の交付金事業の説明を先程させていただきましたので、その点についても併

せてご説明をさせていただきたいと思います。 

水道企業団により活用できる国の交付金は先程ご説明をさせていただいたと

ころでございます。企業団の事業計画における財政運営計画の考え方でござい

ますが、施設整備や危機管理対策、サービス向上などの事業を着実に実施する

ため効率的な財政運営を実施するとしております。こうしたことから国の交付

金活用等による国の財源を確保して、統合効果が得られるための事業計画を目

指すというもので、これも先程来から申し上げているところでございます。国

も令和元年６月策定の水道の基盤強化のための基本方針におきまして広域連携

を進めていく必要があることを示し、財政支援も必要というふうに議論をされ

ているところでございます。したがいまして、事業費の規模等による優劣なく

交付金の活用は可能であるというふうに認識しているところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） それでは３番目に移ります。企業団になってですね、

統合効果というのはどういうふうに予想されておりますでしょうか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは３問目のご質問の「統合効果」につい

てお答えをいたします。 

広島県水道広域連合企業団につきましては、１問目の町長答弁でお答えして

おりますように、経営統合による経営基盤強化やスケールメリットの発揮によ

るコスト削減等を実現し、将来にわたって安全・安心な水を適切な料金で安定
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供給できる水道システムの構築を目指すものでございます。 

また平成 30 年度策定の世羅町水道ビジョンにおきましては、世羅町の水道

事業の現状分析と課題を明らかにし、将来的な給水人口減少等の見通しのも

と、健全な経営体質の構築や適切な水道料金の検討を行う必要を示し、施設及

び管路の耐震化とともに、浄水施設の統廃合と連絡管等の整備を進めていくこ

とが重要であるというふうにしております。 

単独経営におきましても、施設の経年や老朽化による投資が必要となります

が、企業団に参画することによって得られる国からの交付金を活用して施設整

備を早期に行うことで、将来のコストや更新費用を削減することが大いに期待

でき、このことにより現在の料金単価を可能な限り維持しながら健全な経営を

行っていけるということが、企業団へ参画する統合効果であると考えるところ

でございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 先程のご答弁の中にですね、水道料金の検討を行う必

要ということも含まれました。このときにですね、現在の水道料金、給水原価

に対してですね、給水単価の決め方、これをどのように決めていらっしゃいま

すか。今、給水原価が 316 円だというふうに伺っております。供給単価が 208

円というふうになっております。当然供給単価のほうが大きい、大きければい

いんですが、小さいわけですよね。原価の方が大きいわけです。この辺の決め

方の考え方をお尋ねをいたします。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは給水原価と供給単価の決め方等につい

てのご質問にお答えをさせていただきます。 

令和３年度決算におけます給水原価、316 円余りでございますが、これは有

収水量 1 ㎥当たりについてどれだけ費用がかかっているかを表している指標で

ありまして、経常経費を分子として、年間総有収水量を分母として割った数字

を表しているものでございます。                                 

 一方供給単価 200 円余りでございますが、これは有収水量１㎥当たりにつき
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ましてどれだけの収益を得ているかを表す指標であり、給水収益を分子として

年間総有収水量を分母として割った数字を表しているものでございます。 

したがいまして、給水原価も供給単価もその年度の水道料や水を作るための

費用、また分母となります年間総有収水量により算出するということになるた

め、定まった金額を示すものではございません。 

そういったことで、この原価と単価の金額というのは決算書上表示をさせて

いただいているものでございます。以上が給水原価と供給単価の決め方につい

てのお答えでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 統合計画の資料をいただいておるわけですけども、10

年後までは 207 円、208 円を維持していきたいと。その後、これは先の話しで

すけれども、40 年後、これは世羅町の場合 456 円ということを一応資料として

は提出をいただいております。これというのは、結局 207 円を維持するがため

に 40 年後は急に高くなるのか。ですから 207 円を、安いのにこしたことはな

いんですけれども、受益者負担という観点からみればですね、207 円というの

は少し低すぎるのではないかなというような印象も持つわけですけれども、他

の市町と比べてみたときですね、県内の平均が 222 円ということであります。

この辺をある程度の水準に持っていくことも、事業をですね、世代間の負担の

公平ということも考えていけばですね、今、元気があるうちにですね、その部

分を見直していくということも大切ではないかなと私は感じるわけですけど

も、町の考え方はいかがでしょうか。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは供給単価についてのご質問でございま

す。議員ご指摘のとおり企業団の事業計画におけます推計、見通しにおきまし

ては、企業団統合後におきまして、40 年後の令和 44 年度におきましては、456

円の供給単価になるというふうな見通しが示されております。ここの現在 207

円、これは供給単価で事業を経営しているわけでございますが、この統合時点

での 207 円というふうなものは最低限維持をするというふうなことが必要とい
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うふうに考えております。そのためには早期の供給単価、また給水原価におき

ましては収入と費用というふうなことが分子になってくるということになりま

すので、今後の給水人口が右肩上がりに上がっていくというふうなことは少し

考えられにくいのかなというふうに思っておりまして、そういった収益の減少

等をカバーしながら経費を抑えて、更に有収水量等をしっかり調整しながら単

価というものをひとつの目安として行っていくというふうな必要があると思い

ます。議員がご指摘のとおり 316 円余りで作ったものを現在単純に言いますと

208 円で売っているよと。100 円の赤字が出ているのは決算上明らかになって

いるところでございますので、したがってここの原価に応じた単価というふう

なところをしっかりと目指すなかで、事業者側はそういった意識を持ってやっ

ていかないといけないというふうに思っておりますし、経営を維持していくた

めに必要な収入というふうな、確保するというふうなことも当然考え方として

はあると思いますので、そういったことも踏まえまして、料金の検討という

か、そういったものも今後、必要に応じて考えていくことになってくるのかな

というふうに思っておりますが、当面はやはり 207 円を維持しながら、できる

だけ給水原価 316 円、水を作るお金の単価の原価のほうを抑える努力をしっか

りと取組んでまいりたいというふうに考えております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 考え方はですね、理解できるんですけども、やっぱり

公平な負担ということもありますので、そこのところは受益者の負担というも

のもある程度必要じゃないかなと思います。電気代等は、来年の３月あたりに

はもう３割くらい上がるというようなことで進んでおりますけども、そういっ

たところからみればですね、世羅町の一般家庭でたぶん月額 4,000 円位の水道

料金を払っておられるんじゃないかと思うんです。普通がですね。それが高い

か安いか、払うほうとしては当然安いほうがいいに決まっておりますけども、

ただそれを維持していくためには応分の負担も必要だということをご理解いた

だくことも大切ではないかなと思います。では次の質問に移ります。 

（４）に移ります。上水道整備要望に対する基本的な町の考え方についてお

尋ねをいたします。 
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○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは４点目の「上水道施設要望に対する基

本的な考え方」のご質問についてお答えいたします。 

水道事業を経営するためには、国もしくは県の事業認可を受ける必要があり

ます。この事業認可でございますが、水需要に対する水道水の供給能力等を考

慮して認可されるものであり、そのための給水区域を設定しなければならない

ということになってございます。この給水区域につきましては、その区域での

給水人口に対する水源の取水量や、また給水量に対する施設の供給能力等によ

り設定することになっておりまして、認可を受けている給水区域以外へ水道水

を供給することはできないことになっております。 

世羅町上水道事業も県知事の事業認可を受け、町の行政区域全域ではござい

ませんが、上水道及び旧簡易水道毎に給水区域を設定し、現在の上水道事業を

行っているところでございます。 

ご質問の上水道施設に関するご要望についてでございますが、給水区域内で

既存の水道管が埋設してあり引き込みが可能な状況であれば利用していただく

ことは可能でございますが、給水区域外でのご要望につきましては、町独自の

飲料水施設整備補助制度によりボーリング等の設備整備に要する費用の一部支

援を行っているところでございます。 

このように給水区域内外での状況の違いはございますが、水道は生活に欠く

ことのできないインフラであるため、今後の水道施策につきましては、給水人

口の見込みや、地域全体での設置要望、また水源の手当てや水道施設の整備な

どを考慮し、総合的に検討しながら取り組んでいく必要があると考えていると

ころでございます。 

○２番（上羽場幸男） はい、議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） いろんなことで認可をいただかなくてはいけないと。

この給水区域の見直しは可能でございますか。いかがでしょう。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 
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○上下水道課長（和泉秀宣） それでは給水区域の見直しについてのご質問に

お答えいたします。上水道事業の給水区域の見直しにつきましては、先程も申

し上げましたように、県知事から事業認可を受けていることがございますの

で、変更の手続き、認可変更と申し上げますが、これを行わなければならず、

その許可を得る必要がございます。 

この認可変更につきましては、先程も言いましたように、取水水源の確保、

また浄水能力等により区域を広げても給水可能であるということが必要となり

ます。 

併せて、区域を指定して水道供給事業を行うことから、認可変更して整備・

拡張する区域内での接続と使用が一定数担保、確保されることが、経営上必要

な条件であるというふうに考えております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 今のご答弁いただいてですね、現在の水源と浄水能力

で可能かということとですね、接続と使用が一定数担保されることが必要だと

いうことでありますけども、一定数というところをご説明をいただきたいと思

います。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 議長。 

○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） それでは接続の一定数の確保、担保についての

ご質問でございますが、やはり水道事業を行う上で、区域を拡張するというふ

うなことになりますと、相当の事業費を要するというふうなことが見込まれま

す。したがいまして一定のこれは定まったものではございませんが、６割から

７割、地域内でのそういった接続というふうなことが確定と言いますか、お約

束をしていただけるという状況でございましたら、やはりそういった事業を拡

張して供給していくというふうなことを、取組んでいくというふうなことを行

っていく必要があるというふうに考えるところでございます。 

 ▼【上羽場議員：「もうひとつ、水源と浄水能力についてはどうでしょ

う。」】 

○上下水道課長（和泉秀宣） はい。 
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○議長（米重典子） 上下水道課長。 

○上下水道課長（和泉秀宣） 水源と浄水能力についてでございますが、現在

の認可におきましては、そこの認可区域内の給水人口、またそういったものを

鑑みまして、取水する水源の量というふうなものも認可の中で決められており

ます。したがいまして、たとえば河川から取水する場合は水利権、そういった

ものも影響してまいりますし、また施設の能力につきましては１日に供給でき

る給水量というふうな設定を計画をしておりますので、その計画の中でそれが

オーバーするというふうなことがあるのであれば、変更認可の許可というふう

なのは得られないというふうに考えておりますので、先程申し上げましたよう

に、区域を広げても給水可能であるというふうなこともしっかりと考えなが

ら、今後の水道事業の要望等のことについて検討していく必要があるのかなと

いうふうに考えているところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 現在で可能かどうかということについての言及はなか

ったわけですが、今も水道の施設の要望は来ております。町のほうにはまだ挙

がっておりませんけれども、いろいろな声を聞いておりますので、そのことに

ついてですね、またこの地域ではどうかというようなお話をですね、させてい

ただければと思います。ではこの項の質問は終わらせていただきます。 

○議長（米重典子） ここで休憩といたします。再開は 10 時 30 分といたしま

す。 

 

休  憩 １０時１７分 

再  開 １０時３０分 

 

○議長（米重典子） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

次に「指定管理について」 ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） はい、議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 項目２ 指定管理について。商工観光課が所管してお
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られる指定管理施設が 11 施設ありますけども、現状と将来展望についてお尋

ねいたします。    

まず（１）といたしまして、指定管理料の算定基準があるか、また、支払の

時期と方法はについてお尋ねをします。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 上羽場議員の２問目にございます指定管理についてお答

えをさせていただきます。１点目の指定管理料の算定基準、または支払の時期

と方法のご質問でございます。 

 町の指定管理施設のうち、八田原グリーンパーク、世羅の宿ひがし、道の駅

世羅、せら香遊ランド、せらにし青少年旅行村については、指定管理者が施設

の使用に係る料金を収入として収受できる「利用料金制度」を導入しておりま

す。 

 これらの施設については、指定管理者選定時に想定される収入から、標準的

な施設運営に係る経費を差し引いたマイナス分を指定管理料として算定してお

り、基本協定及び年度別協定に基づき、原則として当該年度の指定管理料を４

回に分けて四半期ごとに支出しております。 

 甲山総合交流ターミナル（甲山いきいき村）、西大田ふれあい市場（四季園

にしおおた）、大見ふれあい市場の３つの産直市場、せら農業公園（せらワイ

ナリー）については、施設管理経費のうち、合併浄化槽等の管理に係る費用を

指定管理料として随時、支出しております。 

 なお、せらにし特産品センター（かめりあ）とせら農業公園ファーマーズマ

ーケット（夢高原市場）については、合併浄化槽等の管理を他の施設と共有し

ていることから指定管理料が発生しない施設となります。 

 支払方法につきましては、全て口座振込により対応しているところでござい

ます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 指定管理料の支払いについてですね、原則としてです

ね、当該年度の指定管理料を４回に分けて四半期ごとに支出しているというお



31 

 

答えでございましたけども、現在少し問題になっておりますせら香遊ランドの

指定管理料の支払いのことでございますが、過去のですね、現在のではなくて

過去の。それについてですね、なぜ４回に分けてというところがですね、ない

がしろにされたのかということについてはいかがでしょうか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。指定管理施設につきましては、

その指定期間の包括協定を結ばさせていただきます。併せまして単年度ごとの

年度別協定を結んでいるところでございます。その年度別協定に基づいて支払

いを行っていくところでございます。質問いただいたこの施設につきまして

は、令和２年度、要はコロナウイルス感染症による世界的な流行により、経営

が大変、状況がわからないというようなところがございまして、その当時の指

定管理者のご要望を受けて、例外的な取扱いを行ったところでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 今日は時間がありませんので、次の２番目の項目にい

きます。施設の譲渡の検討はしていらっしゃいますか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） ２点目の「施設の譲渡は検討しているか」のご

質問についてお答えします。 

 商工観光課の所管する指定管理施設のうち５施設については、平成 28 年度

に観光市場の動向等を踏まえ、公的管理施設のあり方を整理して、具体的なリ

ニューアル検討を行っております。その検討内容により、施設改修などの具体

化に取組んでおり、リニューアルにより、後年度の改修を必要としない状況を

双方で見極め、譲渡の具体的な検討に向けて、関係課での協議と今後の施設の

あり方について検討を深めてまいります。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） ５施設ということで承りましたけれども、その５施設
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というのはどことどこになりますか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。その施設につきましては、直売

所を除く道の駅世羅、せらにし青少年旅行村、せら香遊ランド、八田原グリー

ンパーク、世羅の宿ひがしでございます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 監査意見にもですね、取り上げておられるようにです

ね、やはり譲渡が可能なところ、譲渡したほうがいいところ、そういうところ

はですね、積極的にですね、検討を進めていっていただきたいなと思います。 

 では次の質問に移ります。 

せらにし青少年旅行村の現状と将来展望についてお尋ねをいたします。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） ３点目の「せらにし青少年旅行村の現状と将来

展望は」のご質問についてお答えします。 

 せらにし青少年旅行村については、世羅西地域の観光拠点として位置づけら

れていることもあり、指定管理者においては、今後とも施設を有効に活用して

いただくよう考えております。 

 新型コロナ感染症の影響による来場者の減は否めませんが、昨今のキャンプ

ブームにより、施設内のオートキャンプ場の利用者は増加傾向となっておりま

す。 

 この状況が当面、続いていくものとして、引き続きキャンプ需要への対応を

していただくとともに、積極的な自主事業を実施していただくことで、更なる

観光客の増加に向け、指定管理者と連携してまいります。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） せらにし青少年旅行村の場合ですね、管理費、いろい

ろ活動なさっていただいておる管理費、その他によってですね、管理費が結構
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大きい金額だと思います。それをどの部分に費用が大きく使われているかとい

うことを、把握なさってらっしゃいますか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。せらにし青少年旅行村につきま

してはその年に入る収入金はいくらであるとか、管理費につきましては細かく

積み上げをする中で、過去の状況を見ながらはじいていくところでございま

す。 

大きなところの影響としましたら、浄化槽が 300 人槽くらいのものが２基ご

ざいますので、そういった施設の管理費が大きな部分を占めているところでご

ざいます。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 今の利用状況から、旅行村の状況からみて、300 人槽

２つという浄化槽、これは今後も必要なさそうであると思えるわけですね。そ

こに対し大きなお金がかかっておると。これをこのままずっと続けるのではな

くて、いつかの時点でしっかりと見直さないといけんと思うんです。 

せっかくしっかり指定管理の指定をされておる方が一生懸命管理をされてお

ってですね、ただお金がそんなにたくさんかかっておる。そこだけが我々には

見えて来るわけですよね。町民にはね。一生懸命管理しとるのに、あれらすご

いお金もらいよるんじゃのうと誤解をされるわけですよ。そこに対して浄化槽

がどれだけお金かかっとるんだということがしっかりわからないといけんのん

ですが、そのままの状態が長く続くということは良くないと思います。その浄

化槽のことに関して今後どのようにお考えでしょうか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。せらにし青少年旅行村の良さは

広くて、点在しとる。そういう自然環境であると同時に、たいへんなところは

広すぎているところがございます。ケビンであり、センターハウスであり、体

育館、さまざまな施設がございますので、浄化槽を大きいものを小さくしてい
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くというようなことはなかなか難しいところでございます。今後の施設の利用

状況を見つつ、どういう形がふさわしいのか検討を深めていく必要があろうか

というふうに思います。指定管理者の声を聞きつつ、それから住民の動き、あ

るいはお客様の動向を見つつ、これから研究を深めてまいります。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） はっきりしたお答えではないんですけど、浄化槽２基

今、あるわけですが、これに対して管理費年間いくらかかっておりますか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。正確な数値は今持ち合わせてい

ませんけれども、200 万強であったというふうに思っております。 

○２番（上羽場幸男） 議長。 

○議長（米重典子） ２番 上羽場幸男議員。 

○２番（上羽場幸男） 今のは年間ということですか。過去何年かずっと閑散

とした状況が旅行村も続いておって、それを管理をしっかりしていただいてお

るわけですが、やっぱり見直しをですね、早く勇気を持ってしていただきたい

というところが町民の皆さんのお考えではないかと思います。そういったとこ

ろをきめ細かくですね、対応をされていくことを望みます。この項の質問を終

わります。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。コロナ禍により、お客様が多く

消滅したと言いましょうか、行き来が途絶えた時期がありますけども、だいぶ

行き来が増えてまいりまして、令和２年度と比べますと非常にお客様が増える

状況がございます。そのお客様の状況とか、使い方、そういったものを見つ

つ、今、ご指摘いただいたことをどのように組み合わせて組み込んでいくか、

検討を深めてまいりたいと思います。 

○議長（米重典子） 以上で、２番 上羽場幸男議員 の一般質問を終わりま

す。 
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次に「ウイズコロナの財政運営は」 7 番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 議長の発言許可を得ましたので、早速ですが、通告に基づ

き、質問に入らさせていただきます。 

初めの質問は、ウイズコロナの財政運営について、お伺いします。 

政府は、コロナウイルスのワクチン接種による「集団免疫」でコロナを封じ込

めようとされたわけですが、感染拡大の第７波により、「オミクロン株」が登場

し、過去に２回以上のワクチン接種を完了していても感染する「ブレイクスルー

感染」が拡大しております。ワクチンによる封じ込めは難しくなっておるものと

考えます。 

また、過去６回の感染拡大を上回る事態でございますが、「行動制限はしない」

と、このように発表されております。このため、「ウイズコロナ」、つまり「コロ

ナとの共生」が求められているものと考えております。 

振返りますと、この新型コロナウイルス感染症は、令和元年（2019 年）12 月

初旬に中国で初めて報告され、今もなお、世界的な流行をみせております。我が

国に於いては、令和２年（2020 年）１月に最初の感染者が確認された後、今日

（2022 年 11 月 12 日現在）までに、2310 万 9000 人余の感染者数と、4 万 7512

人の死者数を出しておるところでございます。 

広島県に於いても、48 万 4000 人余が感染し、800 人の死亡が確認されている

ところであります。今日現在ではもっと大きな数値になっているものと考えま

す。これほどの感染拡大を誰が予想したでしょうか。 

一方で、高齢者を中心に重症化予防はもとより、感染や発症を予防するワクチ

ン接種も５回を重ねております。これまでの総接種回数は 3 億 3628 万 7000 回

余となっております。私自身、一昨年の５月に第１回目を打った時、まさか５回

も打つとは思いもよらなかったわけでございます。３年近い間にウイルスは変

異を繰り返し、感染力や毒性を強め、人類に挑戦しているように思うところでも

あります。 

更には、重症患者の割合は減少している反面、働き盛りの感染者が増加し、病
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院や交通機関などの社会インフラがダメージを受けるなど、地域の社会経済活

動にも影響が出ております。 

また、政府のまん延防止等重点措置などに伴う行動制限の要請が３月に解除

されたことや、県内旅行の「やっぱ広島じゃ割」などの旅行支援策の外、新型コ

ロナウイルスの水際対策緩和による訪日客誘致などにより、再び感染拡大が増

加しております。 

この夏に第７波のピークを超えた後は、減少傾向が続いておりましたが、11 月

に入りさまざまな制限の緩和と寒さが重なったことも要因で、既に第８波が始

まっているとの指摘もございます。政府は第８波に備えた対策を進めていると

ころでもあります。 

コロナに係る一般質問は、５回目になります。最初の４回は、コロナの変異株

の特性に合わせたように、感染拡大に対する取組みを伺ったところでございま

す。 

質問に入る前に、新型コロナウイルス感染症の状況を振り返ってみた訳でご

ざいますが、コロナウイルスは今後も変異を繰り返し、収束までには、更に大規

模な感染拡大が生ずることも懸念されるところでございます。 

そこで、地域をうまく循環させるためには、「ウイズコロナ」に向けた施策が

喫緊の課題と考えます。町の将来像の実現を目指す「第２次長期総合計画後期基

本計画」をどのように進めようとされるのかという質問でございます。 

前段の質問では「財源対策からその考え方」をお伺いし、後段では、長期計画

の中身についてお伺いいたしたいと思います。 

 最初の質問は、「財源対策からその考え方」をお伺いします。 

後期基本計画は、前期基本計画の実施状況や課題などを整理・分析すると共に、

その深化や充実を図りながら見直しを行い、将来像の実現を目指すものでござ

いますが、コロナウイルス感染症や急激な円安による物価高などの影響を受け、

地域経済の循環が停滞しているものと思う訳であります。後期基本計画を計画

目標値に進めるに当たって、財政運営にどのような影響があったのか。また、予

算を組むうえで、計画達成に必要な課題は何なのか。２点についてお伺いします。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 
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○町長（奥田正和） ７番 藤井照憲議員の第１問目でございます。「ウイズコ

ロナの財政運営は」のご質問にお答えをさせていただきたいと思います。 

冒頭議員からございましたように、令和元年、今から３年前にこういった新型

コロナウイルス感染症のスタートがありました。アフターコロナを期待してい

たところでございますけれども、ウイズコロナという段階でございます。さまざ

まな制限緩和ございますけれども、やはり町内においても感染者は連日にわた

り発表があるわけでございまして、重篤化しないための方策、また自らそういっ

た感染症にならないことと併せまして、人にうつさないといった、そういった行

動が必要とされるわけでございます。さまざまなイベント等も随時再開もいた

だいているところでございますけれども、皆様方にはこれまで同様にですね、感

染症対策にしっかりご留意をいただければと思っているところでございます。 

 今回のご質問につきましては、この感染症に関わる町が進めております基本

計画、後期基本計画、それに対する影響と強化すべき対策についてのご質問をい

ただいたところでございます。 

まず、私からは「財政運営への影響」でございますけれども、令和２年からの

新型コロナウイルス感染症に加えまして、今年の燃油・物価高騰及び急激な円安

は、生活や社会経済活動に多大な影響を与え、本町においてもさまざまな生活・

経済支援や感染症対策を講じてまいりました。これらの財源には、国の地方創生

臨時交付金等の特定財源を活用することで、一般財源の持ち出しを最小限とし、

町の財政状況を悪化させないよう取組んでまいりました。 

次に「予算を組むうえで、計画達成に必要な課題」についてでございますけれ

ども、最も重要であるのは財源の確保でございます。今後も先が見通せない新型

コロナウイルス感染症や燃油・物価高騰、急激な円安の状況は、町税等の経常的

収入の減少やこれらの対策に係る臨時的支出の増加に繋がることが懸念され、

引き続き厳しい財政運営が見込まれます。しかし、その時々の情勢や財政状況に

より、後期基本計画に係る施策の実施等の判断に影響を与えてはならないと考

えております。有利な特定財源の活用や事務事業のスリム化・コスト削減、財政

調整基金の残高確保等により、安定的な財政基盤に努めることで、目標達成に向

けた施策展開に取組んでまいりたいと考えております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 



38 

 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲）  補足の質問になりますけれども、先程の答弁の中で社会

経済活動に多大な影響を与えているということでございます。町の経済を動か

している中小商工業者への影響を心配するわけでございます。 

実態をどのようにお考えかお伺いします。また、判断するうえで、どのような

指標に基づいて行われているのかを、併せてお伺いします。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。物価高、町内事業者への影響はに

ついてでございますが、原材料費の高騰によりまして、とりわけ飲食業界に影響

が出ているものと思います。町内の実態をみますと、経営者のご判断でメニュー

価格の改定等の動きがみられるようなところでございます。一方では最終製品

であるものの輸出は増えているともお聞きしております。国際情勢、今後の影響

は不透明なところはございますけれども、事業者、経営者の皆様としましては、

しっかりした資金管理、取引き先との交渉、先を見据えた経費節減といったとこ

ろにご努力をされているというふうに伺っております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） それらの判断は何か指標をお持ちでございますでしょうか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。指標は持ち合わせておりません。

これは商工会の経営指導員でありましたり、金融機関の皆様との懇談の中でい

ろいろ拝聴しておるところでございます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） やはり経済情勢の判断をするにはですね、やはり基となる

数値、これらをしっかりつかんでですね、的確な町の経済、これらを動かしてい

ただきたいと思います。 

 次にもう１点お伺いします。「後期基本計画への影響を与えてはならない。」と、
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こんな発言もあったわけでございます。当然ながら有利な特定財源を確保する

のは言うまでもありません。この外に事務事業のスリム化、コストの削減も挙げ

られておられます。 

事務事業の見直しは、是非とも実施していただき、一般財源を確保することで、

より安定した財政基盤の下で施策展開が可能と考えますが、具体的なお考えを

お伺いします。 

○財政課長（矢崎克生） 議長。 

○議長（米重典子） 財政課長。 

○財政課長（矢崎克生） お答えいたします。本町におきましては昨今のコロナ、

それから物価高騰等の社会情勢等踏まえまして、そして今後の将来的な人口減

少が見込まれます。今後予算規模を縮小していかないと財政運営が立ち行かな

くなるというのはこれまでも申してきたところでございます。 

歳出におきまして、経常的経費をどう節約し、既存財源の使い道の見直し、財

源を意識した事業執行等の視点が大切であると考えております。事務事業のス

リム化やコスト削減については基本的にはですね、これまで取組んできたこと

を地道に継続していくしかないと今のところ認識しております。たとえば予算

査定での歳出予算の適正額の検討、過大に要求がされてないかという部分。それ

から事務事業の手法の見直し、同種事業の統合による業務量の減、スクラップア

ンドビルドによります新規拡充事業への財源確保、同一業務の一括発注。これは

可能な限りとなりますが、これによります業務量とコストの削減。これは今後進

めていくことになってきますが、デジタル化推進によります業務量の省力化等、

これらにより得られました財源や業務量の余力、これを計画の目標達成に向け

た施策転換へ振り向けていきたいというふうに考えております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 不断の努力を続けていただきたいと思うわけでございます

が、まずは一番は小規模な補助金の削減と、これが一番効果が上がって、一般財

源の確保につながると思います。そして新たなデジタル化、こういったところで

しっかりとした施策を進めていただければ十分だと思います。 

 それでは２番目の質問にいきます。 
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  次に、令和３年度一般会計の最終予算は、歳入歳出それぞれ 119 億 5000 万

円余の予算を組んでおられます。令和４年度の予算現額は 121 億 5000 万円余で、

引続き、積極的なコロナ対策予算も組まれておられるところでございます。 

来年度におけるコロナ禍及び、エネルギー価格の高騰や急激な円安といった

環境変化の中で、国の補助金など、国の支援の見込みはどうなのかお伺いいたし

ます。 

○財政課長（矢崎克生） 議長。 

○議長（米重典子） 財政課長。 

○財政課長（矢崎克生） お答えいたします。２点目の「令和５年度のコロナ禍

及び円安に係る国の補助金等の見込み」についてでございます。 

 新型コロナウイルス感染症の収束が見込まれない中で、追い討ちをかけるよ

うな燃油・物価高騰と急激な円安は、生活や社会経済活動にさまざまな影響を与

えておるところでございます。国においては、これらの対策を含めた令和５年度

予算を現在、編成中でございまして、現時点におきましては来年度の施策や国費

等の情報はございません。今後の国の動向を十分に注視し情報収集に努めるこ

とで、有利な特定財源の確保などに取組んでまいりたいと考えております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲）  ご答弁のようにですね、国の令和５年度予算は確かに編

成中でございます。しかし６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方

針 2022」を踏まえ、町におかれても新型コロナウイルス感染症への対応、それ

からデジタル改革対応、活力ある地域づくりの推進、安心・安全な暮らしの実現

など、持続可能な地域社会の実現に取組まれるよう財政基盤の確保をお願いし

たいと思います。 

 次に、町の経済循環に暗い影を落としている先程来のコロナ禍及び、エネルギ

ー価格の高騰や急激な円安などは、町税収入に影響があるものと考えますが、最

終見込みをどのようにお考えなのか。また、来年度の町税見込みをどのように想

定されているのかお伺いします。 

○税務課長（藤井博美） 議長。 

○議長（米重典子） 税務課長。 
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○税務課長（藤井博美） それでは３点目の「町税の確保はできるのか」につい

て、お答えいたします。 

新型コロナウイルスの影響が長期化する中、またエネルギー価格の高騰や急

激な円安などによる町税収入への影響についてでございますが、今年度の町税

の 10 月末時点の調定額を見ますと、個人町民税では給与所得の増加などにより

前年度比 100.8％、法人町民税では製造業、サービス業を中心に企業収益の改善

が見られ、前年度比 107.2％の調定額となっておりまして、前年度同期を上回っ

ております。 

また、町税の約６割を占める固定資産税につきましても、土地の下落はあるも

のの、家屋、償却資産ではコロナ禍前の水準に戻りつつあり、前年度比 104.7％

の調定額で前年度を上回っております。 

収納率につきましても、前年同期程度の収納率で推移しておりまして、町の財

源確保に寄与できるものと考えております。 

また、来年度の町税の見込みでございますが、広島県の金融経済月報によりま

すと、経済動向は緩やかに持ち直しつつあり、徐々に改善に向かうことが期待さ

れると報告されています。しかしながら、未だ先行き不透明な状況は変わらず、

物価動向、新型コロナウイルス感染症などが与える影響を注視しながら、新年度

予算への検討をしてまいりたいと考えております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 先程も申し上げましたけれど、財政基盤の確保をお願いし

たいということでございますが、同様にですね、これから社会保障関係費の増加

が見込まれます。行政サービスを安定的に提供できるよう、一般財源総額の確保

に努めていただきたいと思う次第であります。 

それでは次に４番目です。人口減少、少子高齢化は確実にやってまいります。

持続可能な行財政運営をしなければなりません。このためには、庁舎や学校など

の公共施設、道路や上下水道などの社会基盤インフラ施設、これらは財政や人口

に似合った規模にすること。利用する施設の長寿命化を図ること。及び、使わな

い未利用財産の処分など、将来の負担となる維持管理経費に掛かる費用を圧縮

することが強く求められております。 
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また、一部事務組合や第三セクターなどの運営に係る経費も考慮しなければ

なりません。町の将来負担比率は、健全な範囲にありますが、人口減少、少子高

齢化を見据えた場合、コロナ禍及び、エネルギー価格の高騰や急激な円安などと、

どのように向かい合い、将来負担の軽減を図るつもりか。お伺いいたします。 

○財政課長（矢崎克生） 議長。 

○議長（米重典子） 財政課長。 

○財政課長（矢崎克生） お答えいたします。４点目の「町の将来負担比率」に

ついてでございます。 

 財政健全化法におきましては４つの財政指標を健全化判断比率として定めら

れており、その１つが将来負担比率でございます。この比率は、町の借入金等の

現在抱えている負債の大きさを、町の財政規模に対する割合で示したものでご

ざいまして、比率導入当初の平成 19 年度は 159.1％でございましたが、その後

は町債残高の減少等によりまして比率も改善しており、令和３年度決算におき

ましては 6.5％まで改善しておるところでございます。 

 将来的な人口減少や少子高齢化を見据えると、町の歳入は逓減していくこと

が見込まれます。これにつれて、予算規模自体を縮減していく必要があると考え

ているところでございます。 

このため、まずは毎年度の歳出のベースとなる経常的支出を如何に増やさな

いかということが大切であると認識しております。特に公共施設等の維持管理

につきましては、公共施設等総合管理計画により、施設等の長寿命化や複合化、

規模の適正化、未利用財産の処分等を進めていくことで、将来的な財政負担の軽

減に取組んでまいります。 

 また、新型コロナウイルス感染症や燃油・物価高騰、急激な円安対策や災害復

旧等の臨時的支出の財源につきましては、有利な特定財源の確保はもちろんで

ございますが、事業の縮減・延期等による財源振替、財政調整基金の積み増し等、

状況に応じて適切な方法により財政負担の軽減や備えの確保に努めてまいりま

す。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） もう少しお伺いいたしたいと思います。将来的な財政負担
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の軽減にはですね、ご答弁のように、経常的経費の縮減は何よりも大切でござい

ます。特に箱モノと言われる施設の建設に当たっては、将来、負担をお願いする

こととなる若い世代の人口、それに利用する方の人口規模、これらを参考にする

必要があると思います。将来的な財政負担の軽減を考えなければなりません。施

設の長寿命化や複合化、規模の適正化などに取組むと言われておりますが、改め

て、その本気度をお伺いします。 

○財政課長（矢崎克生） 議長。 

○議長（米重典子） 財政課長。 

○財政課長（矢崎克生） お答えいたします。平成 27 年度に策定しました公共

施設等管理計画におきまして、人口がこの 25 年間で 30％以上減少するという事

が見込まれ、総体的に見れば公共施設等の面積も 30％以上削減しないとバラン

スがとれないということで、この計画におきまして、27 年度末から公共施設等

の総量 30％削減するという目標を掲げているところでございます。 

令和３年度末の決算におきましては総量の削減率は 4.9％となっております。

削減率は徐々にということで進んではおるところでございますが、町民の皆様

のご理解を得ながら進めていくことが最も重要であり、この進捗状況につきま

してはやむを得ないものと考えております。しかし将来的な人口減少は明らか

でございます。道路等のインフラは人口減少しても削減できる余地はほとんど

ございませんが、公共施設につきましては長期的視点に立って、町民の皆様のご

理解のもと、施設の実態や利用状況、維持管理費等を考慮しながら、計画的に更

新、長寿命化。他施設との統合、複合化。未利用財産については廃止を進めてい

くことで、引き続きこの 30％削減という目標に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 公共施設等総合管理計画、この中で 30％削減と。これは

実行しないと、将来負担する若い世代が町を去っていくことになりますのでし

っかり取組んでいただきたいと思います。 

 次に、公共施設等総合管理計画では、先程総合的に将来の公共施設を管理する

ことを定めていると。これは先程申し上げたところでございますが、一方では、
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「新しい地方公会計制度」に則った公会計を整理する必要がございます。公会計

制度による財務書類は、素人には、素人にはというより私にもなかなかわかりに

くい面がございます。町民にわかり易く伝える工夫が必要だと考えるところで

ございます。誰もが町の将来に夢が持てる公会計の「見える化」が求められてい

るものと思います。 

町の財産は年々老朽化するので、資産老朽化比率で資産の現状を見ることが

できます。また、将来の負担分である債務の償還可能年数はどうなのか。これら

の示す指標と将来負担比率や実質公債費比率の組み合わせで、よりわかり易く

財政環境の「見える化」ができると考えるところでございます。その指標の状況

はどうなのかお伺いします。 

○財政課長（矢崎克生） 議長。 

○議長（米重典子） 財政課長。 

○財政課長（矢崎克生） ５点目の「よりわかり易く財政状況の「見える化」」

につきまして、お答えいたします。 

本町の新地方公会計制度に基づきます財務書類は、平成 22 年度決算から作成

を始め、町のホームページにおきまして公表しております。また、財政状況資料

集、これは国が全国統一の様式で決算等の情報を求めておるものでございます

が、平成 17 年度以降、形を変えながら、地方財政状況調査、財政健全化比率、

財務書類等の財政情報を総務省統一様式によりまとめたものであり、こちらも

町のホームページにおいて公表しておるところでございます。 

これらで公表しております指標のうち、「有形固定資産減価償却率」、これは当

初は資産老朽化比率と称しておりましたが、町が所有する資産の減価償却がど

の程度進んでいるかを指標化したものでございます。経年の程度を把握するも

のであり、本町におきましては総体的に減価償却が進んでいる施設が多いため、

平成 27 年度の 59.1％から逓増傾向にあり、令和２年度におきましては 66.0％

となっております。類似団体内平均値と比較しますと、若干高めではございます

が、比率は同じような伸び率で推移しておるところでございます。 

「債務償還比率」、これは当初は「債務償還可能年数」と呼んでおりましたが、

実質的な債務が、理論上、債務の償還に充当できる財源の何倍であるか、何年分

あるかということを示す指標でありまして、当初は財務書類の数値を用いて算



45 

 

出しておりましたが、現在は地方財政状況調査等の数値を用いて算出しており

ます。平成 28 年度以降は、おおよそ 500％前半で推移し、令和２年度におきま

しては 518.9％となっております。類似団体内平均値と比較しますと、ほぼ同水

準でございます。 

最後に「将来負担比率及び実質公債費比率の組合せによる分析」でございます

が、両比率を類似団体内平均値と比較すると、同程度の数値で推移しており、令

和２年度の将来負担比率は 13.0％、実質公債費比率は 10.7％となっております。

いずれの比率も、近年は国が定める基準値以下で推移し、問題はございません。 

財政状況を様々に指標化し、経年比較や他団体比較をする資料を作成すること

で、町の財政状況を「見える化」して公表することが可能となります。町民の皆

様のご理解とご協力を得ながら健全な財政運営を続けていくためにも、わかり

やすい資料づくりに努めてまいります。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 努めてまいりますということで、もう少しお願いをしたい

と思います。確かに町のホームページには新地方会計制度に基づく財務書類が

公表してあります。これには専門用語に加え、数値しかありませんので、住民に

公表したと言えるでしょうか。グラフにするとか大切な部分にはコメントを付

けるなど、データの「見える化」が必要と思います。 

類似団体と比較してもほぼ同じ水準と言われても、類似団体の数値がわかり

ません。ポイントとなる箇所には、リンクを張り付けるなどして、財政比較分析

表のような「見える化」ができないものかと考えますが、お考えをお伺いします。 

○財政課長（矢崎克生） 議長。 

○議長（米重典子） 財政課長。 

○財政課長（矢崎克生） お答えいたします。予算決算など財政に関する資料に

つきましては数字で表記するものがほとんどでございます。また財政用語につ

いても普段聞きなれないものばかりでありまして、町民の皆様にはわかりづら

く、財政と言うととっつきにくいという面は確かにございます。 

決算情報につきましては国からの要請により見える化を進めておるところで

ございます。財政状況資料集につきましても国の統一の様式によりまして、他団



46 

 

体比較、経年比較ができる仕様となってございます。この一環で町のホームペー

ジへ財務書類や財政状況資料集などの資料を作成、そして掲載しているところ

でございます。 

先程申されました議員ご指摘のとおり、財務書類につきましてもこれはそれ

独自ということで全国統一の様式で決算書類を作成してはいるものでございま

すが、複式簿記の考えを取り入れた書類でありまして、なかなか私にとってもな

かなか理解が難しい部分もございます。こうした情報をですね、できる限りわか

りやすく、簡単にグラフやコメント等をですね、わかりやすく載せた資料を簡単

なもので作成し、現在の通常の決算書等では見えない部分の財政状況がどうな

のかということを今後そういった資料をですね、作成を検討してまいりたいと

考えておるところでございます。 

健全な財政運営を続けるためにもですね、町の財政状況がどのような位置に

あるのかご理解いただき、皆様と財政情報を共有しながら、共にこれからのまち

づくりを進めていくことが大切と考えております。今後もわかりやすい資料づ

くり、ホームページ等の広報に努めてまいりたいと考えております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） よろしくお願いしたいと思います。 

コロナウイルスの収束は、特効薬が開発されるまで、時間を要することになり

ます。この間も、地域経済が停滞することなく、町民の福祉の向上が図られるよ

う、財政基盤の確保に努めていただきたいことを要望して、この項目の質問を終

わります。 

○副町長（金廣隆徳） 議長。 

○議長（米重典子） 副町長。 

○副町長（金廣隆徳） それでは私からご答弁を差し上げます。 

７番 藤井議員からの質問におきましては、コロナ禍、これはアフターコロナ

ではなく、ウイズコロナの部分の影響と、そしてこれからに必要となるご示唆を

いただいたところでございます。まず現在の段階におきましてもコロナがある

から、コロナが収まってからという考え方はもうないと認識をしなければなら

ないと受け止めております。一方ウイズコロナでなく、アフターコロナでとらま
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えていた時代の施策等によっての現在の状況も分析をしながら進めていく必要

もあると考えておるところでございます。ウイズコロナを正面から受け止めて

まいりたいと。そしてそのうえで燃油物価高騰に立ち向かってまいる必要があ

ると考えております。そのためには一般財源を主とした町の財源をしっかりと

見据えながら、そしてわかりやすくお伝えをするなかで、引き続き行政運営に取

組んでまいりたいと考えております。 

 

○議長（米重典子） 次に 長期計画の深化と充実は ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 次の質問は、冒頭でも申し上げましたように、「長期計画

の深化と充実」について、長期計画の中身がどのような状況であるのかをお伺い

いたします。 

コロナウイルスは変異を繰り返し、より感染力を強め、感染を拡大しておりま

す。後期基本計画の中から、令和７年度の具体的な数値目標を基に、目標達成に

必要な施策と課題をお伺いいたします。 

はじめの質問は、後期基本計画の中から、新型コロナウイルスの感染拡大によ

って、最も影響を受けた施策は何か。今後事業を進める上で円安をどのように克

服するのか。併せてその課題と達成目標への取組みについて４点お伺いいたし

ます。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

〇議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 藤井議員の２問目でございます「長期計画の深化と充実は」

についてのご質問。まず私からは１点目の「最も影響を受けた施策と今後の事業

の進め方は」のご質問にお答えをさせていただきます。 

 新型コロナウイルスの感染拡大により最も影響を受けた施策といたしまして

は、外出機会の減少に伴う観光客数の減少による観光消費額の落ち込みでござ

います。コロナ禍前の令和元年の観光消費額は 26 億 5200 万円でございました

が、令和２年は 18 憶 2800 万円と 30％以上減少しておりまして、観光の振興施

策が影響を大きく受けた施策の一つでございます。 
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 また、今後事業を進める上での円安の克服につきましては、急激な円安による

物価高騰対策を行っていく必要があると考えております。一方、円安を好機と捉

えインバウンドの取組みを進めていきたいと考えておりますが、これまで行っ

てきたインバウンドの取組みが、コロナ禍の影響により停滞している状況でご

ざいまして、再構築には一定程度の時間を要することが課題であると考えてお

ります。 

長期総合計画では、観光の振興の成果目標として、入込客数及び観光消費額を

設定しております。道の駅世羅に隣接する新たなホテルの開業を契機に外国人

観光客を含め、多くの方に世羅町を訪れていただき、観光消費額の復元・増加等、

関係団体と連携を図る中で取組みを進めてまいりたいと考えております。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） ７番。もう少し確認させていただきたいと思います。円安

や物価高に伴う経済活動へのテコ入れを伺ったわけでございますが、「対策が必

要」と、これだけの答弁でございましたので、どのような対策をお考えなのかが

1 点目。 

また、外国人観光客のインバウンドへの取組みに当たっても、「再構築には一

定程度の時間を要する」とこのように言われたわけでございますが、どこの国を

ターゲットに想定し、何に時間がかかるのかお伺いいたします。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） 円安を克服する具体策についてのご質問でござい

ますけれども、政府による水際対策の大幅な緩和によりまして、訪日外国人旅行

者が増加してきております。広島空港におきましても、国外からの就航、往来が

途絶えていたものがこれから順次再開されるのではないかと期待しております。

年明けには台湾からのエアラインが復活するというふうに伺っております。台

湾の方々は日本に対して良い印象をお持ちであり、色づくものにあこがれると

いう気質があるようです。世羅の紅葉であったり、広大な敷地で咲き誇る多種多

様な花風景は大変喜ばれるのではないかと思っております。３年前、台湾大手旅

行事業者８社に対して営業活動を行い、何社かが商品化をし、募集をしていただ
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いたところでございますけれども、残念ながらコロナ禍で催行はされませんで

したが、手ごたえは感じたところでございます。まずはこういった台湾市場にト

ライできないかというふうに思っておりますし、今後の状況を注視しつつ、重点

市場はどういったところにあるのか、今後検討してまいります。 

今後の取組みにつきましては、広島県であったり、空港新会社、あるいは「せ

とうちＤＭＯ」様と連携するなかで、どういうアプローチが必要か深く掘り下げ

ていく必要があろうかというふうに考えてございます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 来春には台湾のエアラインが就航すると。こんなときに今

のようなご答弁で準備が間に合いますか。もっとスピード感がいるんじゃない

かと思うんですが、いかがでしょうか。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。まず単域で頑張っていくことも大

切でございますけれども、やはり各市町と連携して、束となってトライしていく

ということも必要でございます。そういった意味で各市町様とも連携しながら

取組みを進めいきたいというふうに考えてございます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 確かに各市町との連携も大切でしょうが、各市町と連携し

てスピード感を持って取組んでいただきたいと思います。 

  次に、先程町長からは、コロナ禍で最も大きな影響を受けてた施策を取り上

げていただきました。私としてはですね、地域住民の交流の場や福祉など、対面

型の活動が挙げられると考えております。 

ここで、子育て支援の充実に係る影響を考えたいと思います。子育て世代包括

支援センターの利用人数は、令和７年度目標値を 7,500 人とされていますが、

現時点での達成状況と課題と対策をどのようにお考えなのかお伺いいたします。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 
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○子育て支援課長（山名智並） それでは議員お尋ねの「子育て世代包括支援セ

ンターの利用人数は」についてのご質問にお答えいたします。 

世羅町第２次長期総合計画（後期基本計画）では、令和７年度の子育て世代包

括支援センターの利用人数の目標値を 7,500 人と設定しております。 

現時点での達成状況につきましては、令和３年度で 7,630 人と一応の達成は

できております。この内訳は、電話相談が 49.7％、来所相談等は 29.3％、訪問

が 20.8％、その他手続きが 0.2％でございます。 

次に課題と対策といたしましては、先ほどの利用人数の内訳からも言えます

が、来所相談等の割合が電話相談より低く、センターへの来所に繫がっていない

状況があります。その要因といたしまして、新型コロナウイルス感染症による外

出控えが大きく影響しているものと推察されます。また、子育て支援事業や来所

相談事業も人数制限や時間制限等を行いまして、コロナ禍で保護者の不安に対

し個別対応による「安心感の提供」にできるだけ努めてまいりました。 

しかしながら、妊娠期から子育て期を安心して楽しく過ごしていただくため

にも、対面での面談や相談が次への支援に非常に重要であると認識しておりま

す。子育て家庭が気軽に来所していただきまして、専門職へご相談できる環境や、

子ども同士が交流できる場の整備等、相談窓口環境を含めた検討を行う必要が

あるものと考えております。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） もう少しお伺いいたしたいと思います。この事業は町の総

合戦略における効果検証、この重要業績指標では、これＫＰＩなんですけれど、

これは「Ａ」評価、このようになっております。 

しかし、先程のご答弁のようにコロナ禍でも対面相談と、子ども連れでもでき

るとか、こういったスペースの確保など、「施設窓口環境の検討がたいへん重要

であると、認識している」とこのように言われたわけなんですが、この対策をど

のようにお考えなんでしょうか、お伺いします。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） 現状ではですね、相談に一度に２組以上のお客
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様がいらっしゃった場合には、現状は通路において相談を受ける状況もござい

ます。また子どもさんを連れてのご相談に来ていただく方も多くございます。こ

の子ども達の遊ぶ場としてのスペースは、事務打ち合わせなどを行うスペース

と共用している状況がございますので、できるだけあらかじめ、予約等を受けて、

ゆったり安心して相談をしていただけるような時間確保も考えていかなければ

ならないと思います。現状の施設の状況がですね、部屋の数、それからさまざま

な保健福祉センターにおいては３課がありますので、それぞれの事業に沿って

部屋を使用している状況がありますので、できるだけ重ならないようなことを

工夫して行わなければならないと考えております。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 安心してですね、子育て環境の窓口、こういうものをです

ね、相談できやすい環境をよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、少子高齢化によって生産年齢人口の減少が地域の課題と思います。先程

の子育て支援に見られるように、育児や介護の両立など、働く人の多様なニーズ

に応えていくことが、企業の課題としてクローズアップされています。 

多様な働き方が可能となるワークライフバランス社会の実現に向けて国や、

企業が動き始めております。テレワーク技術を使えば、数人が働けるスペースと

通信環境が用意されれば、仕事場を自由に選ぶこともできます。町には光ファイ

バ網が整備されていますので、その推進が求められております。 

企業活動の活性化策として、起業支援やサテライトオフィス及び、ＩＣＴ事業

者などの誘致促進、並びに、中小企業支援などにより、令和７年度企業活動活性

化策の目標値達成見込みをお伺いします。また、課題はどうなのか、併せてお伺

いいたします。  

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） それでは３点目「企業活動の活性化策の目標値は」

についてのご質問にお答えします。 

 世羅町商工会等と連携し起業に係る創業支援等の経営支援を継続的に行って

おります。また、現在、企業誘致の一環としてお試しオフィスを整備中でござい
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ます。併せて、企業マッチングイベント等の出展等により、数社の企業と折衝を

行っております。 

創業に係る世羅町第２次長期総合計画の令和７年度目標数値は創業支援者数

10 件、創業者数７件であり、令和３年度の実績値は創業支援者数 26 件、創業者

数８件でございます。 

課題といたしましては、潜在的創業希望者を掘り起こし、いかに創業開始につ

なげることができるかが課題であります。商工会等支援機関と連携し、目標を達

成できるように努めてまいります。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 今年度の「お試しサテライトオフィス」準備されています

が反響はどうでしょうか。またＩＣＴ事業者などの誘致促進の見込みはどうな

のかお伺いします。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 

○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） お答えします。お試しサテライトオフィスについ

てはまだ整備中であり、完成はしておりませんけれども、企業様とのマッチング

につきましてはそういうＩＣＴ企業様がいらっしゃるようなイベントには、Ｗ

ｅｂ形式ではございますけれども、参加をしつつ、世羅町の発信をしております。

そのなかで興味を持たれた企業様とは個別に、またＷｅｂで数社でございます

が、やりとりを始めたところでございます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） できあがってからねじを巻くのではなしに、今からしっか

りねじを巻いておいていただきたいと思います。 

  次に、同じくコロナ禍では、自粛生活や行動制限から外出機会が奪われてい

るものと思います。このような状況では、地域の交通手段にも多大な影響が出て

いるものと考えます。 

地域に愛され利用される地域公共交通の利用促進の中から、せらまちタクシ

ーの利用者数の令和７年度達成見込みを強化するとしたら、取組むべき課題は
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何か、お伺いいたします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは７番 藤井照憲議員、４点目の「せらまちタ

クシーの利用者数は」のご質問にお答えをさせていただきます。 

せらまちタクシーは、コロナ禍の影響によりまして、令和２年度以降、大幅に

利用者が減少しておりましたが、令和４年度の上半期の利用者は 1 万 3888 人と

なり、令和３年度上半期同時期と比較いたしまして、その時期が 1 万 1695 人で

ございました。比較いたしまして、118.8％となってございますが、令和４年度

の目標は達成できないものと見込んでおります。 

実利用者は、近年減少し続けておりまして、新規利用者の獲得が継続的な課題

であるという認識でございます。広報誌やケーブルテレビによる周知を強化い

たしますとともに、今年度実施をいたします乗車体験会、こちらをですね、でき

るだけ継続的に実施をすることにより新たな利用者の掘り起こしを進めてまい

りたいと考えておるところでございます。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） これからの地方の地域交通はですね、免許返納者や移動手

段を持たない方などへの対応として、移動手段の確保が課題と思います。 

町内の移動をしやすい交通手段を確保するにはですね、縦割りではなく、児童

や生徒、それから一般の方も、一緒に誰もが利用できる、また乗れる、こういっ

たシステムが必要と考えております。 

将来の財政負担を軽減するためにも、是非ともご検討をお願いしたいと思い

ますが、思いがあればお願いいたします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。ご指摘のとおり、現在、企画課の

ほうで商工会様のほうへですね、補助金事業といたしまして商工会様のほうが

運営をしていただいておりますせらまちタクシーとくるりん号。またスクール

タクシーやスクールバスにつきましては、これは教育委員会のほうで委託事業
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として運営をしておられる。いわゆる町の財源としては１本でございます。しか

しながら運営するやり方がですね、やはり違いがございまして、せらまちタクシ

ーやくるりん号の運行につきましては運輸局への届け出。スクールバスにつき

ましては、これ私のほうではっきりと把握はしてないんですが、恐らく貸切運行

で運行されておるんじゃないかというふうに考えておりますが、そういった状

況下のなかで、現状多角的に利用していくということは難しいというふうに考

えております。しかしながら議員のほうからご指摘がありましたように、利用者

の方、利便性というもの、これをしっかりと周知をすることによってですね、便

利な交通手段でありますという認識をしっかり町民の方にもですね、持ってい

ただけるよう、先程も答弁させていただきました乗車体験会等通じてですね、し

っかりとＰＲをしてまいりたいと考えておるところでございます。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲）  次の質問にまいります。次に、先程企業活動の活性化の

状況をお伺いいたしました。光ファイバ網の高速通信環境が整うと、多様化する

働き方への対応が可能になります。子育てや介護をしていても働けるような就

業場所の選択肢が増え、仕事とプライベートを両立するワークライフバランス

の充実を実現することもできます。 

町の子育てや就労に加えて、自然環境は働く人の多様なニーズに応えること

ができると思います。都会から地方への移住定住を促し、人口減少の中で、空き

家を有効活用することで、社会増に繋がる事業として、Ｕターン・Ｉターン・Ｊ

ターン希望者の移住定住支援を充実させることは、人口増加が期待できるよう

に思います。 

空き家登録や空き家バンク成立件数など、令和７年度達成見込みと課題をお

伺いいたします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは７番 藤井照憲議員５点目の空き家登録や空

き家バンクの成立件数、また課題等についてご質問いただきましたので、答弁さ

せていただきます。 
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 空き家バンクをはじめとする移住定住支援におきまして、新型コロナウイル

ス感染症の影響を受け相談対応を止めざるを得ない状況が続いたことによりま

して、空き家バンク新規物件登録件数は、令和３年度目標 31 件に対し実績 18

件、58％。空き家バンク成立件数は、令和３年度目標 12 件に対し実績 10 件、

83％でございました。 

新型コロナウイルス感染症の状況を注視し、課題でありますコロナ禍におけ

る相談対応につきましてはオンライン等を活用しながら、令和７年度の目標達

成に向けて引き続き努めてまいりたいと考えておるところでございます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） お願いなんですけれども、この空き家バンクの運営をです

ね、民間に委託した、民間のノウハウを利用してはどうかと思いますが、ご検討

をよろしくお願いしたいと思います。 

  次に６番目に移ります。コロナ禍では、地域のコミュニティ活動が疎遠とな

りつつありますが、地域の防災体制の充実は、災害に強いまちづくりを進める上

でも、地域の自主防災組織を担う役割は大変重要と考えます。 

自助・共助によって地域の安心安全を支える仕組みづくりが最も重要な取組

みであると思う次第でございます。 

自主防災組織率と住民の満足度について、令和７年度の達成見込みをお伺い

いたします。 

○総務課長（広山幸治） 議長。 

○議長（米重典子） 総務課長。 

○総務課長（広山幸治） ６点目「自助・共助がこれからの地域の安心安全を支

える」についてご質問にお答えします。 

世羅町第２次長期総合計画後期基本計画におけます令和７年度の目標値につ

きましては、自主防災組織の組織率を 100％、防災体制に満足している住民の割

合を 60％を目標としておるところでございます。   

令和４年 11 月末における本町の自主防災組織の組織率は 83.2％となってお

り、令和元年度の基準値である 72％から 11.2 ポイント高くなっております。引

き続き目標達成に向けて未組織の地域への働きかけを行ってまいります。 
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また、各地域で取組まれる出前講座などで災害に対する意識啓発に努めるほ

か、住民の方々が適切な避難行動が取れるよう防災行政無線やケーブルテレビ

など各種のツールがございますが、これらを活用した的確な避難情報など防災

関連情報の配信、住民避難時などにおけます生活支援を行うための備蓄品の充

実などを図り、住民の防災体制の満足度向上に向け各種防災対策を推進し、目標

達成を目指してまいりたいと考えてございます。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） はい、７番。もう少しお伺いします。 

自助・共助によって地域の安心・安全を支える仕組みづくりができないのはで

すね、組織の活用や万一の時の役割など、役割の必要性を考えたときに地域の理

解がもう少し得られてないのではないかと思うわけですが、この地域理解、これ

をどのように取組まれるかお伺いいたします。 

○総務課長（広山幸治） 議長。 

○議長（米重典子） 総務課長。 

○総務課長（広山幸治） 自主防災組織の活動につきましては平常時におきまし

ては防災訓練、それから防災意識の皆様への啓発、地域の安全点検などがござい

ます。また災害時におきましては避難の誘導であったり、避難所の運営等のご協

力もいただくこととなっております。 

 議員ご質問いただきましたなかに自助・共助・公助という災害への備えがござ

いますけれども、災害時においてはまずは自らの命は自ら守る、これが基本の自

助の部分でございますけれども、自主防災組織におきましては先程申しました

平常時での活動を通してですね、隣近所での避難の声掛けであるとか、まさに身

近な部分への備えについて取組んでいただく必要があると考えております。新

たな組織を立ち上げるというのは大変困難な負担の大きいことでございますの

で、地域のコミュニティの活動の一環として捉えていただきまして、それを負担

にならない形でですね、各地域で取組んでいただきたいと考えてございます。そ

れによりまして、まさに自助の部分でもございますが、率先してそれぞれの皆さ

んが避難していただける、率先避難者の増加にもつながっていくものというふ

うに考えてございます。 
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○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲）  次の質問をいたします。次に、コロナ禍では、地域のコ

ミュニティ活動にも制限が加えられ、多くの行事が延期や中止を余儀なくされ

ております。 

地域の自治活動を支える高齢者にとって、２年余りのブランクは、いざ再開と

言われてもそう簡単にはいかないところであります。 

自治センターの利用者は、令和７年度の目標値を達成できるのか。課題がある

とすれば何か。２点をお伺いします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは７番 藤井照憲議員７点目、「自治センター

の利用者は」のご質問にお答えをさせていただきます。まず「①自治センター利

用者は、令和７年度の目標値を達成できるのか」につきましてですが、自治セン

ターの利用者は、令和２年度 5 万 2013 人、令和３年度 4 万 5474 人と、令和７

年度の目標 8 万 6900 人を大きく下回っております。しかしながら、令和４年度

に入り利用者の方が少しずつ戻ってきておられるのも事実でございます。令和

３年度上半期でございますが、1 万 9000 人余でありましたが、令和４年度の上

半期では 3 万 4000 人余、半年で 3 万 4000 人まで復活をしている状況でござい

ます。引き続き、目標達成に向け、新型コロナウイルス感染症の感染対策に留意

しながら自治センターと連携し進めてまいります。 

続いて、「②課題があるとすれば何か」についてお答えをいたします。新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響で、この２年余りのブランクによる地域コミュニ

ティ活動に対する意欲の低下が課題と考えております。まずは、コロナ禍前に少

しでも近づけるよう、できるイベントから始め、自治組織間でその情報を共有し

広く周知をしていくことで、町内全体の盛り上げにつながればと考えておると

ころでございます。 

○議長（米重典子） 皆さんにお諮りします。このまま藤井議員の一般質問まで

お昼過ぎますが、続けさせていただいてよろしいでしょうか。 

〔 「異議なし」の声 〕  
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 そのまま続けさせていただきます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 先程の課題のなかに意欲の低下と、こういったところがあ

りますが、この意欲の低下を元に戻す力強い支援が必要と考えております。行政

の牽引策があれば、お考えをお伺いします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えをいたします。やはりこのコロナ禍におきまし

ての３年間、何もイベントができず、そのままで来られたなかで、また改めてま

たイベントを始めようとする、このパワー。こういったものがかなり厳しいとい

うご意見は先程ご答弁させていただきましたが、各地域から寄せられていると

ころでございます。またそうしたなかでこの３年間で役員の方等もいろいろと

ご苦労されてこられたなかで、併せて若い方の人材育成というものが大きな課

題となってきたのではないかというふうに考えておるところでございます。町

としてできることは何かというご質問でございますが、やはりこれは地域の課

題、そういったものにしっかりと耳を傾けて、その課題に寄り添って、いろいろ

とイベント等に向けての準備等町として手助けできるところがあれば、しっか

りとそういったところに働きかけをしてまいりたいというふうに考えていると

ころでございます。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲）  ほとんどのコミュニティ活動はですね、高齢者が支えて

いると言っても過言ではないと思います。このシルバーパワーをどうやって引

き出すか。これをまちづくりに活かしていただきたいと、このように考える次第

でございます。 

次に協働のまちづくりについて、また、住み慣れた地域の活性化には、協働の

まちづくり活動の基盤となる地域づくりビジョンの共有が大切であると思いま

す。各地域のまちづくりビジョンの周知はできているのでしょうか。またコロナ

禍を受けて見直しが必要と思いますが、取組みはどうなのかお伺いします。 
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○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） ７番 藤井照憲議員、８点目でございます。「協働の

まちづくり活動の基盤は」についてお答えをいたします。 

議員ご指摘のとおり、町といたしましても、地域の指針となる地域づくりビジ

ョンは地域の活性化に大切なものであり、ビジョンを共有し地域一丸となって

進めていくことが重要であると考えております。周知につきましては、各自治組

織におかれまして８つの自治会が全戸配布済で、その他の自治会は役員会内で

の周知、もしくは周知できていないという状況でございます。引き続き地域内で

のビジョンの共有を図るようお願いをしているところでございます。 

また、コロナ禍を受けての見直しにつきましては、各自治組織によりビジョン

の策定時期も計画期間も違うことから、各自治組織の判断で必要に応じ見直し

時期を検討いただいているところでございます。 

○７番（藤井照憲） 議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） もう少し深堀りしてみたいと思います。各地域ではですね、

「地域づくりビジョン」を基に地域の活性化を進めておられると思います。作成

済みの自治組織では、全戸配布と共に、基本目標の周知が行われているようです

が、現実問題として、事業実施を進めようにも組織の役員へのなり手不足や参加

者の超高齢化が課題になっているものと考えます。 

高齢になっても元気で頑張っておられる役員さんを行政が支え、一緒に地域

づくりを進めないと、熱心な役員さんがやめられると、次になり手が居ないこと

になります。 

 自治活動の自主性を尊重されるのも決して悪いことではございませんが、人

口減少や過疎化と高齢化の現実に目を向けた行政の指導や助言がもっとあって

もよいのではないかと思います。地域づくりを一緒にやるべきと思います。お考

えをお伺いします。 

○議長（米重典子） 残り 1 分です。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 
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○企画課長（升行真路） お答えいたします。ご指摘いただきましたように、そ

の地域によりましては高齢の方が多く、役員の方も高齢者の方でされていると

いう地域も多々あるというふうに認識はしております。町としても地域の役員

の方を人選していく、また若い方にやってもらいたいという思いもしっかりと

受け止めているところでございますが、やはり行政としてできるところという

のは人選には立ち入られませんが、人材を育成していくという面、そういった点

ではやはりそういったリーダーシップの研修会、人材を育成する研修会であっ

たり、そういったものを率先的に紹介や、町のほうでできることであれば、やっ

ていこうというふうに考えております。できるだけですね、こういった講演会等

の情報等も周知をさせていただいておりますが、リーダーシップ、今後リーダー

となっていただける方の育成というのは議員ご指摘いただきましたように、今

後重要な課題であると認識をしておりますので、行政としてできる範囲はしっ

かりとですね、サポートしてまいりたいと考えているところでございます。 

○７番（藤井照憲） はい、議長。 

○議長（米重典子） ７番 藤井照憲議員。 

○７番（藤井照憲） 「地域づくり」にはですね、ご答弁のように、情熱のある

人材が欠かせないわけでございます。この人材づくりに要請を待つのではなく、

行政の力を必要としているんです。人材づくりへのご協力をお願いいたしまし

て、この一般質問を終わりたいと思います。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。ご指摘いただきましたように、そ

の地域の声をしっかり受け止めてですね、行政としてしっかりとサポートして

まいりたいと考えております。 

○議長（米重典子） 以上で、7 番 藤井照憲議員 の一般質問を終わりま

す。 

 ここで昼休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

 

休  憩  １２時０３分 

再  開  １３時００分 
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○議長（米重典子） 休憩を閉じて会議を再開いたします、 

 ここでケーブルテレビをご覧の皆様へお知らせいたします。 

 現在、機械の不具合により発言者の名前が表示できなくなっておりますの

で、ご了承願います。 

 それでは休憩前引き続き一般質問を行います。 

次に「町道維持管理の考えは」 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） はい、10 番。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 通告に基づきまして一般質問をさせていただきます。 

私は２項目について質問いたしますが、その第１項目目「町道維持管理の考え

は」という内容で質問させていただきます。 

世羅町も全国的な少子高齢化の状況になっています。特に団塊の世代の高齢

化に伴い高齢化率は本年 10 月末には 42.4％、周辺地域では 50％近くになって

おります。病院の通院や買い物など町道の適切な維持管理は、交通手段の必要

最小条件となっております。 

 県道については、路線委託を建設業者に行い、大規模な草刈り、側溝の清掃

など交通警備員を配置し対応しておりますが、町道においては建設業者に委託

する方法と、集落の申請などによる町道草刈り作業交付金事業を活用した草刈

により維持管理がされております。 

 このような状況の中、世羅町の街中地域では法面はコンクリートブロックや

コンクリートなどの構造物で施工されているところが多く、草刈りなどの必要

とされないところが多くありますが、周辺集落では土羽の法面、切土法面が多

く町が取組まない町道は集落の善意に委ねた町道草刈り作業交付金事業を活用

した草刈に取組まざるを得ない状況にあります。 

 周辺地域ではご多分に漏れず、高齢化は町の高齢化率よりも先程申し上げま

したが、周辺地域はかなり高く、年々取り組みが難しくなりつつあります。 

 このような状況の中、次の項目について今後の町道維持管理の方向と考え方

を伺います。 

 まず１点目に令和４年度の町道草刈り作業交付金事業を活用した草刈申請は
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116 団体、384 路線、総延長 497 ㎞余、予算必要予定額 662 万 6000 円と伺って

おりますが、今後草刈りを含めた町道管理の方向と見通しの考えをお聞かせく

ださい。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 10 番 久保正道議員の「町道維持管理の考え」について

のご質問にお答えさせていただきます。議員おっしゃられますように、町道管理、

また町道にかかわらず、農道であったり、林道であったり、管理についてはです

ね、町民の皆様方に日頃草刈り清掃などの活動に多大なるご理解とご協力をい

ただいていることに、この場を借りてお礼を申し上げます。こういった管理がな

されないと大きな災害につながることとなろうかと思います。 

１点目にご質問いただきました「町道の管理の方向と見通しの考えは」につい

てでございます。 

町道は国県道などの幹線道路に連結して地域を結び、日常生活や産業を支え

る最も身近なインフラでございます。この町道の維持管理の中で日常的に必要

な草刈りや側溝清掃につきましては、地域の皆様のご協力により、良好な環境が

保たれているものと認識しております。 

現在、町道の総延長約 835 ㎞のうち約 498km において、町道草刈作業交付金

をご活用いただいております。団体数や草刈り作業延長は年々僅かながら増加

していることから、この取り組みによる支援を継続していきたいと考えており

ます。 

また、議員ご指摘のように地域の担い手不足により維持管理の継続が年々難

しくなっていることも認識しているところでございます。町といたしましては、

地域への支援を継続するとともに、道路改良や維持工事においては、防草対策を

含めた形での日常の管理が容易な構造となるよう可能な範囲において配慮して

まいりたいと考えております。 

 この後のご質問でも要綱等の見直しについても提案いただくようになってご

ざいます。そういった面についてもいろいろと配慮が行えるように努力してま

いります。 

○10 番（久保正道） 議長。 
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○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 町長答弁では地域への支援を継続するという答弁があり

ました。また、道路改良や維持工事において防草対策を含めた日常の管理が容易

な構造となるよう可能な範囲において配慮するとの答弁ですが、道路改良事業

は新設改良の際に構造設計の中で取組みをされておられると思いますが、維持

管理において推進するにあたりその構造計画、年次ごとの取組み、予算規模、完

成に向けた目標年次の考えはいかがですか。 

○建設課長（福本宏道） 議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） それでは道路改良におけます目標年次の考え方につい

てお答えいたします。道路改良につきましては、過疎地域自立発展計画、道路整

備計画に基づいて、年々実施しているわけでございます。完了年度というものに

つきましては用地の関係とかですね、予算の状況によってなかなか見通しがつ

かない状況でございますけども、緊急性やですね、安全性、こういったものを考

慮するなかで、早期完了に向けて着実に実施しているところでございます。 

○10 番（久保正道） はい、議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 課長答弁で財政状況のことも勘案してという内容でござ

いましたが、時間がかかればですね、なかなかそういう対応ができなくなる。地

域ができなくなるということでございます。維持管理が地域でどのくらいの今

後将来にわたってできるかどうかというのは不透明でありますが、可能な限り

地域住民の方のご協力をいただいてね、何とか維持管理ができればよろしいの

かなと思っております。 

 次に町道草刈り作業交付金の実施要綱の見直し、改正の考え方はということ

で、単価の見直しのことでございますが、町道草刈り作業交付金事業実施要綱の

第 12 条 1 項においては、現実にいろいろ定めてありますが、100ｍの延長で 1,000

円ということの単価が示されております。この単価はですね、非常に安いという、

実際に地域の人が実施する上で非常にｍあたり１円ですよ。業者へ委託すれば

ですね、その 20 倍、30 倍、あるいは 50 倍、現場管理費も、一般管理費も、そ

れから交通警備員も含めた委託をされると思うんですが、非常に高くついてお
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るわけですが、地元にまかせた草刈りの交付金ではですね、ｍ１円ですよ。こう

いうことでは実際に地域の人がやろうかという気に本当になれるか。そこを考

えていただきたい。このように思いますが、どうでしょうか。 

○建設課長（福本宏道） 議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） この草刈作業交付金事業につきましては、平成 24 年

度に創設した事業でございます。その目的としましては町道の通行の安全確保、

清掃美化活動の活性化、その機能維持を図ることとしておりまして、予算の範囲

内でですね、地域の方に活動いただけるように少しでも補助したいという考え

のものでございます。通常の業者へ委託する場合の委託料と比べまして大変少

額ではございますけども、なんとかこの補助事業を活用していただいてですね、

今後も地域の活動は継続していただけるようにと思っております。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 先程申し上げましたようにですね、非常に単価が安いと

いうことですよ。これをですね、見直しをされないと、実際に地域住民の費用を

使って補助金交付の金ではですね、対応できない状況が出てきているというこ

とも認識していただきたいと、このように思うわけです。 

 それからこのような状況でですね、その内容を言いますとですね、草刈り延長

の 100m 未満を切り捨てるということがありますが、なぜ切り捨てるのか。業者

委託では実数値で委託をされると思うんですが、地域へ草刈り作業を申請した

際にですね、申請をする際にはやはり町道においてはたとえば 1,580ｍという路

線の延長があるわけですが、それを実際にやってもですね、1,500ｍで打ち切る

というような考え方はどうも理論上成り立たないと思うんですが。だから切り

捨てるという考え方も見直しをして、払拭してですね、実数値に直す。この考え

に改正をされたいと思うんですがいかがでしょうか。 

 

○建設課長（福本宏道） 議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） それではお答えします。先程のですね、単価の見直し
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はの部分を充足した形で答弁させていただきます。 

 燃料費高騰による単価見直しについてでございますが、町道草刈り作業交付

金は、平成 24 年度に創設して 10 年が経過しております。この間単価の改定は

行っていないところでございますが、燃料費高騰など最近の物価上昇への対応

や地域活動の更なる支援のため、単価の見直しを含めた制度改正の検討に着手

したところでございます。 

草刈り作業延長につきましては、町道草刈り作業交付金の交付額は、草刈り作

業延長に作業単価を掛けて算出することとなっております。この草刈り作業延

長は 100ｍ単位といたしておりまして、100ｍ未満は切り捨てることとしており

ます。これにつきましては、草刈り作業延長の測定など申請にかかる事務が煩雑

にならないように配慮したものでございます。 

町といたしましては、100ｍ未満の作業に対する交付金の交付につきましても、

地域活動の支援に繋がるよう、今行っております制度の見直しに向けた検討の

中でですね、しっかり検討を進めてまいります。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 先程から質問しているわけですが、単価の見直しについ

てですが、日本においては円安の影響、新型コロナウイルス感染症、あるいはロ

シアのウクライナ侵攻の影響により、燃油価格がかなり値上がりをしてきてお

ります。今までの例を挙げますと、３年前には草刈りは混合オイルでやるわけで

すが、1ℓあたり 180 円位でありましたが、現在では 220 円。ℓあたり 40 円位は

値上がりしとるわけです。これについてですね、実際に先程から申し上げており

ますが、草刈り作業をするにあたって、地域の住民の負担が増えてきておる。こ

のことも十分考慮してですね、単価の見直し、要綱の見直しをされる場合にです

ね、しっかりと検討検証しながらですね、現実に即した対応をお願いするもので

あります。そういったことがありますが、そういったことを配慮されますか、ど

うですか。 

○建設課長（福本宏道） 議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） それではお答えいたします。最近のですね、燃料費高
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騰については十分に把握しているところでありまして、この燃料高騰によりま

して地域の皆様の活動にですね、たいへんな支障が出ているというふうに考え

ております。こういったなかでですね、現在、この制度の見直しを進めているわ

けでございますが、燃料単価の高騰をはじめですね、ほかの物価の上昇について

もしっかり考慮した上で、他市町の状況もですね、補助体制の状況も確認するな

かでしっかり検討を進めてまいりたいというふうに考えております。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） それじゃあイの部分の質問に移ります。２回目の草刈り

単価を何故１回目の半額にするのかということであります。これについてのご

答弁をお願いします。 

○建設課長（福本宏道） 議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） それでは「イ．２回目の草刈り単価を何故１回目の半

額にするのか」についてのご質問にお答えいたします。 

町道草刈り作業交付金の単価は、年１回の草刈り作業を実施された団体に 100

ｍあたり 1,000 円を、年２回以上の草刈り作業を実施された団体に 100ｍあたり

1,500 円を交付することとしております。本補助金制度は年１回の草刈り作業を

基準としておりますが、団体によりましては年に複数回ご活動いただいている

団体もございます。町としましては、こうした団体に少しでも支援をさせていた

だくため、年２回以上の草刈り作業に対し、交付金を加算させていただいている

ところでございます。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 先程述べましたように、燃料高騰のなか、町道の草刈り

を本来は町が取組むべき課題を地域住民の善意に委ね、町が依存した方法によ

り成り立っている制度と、取組みを委ねていることは否定できないと思います。 

２回以上の取組みに対して、１回目と併せて 100ｍあたり 500 円加算し、1,500

円としていると答弁をされましたが、これは２回目を 1,500 円にするのではな

くて、２回目は 500 円ですよいうことであります。なぜ、２回目を 500 円にする
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のか。同等ならまだしもですね、２回目は１回目がｍあたり１円、２回めが 50

銭。こういう制度はですね、到底納得できるものではありません。２回目をなぜ

しなければならないかということでありますが、１回目は７月くらいまでに春

先から伸びた草を刈り取る。それから２回目はですね、７月以降、11 月くらい

までに伸びた草を刈り取ってですね、年末年始に向け、あるいは春までに刈払い

と刈払いをした草木の除去、こういったこともありますし、秋は落ち葉の落葉に

よって側溝に落ち葉がたくさん落ちてですね、排水を妨げている状況がある。こ

れによって町道の法面を流したりですね、あるいは災害の誘発をするというこ

とを防ぐという意味で地域住民は側溝の掃除もしようということでやっている

わけでありますが、これをですね、１回目の半額にするというのはどうしても納

得ができない。むしろ 1 回目は 1,500 円、２回目はですね、割増しをして 1,500

円あるいは 2,000 円にするから、どうか年２回草刈りしてくださいというふう

に奨励していくのが町のやるべきことではないでしょうか。このことをですね、

しっかりとされてですね、限界集落を防ぐ。それから若い人が定住をする気にな

る。この地域を作るためにもですね、町の姿勢、考え方を表していただきたい。

そのように思うわけですが、町長、いかがでしょうか。 

○議長（米重典子） 久保議員、その前によろしいでしょうか。先程来 100ｍあ

たり 1,000 円という単価になっておりますので、１ｍあたりは 1 円ではなくて、

10 円になろうかと思います。細かいことですが、ということです。 

○10 番（久保正道） はい、はい、ごめんなさい。 

○議長（米重典子） 今のことに対して答弁。 

○建設課長（福本宏道） はい、議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） それではお答えします。２回目の単価が１回目に比べ

て半額になっている点についてお答えいたします。先程も答弁しましたとおり、

現在の制度のなかではですね、年１回と。こちらをベースにして補助の単価を算

出しております。しかしながらですね、今現在、この制度について見直しに着手

したところでございます。県内の他市町の状況やですね、議員ご指摘のような今

後の担い手がいなくなって限界集落にならないためにもですね、更なる支援に

つながるようしっかり見直しのなかで検討を進めてまいります。 
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○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 私がちょっと計算まちがいしておりました。申し訳あり

ません。次にですね、３項目目の町道草刈り作業交付金事業実施要綱を定め普及

推進協力をお願いしている中、何故上限額 15 万円とするのか。このことをお尋

ねします。 

○建設課長（福本宏道） はい、議長。 

○議長（米重典子） 建設課長。 

○建設課長（福本宏道） ３点目の「何故上限額を 15 万円にするのか」につい

てのご質問にお答えいたします。 

町道草刈作業交付金の創設にあたり、限られた予算の中で、より多くの地域の

皆様にこの交付金をご活用いただくため、作業延長 10km の草刈作業を年２回以

上実施した場合の交付額であります 15 万円を上限額として当時設定したもので

ございます。町といたしましては、上限額の設定につきましても、地域活動を継

続していただくための支援となるよう、制度の見直しに向けた検討をしっかり

進めてまいります。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 上限額の見直しも考えると、検討するということであり

ますから、これは予算額全体がいくらになるからということでなくて、地域をよ

くして、生活環境、あるいは若い人が定住しやすいように、それから緊急自動車、

高齢者が多いわけですから、緊急自動車がスムーズに集落へ入れるような環境

を作るという、そういう考えのもとで要綱の改正検討をしていただくようにお

願いしてこの項の質問を終わります。 

○町長（奥田正和） はい。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 先程来町道の管理についてご質問いただきまして、いろい

ろご提案いただきました。平成 24 年の創設時においてはですね、これまで町か

らのこういった補助金は全くの０でございました。どちらかというと、ごみを拾

ったりですね、地域の環境づくりをしようということで公衆衛生協議会が中心
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になってさまざまな活動いただいていたという状況。併せて地域でですね、自分

達の住む地域の環境を整えようということで草刈り、また支障木の伐採であっ

たり、先程来ありました落ち葉等の水路、用水等にかかわるというようなことも

あります。それができていた時代がありました。しかし現状ではそういうなかな

か地域においても若者もいない。草刈り機さえ持つ人間もいないという状況も

お聞かせいただく地域もございます。それだけではなく、ボランティア的に年２

回と言わずですね、日頃からきれいにしていただいているところもございまし

て、地域でもそれぞれの差が出てきている状況も見てとれるところがございま

す。町としてですね、こういった管理についてはですね、先程来申し上げました

が、大きな災害に繫がったり交通事故等々に繫がらないような取組みが必要と

考えております。新たに要綱の見直しをさせていただくなかでですね、そういっ

た取組みができることと併せて、先般あるところでちょっとお話しがあったん

ですが、担い手がですね、そういうチームを作って、地域を応援にいくような、

たとえば畦の草刈りひとつとってもですね、できない地域があるということで、

そういった若い世代がですね、そういう応援団を作ってはどうかというような

声が出ているというふうにもお聞かせいただきました。このことが地域へ入ら

れて、そういった交付金を活用するなかで、地域としてそういった方々を利用す

る。シルバー人材センターではよくやっていただいている作業等もありますけ

れども、そういった草刈り作業に困っている地域を助けてはどうかというよう

な声もあるというふうにもお聞かせいただいたので、そういう仕組みができれ

ばですね、また違った形でですね、その地域がよくなっていくのではないかとい

うふうに思っているところでございます。何よりも今回はですね、このご提案を

基にさまざまに内部でも検討して次年度予算に組み立てていけるように検討し

てまいりたいと思います。 

 

○議長（米重典子） 次に 「家事・育児ヘルパー派遣事業の取組みは」10 番 

久保正道議員 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） ２項目目として「家事・育児ヘルパー派遣事業の取組み
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は」ということでございます。 

令和４年３月議会の一般質問で、その当時厚生労働省の考えとしてできるだ

け早い令和４年度に制度新設を目指している、家事・育児ヘルパー派遣事業の取

組みを質問し早期対応を求めたところですが、その後の取組みと対応はどの様

になっているのでしょうか。 

３月にも申し上げましたが、日本国内の人口は年々減少傾向にあり、県内に

おいては５年前と比較して 4 万 4288 人の減少、世羅町においては 1,212 人が

減少している現状であり、広島県は転入より転出が多く全国的にワーストの高

いランクに位置づけられていると言われております。世羅町もその例に同じく

しておりますが、子育て環境の先進的町として評価の高い自治体として、生産

年齢人口をいかに増やしていくか、また確保するかが問われていると思われま

す。 

 世羅町子育てハンドブック（令和３年４月改定）の目標を見ると、「子育て

の基盤となるのは家庭でありそれを取り巻き支えるのが地域です。出産、子育

ての不安や負担をできるだけ軽減し家庭、地域の皆さんが、この世羅町で子育

てをしたい」そんな思いにあふれる町づくりを目指していきます。と町の熱い

考えを盛り込んでありますが、本年４月法律施行後の世羅町の取組みとその後

の経過をお尋ねします。 

まず１点目に家事・育児ヘルパー派遣事業の取組みはどの様にされたのか。ま 

たどの様にされようとしておられるのか伺います。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） それでは久保議員の２問目でございます家事・育児ヘルパ

ー派遣事業の取組みについてのご質問にお答えさせていただきます。１点目に

ございます、「家事・育児ヘルパー派遣事業の取組状況」でございます。 

厚生労働省は、本年６月に成立いたしました「児童福祉法の一部を改正する法

律」による改正後の児童福祉法の令和６年４月からの施行に向けて、令和３年度

第１次補正予算におきまして、「子育て支援対策臨時特例交付金（新たな子育て

家庭支援の基盤を早急に整備していくための支援）」を整備しました。その交付

金事業の一つとして「子育て世帯訪問支援臨時特例事業」がございます。 
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この事業は、家事・育児等に対して不安・負担を抱えながら子育て等を行う家

庭に対し、訪問支援員が居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとと

もに、家事・育児等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待

のリスク等の高まりを防ぐことを目的とされております。 

実施主体は市町村で、社会福祉法人やＮＰＯ法人等に委託が可能で、支援内容

は、家事支援として食事の準備、洗濯、掃除、買い物の代行支援等、育児支援で

は、授乳介助や沐浴介助等がございます。 

本年８月に厚生労働省から事業の詳しい説明が行われ、事業実施要綱及び交

付要綱等が示されたところでございます。 

本町におきましても、子育て世代包括支援センターでの相談支援や関係機関

との連携により、要支援家庭に必要なサービス提供ができ、誰もが安心して子育

てができるよう、早期事業実施に向けて体制整備を図ってまいります。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 本年４月法律施行の予定と厚生労働省が発表していた法

律が本年６月にずれ込んだ。児童福祉法の一部を改正する法律、これにより昨年

から準備されてきた子育て支援対策臨時交付金を整備し、子育て世帯訪問支援

臨時特例事業があると答弁されましたが、この制度を世羅町としていかに活用

し、充実させて、家事育児に悩みを抱え、ＳＯＳを発している育児世代の方に寄

り添うのか。子育て支援ハンドブック令和３年４月改定に追記修正して、広く周

知し、生産年齢人口を確保し、増大を図り、世羅町の子育て世代の人口増加を図

るべきと思いますが、その考えはいかがでしょうか。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） それでは 10 番 久保正道議員からのご質問に

お答えします。現在令和３年度に改定を行いまし子育てハンドブックをですね、

国の方針により一部改定を行いまして、更に改定を行いまして、広くホームペー

ジ、または広報などにより皆さんに広報しまして、子育てに不安を抱えたご家庭

に支援をしたいと考えております。 

○10 番（久保正道） はい、議長。 
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○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 取組みをされるとすれば、時期は何時からどの様な内容 

で進められるのかお伺いします。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） そでれは項目の２番、「取組み時期について、 

いつからどのような内容で進められるのか」についてのご質問にお答えいたし 

ます。 

この事業は令和６年４月から市町村の努力義務となることから、世羅町にお

きましては、いち早く子育て支援対策臨時特例交付金を活用しまして、令和５年

１月から試験的に実施できるよう、本定例会に補正予算としてお諮りしたいと

考えております。 

内容につきましては、妊婦及び 18 歳未満の児童がいる世帯において、養育者

の体調不良等で家事や育児等を行うことに支障がある場合に、ヘルパー等を派

遣し家事や育児の一部を援助することを考えております。 

○10 番（久保正道） はい、議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 今、子育て支援課長の答弁では本定例会に提案し、議決

をされた場合に取組むということでありますが、この制度を待ち望んでおられ

る方がたくさんおられると思うんです。援助の体制づくりに向けて取組んでい

ただきたいと思いますが、この体制づくり、このことはいかがな体制を、いかよ

うな体制をとる予定でしょうか。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） 支援に対する体制にについてお答えをいたしま

す。今議会に 12 月補正として提案をさせていただく予定としましては、１月か

ら３月まで１か月に４回程度利用をされるものと試算をしまして、３月末まで

12 回の予定で補正予算を計上いたしております。現在養育支援訪問として既に

ご家庭を訪問して支援を行っている事業がございますので、そちらのご利用を

されているご家庭の方が１家庭から２家庭ございます。引き続いてこの事業を
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利用されるものと見込んでおりますので、３月末まで３か月間で 12 回の支援を

できるものと考えて補正を提案しているものでございます。 

○10 番（久保正道） 議長。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 本年の第２回の定例議会において一般質問しましたが、

若い人がふるさとへ帰って就労する場を作られたらどうですかと、平たく言え

ば工業団地あるいは工場誘致をされてはどうですかということをお尋ねしたん

ですが、町長は工業団地は造らないというふうに明言されました。若い人がです

ね、ふるさと回帰、あるいはＪターン、Ｕターンをして、この世羅の町で子育て

環境が非常に広島県の中でもすばらしいんだというイメージを持っていただけ

ればですね、世羅へ住んで、世羅から他の市町へ働きに行きながらでも世羅で子

育てをしようということになると生産年齢人口が増えるわけですよね。そうす

ると町にも活気が取り戻せるという効果もあるように思われます。このような

ひとつの子育て環境で世羅町が活性化するという方法について一考をしていた

だければと思いますが町長のお考えはどうでしょうか。 

○町長（奥田正和） はい。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 令和４年第２回の定例会においての施策について続けてご

質問いただいたなかで、工業団地を造らないというよりも工業団地を造るだけ

の、それだけの費用をかけてやればですね、それが町にとってそれが負担が少な

くて済むのかという部分においては、かなり大きな投資が必要になります。これ

は現状では町の持っているポテンシャルからは厳しい部分がございます。今、企

業誘致という部分においてはですね、さまざまにいろいろと農外企業も含めて

ですね、いろいろお話はあるわけでございまして、その土地という部分とキャパ

と入ってくる事業者の方とのマッチングきちっと必要であろうと思います。そ

ういったところの観点からすぐにはできないと発言させていただいております。

それとやはり夜の人口増やすというか、お住まいいただくといったところがで

すね、子育て環境としっかり繫がっていくものと思いますので、そういった流れ

をしっかり汲みながら、子育てがすばらしい町で、住んで育てて働きに行こうと

いうような形がですね、整う施策が今後必要であろうと思っております。 
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○10 番（久保正道） （挙手） 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 次の項目に入ります。推進にあたり、制度の啓発を行い 

制度活用の効率を図る必要があると思いますが、その方法と手段はどのように 

考えておられますか。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） それでは久保議員ご質問の３点目「制度啓発の

方法と手段は」についてのご質問にお答えいたします。 

 広報やホームページ等で周知を行うとともに、子育て世代包括支援センター

における面談や相談のなかで必要であればお伝えをし、その他子どもに携わる

機関とも連携を図りながら、支援の必要なご家庭に対して利用の推奨を行って

まいります。 

 なお、現在子育て支援課におります職員がですね、専門的な保育士、それから

保健師がおります。経験が豊富な、しかも専門的な適切な支援が、相談を受ける

ことができる職員がおりますので、しっかりと支援を図っていきたいと思って

おります。 

○10 番（久保正道） （挙手） 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 制度を作ったというだけではいけません。活用される人

がどんどん増えるということが好ましいわけでありますが、これを周知をする

という方法のなかで、若い人はＳＮＳとか、ホームページを見たりいろいろな手

段があります。このことによって若い人が目に触れる、それから広島県、あるい

は周辺の県でもトップクラスの支援体制ができているということがあればです

ね、移住してみようかということもですね、可能ではあると思うんです。だから

そういったことも大いに利用してですね、発信をしていただきたいと、このよう

に思うわけですがいかがでしょうか。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） 議員おっしゃいますとおり、広報にあたりまし
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ては現在、企画課が行っておりますラインにおいて世羅町のさまざまな情報発

信をしている状況もあります。こちらも利用してまいりたいと思います。 

○10 番（久保正道） はい。 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） それでは次に項目に入ります。制度導入にあたり財源の

構成と利用者の負担割合はどうなっていますか。これを説明いただきたいと思

います。これはまだ提案前ですから、断定はできないと思うんですが、町の考え

る考え方、そのことを発表していただければと思います。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） それでは４点目の「制度導入にあたり財源の構

成と利用者の負担割合は」についてのご質問にお答えいたします。 

現在国が示していますこの事業については、利用してまいりたいと考えてお

るところでございますが、本事業の財源構成としましては、子育て支援対策臨時

特例交付金（安心こども基金）によりまして事業費の 3/4、75％を国及び県から

交付を受け、1/4、25％が一般財源となる予定でございます。また、世帯の課税

状況によりましては利用者の方が一部負担をしていただくようなことが考えら

れます。 

妊産婦や子育てに困難を抱える世帯への支援強化につながるよう、周知啓発

も含めて早期実現に向けて努めてまいりたいと思います。 

○10 番（久保正道） 

○議長（米重典子） 10 番 久保正道議員。 

○10 番（久保正道） 昨今のテレビニュースを見てみますと、子育て世代の方

が子育てに疲れた、あるいはストレスが溜まったということで子どもの虐待、そ

ういったニュースも流れております。こうしたことにつながらないようにです

ね、きめ細かい対応、それから対策、そのようなことを考えていただいてですね、

世羅町はすばらしい町だと言われるような先進事例を作っていただいて、他の

市町から視察団が訪れるように、そうすればですね、飲食業界も、旅館業界も賑

わうようになるわけですから、そのような好循環が生まれるように取組んでい

ただきたいと思います。このようなことを私が望んでおりまして、この質問を終
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わります。 

○副町長（金廣隆徳） 議長。 

○議長（米重典子） 副町長。 

○副町長（金廣隆徳） 私よりお答えをさせていただきます。10 番 久保議員

からのご質問をさまざまな角度からも子育てについていただいたところでござ

います。このたび子育ての新たな支援としまして担当課よりも答弁をさせてい

ただいたところでございます。児童虐待、外傷的な部分、また育児の放棄、ネグ

レクト等々ですね、形は違えども子どもを取り巻く環境は非常に今、厳しい状態

でございます。そのなかで世羅町として各種の支援策を講ずる中で、試験的にい

ち早く進めてみようかというところをお諮りをさせていただくところでもござ

います。子どもを持たれる親の方々、そして他市町からもまたそれを見られる感

触等もしっかりと推し量りながら、そしてそれを他の市町へも、県内へもしっか

りとＰＲさせていただくなかで、世羅町の子育てというものをしっかりと広報

してまいりたいとも考えるところでございます。ゆくゆくは子育ての充実をも

とに流入人口が生まれ、そして町に輝きが、そして潤いが戻ってくることを願い

ながら施策を展開するとともに、議員ご指摘いただきましたように、外部からの

先進事例として取り扱っていただけるように担当課、また関係課含めまして取

組んでまいりたいと考えております。 

○議長（米重典子） 以上で、 10 番 久保正道議員 の一般質問を終わりま

す。 

 

次に、「これからの自治振興の町の考えは」 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 先の第３回定例会におきましては、人口減から来る空き

家対策について質問しましたが、今回も同様に人口減から来る自治振興の町の

考えはということで質問させていただきます。 

質問の要旨でございます。近年、社会経済情勢の変化に伴い、都市化が進む一方

で地域社会に対する住民の関わり方も希薄化し、自治会に加入しない方もおられる

と聞いております。 
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自治会や振興会の役割は、災害時をはじめ日常生活の中でさまざまな課題、環境

課題、福祉課題、安心・安全課題、防災課題、子どもの育成を、住民相互が行政と

協力連携して地域活性化に努めることではないでしょうか。 

 中でも町内自治会・振興会は町の施策を行っていく上で一番基本となる組織では

ないかと考えているところでございます。 

その組織の現在の大きな悩みは、組織運営や行事開催時に中心となって運営して

いく人材不足ではないかと考えております。 

 また、それぞれの自治会・振興会で実情はさまざまであろうと思いますが、役員

もここ数年間同じ人が順繰りで何らかの役を担っているのが現状であり、その方た

ちも次第に年令を重ね組織運営や行事開催が困難になっているとの声を伺ってい

るところでございます。 

 町の一番先端で活躍すべき自治会・振興会がこれまでのようにはいかない今後を

思う時、大変心配するところでございます。 

今後更に少子高齢社会のなかにあって、益々重要になってくる自治振興会が先や

りを担う新しい人材に窮しているのではないでしょうか。 

 行政と地域住民が共に支え合う町づくりでなければなりませんが、行政が示す施

策を形にしていくための最前線の組織が崩壊すれば大変なことだと危惧しておる

ところでございます。 

 地域社会を取り巻く環境は、少子高齢化の急速な進行、高度情報化の進展、地球

的規模での環境問題の広がりなど、大きく変わってきております。 

住民生活に最も身近な自治会・振興会、更には自治センター、こうした環境の変

化や地域課題に、行政はいち早く対応し、住民福祉の向上を図っていく重要な役割

が期待されております。 

 今回の質問では、行政が住民の声を聞き今後の自治振興のあり方を進められるの

かお伺いいたします。 

まず 1 点目として町への転入時に窓口では自治会加入の説明はされておられるの

か、伺います。 

○町長（奥田正和） 議長。   

○議長（米重典子） 町長。   

○町長（奥田正和） 山田睦浩議員の「これからの自治振興の町の考え」につい
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てのご質問にお答えをさせていただきます。 

まず冒頭議員から申されましたように地域の自治会、振興会の役割というの

は大いに町の発展に寄与いただいておりますし、やはり地域をまとめあげるリ

ーダーの存在がですね、地域には宝として必要だと思っております。少し昔を振

り返りますと、20 数年前はこういった自治振興のあり方について、私も教育委

員会関係で社会教育の中でですね、視察をしに行った覚えがあります。そういっ

た現場の声はですね、そういった集会施設を中心に地域自治というものをいち

早く始められた所だったと思います。その時期にはですね、そこの地域ではです

ね、高齢者１人世帯であろうと、大きな家族、大家族世帯であろうと 1 軒あたり

5,000 円というそういった振興費を集金されて運営されておりました。大きな事

業はそんなにできませんけれども、地域づくりとしてさまざまな意見を集約し

ながらできる時代であったというふうに考えておりますが、それ以後、町でも自

治振興をひとつ、地方創生の施策の中で考えていく中でですね、公民館からひと

つ法律を変えてですね、自治振興、企画部門に生涯学習を移してきた時代でござ

いました。なかなかその時代からまた 20 年経過してきました。約 20 年近くで

すね、なってくるとですね、また様変わりがしてきています。その時代、その時

代でですね、やはりさまざまな政策展開、また地域のあり方等ともですね、いろ

いろ様変わりする中で、町としてもどういう支援が必要なのか、またどういった

起爆剤が必要なのか考えていく必要があろうかと思います。 

今回お尋ねのまず第１問目でございます。町への転入時に窓口では自治会加 

入の説明をしているのかというご質問でございますが、転入に伴い必要となる

手続きを一覧表にしたものを、転入の手続き時に転入された方にお渡しをさせ

ていただいているところでございます。 

 その際、「振興会加入のススメ」というチラシも併せて配布をさせていただい

ております。 

 また、町がやっております空き家バンク制度を利用し転入される方につきま

しては、自治会・振興会の活動を紹介するとともに地域活動への積極的な参加を

お願いしているところでございます。これは強制はできないものでございます

けれども、定住支援員、また協力隊員と共に地域の方へ紹介をさせていただいて

おります。現在ではコロナ禍で集会等集まる機会が減少しておりますけれども、
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引き続きスムーズに地域へ入っていただけるよう推進してまいりたいと考えて

いるところでございます。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 当然、自治会、振興会への加入の強制はできないという

のは重々理解しておるつもりではございますが、まず一番に来られるところは

窓口であって、行政の窓口であって、そこで強制はできないにしても誘導という

のはできるのではないかと思っておりますので、しっかり自治会振興会に加入

していただけるような説明をしていただきたいなと思います。そのなかで定住

支援員について、詳しく業務内容等についてお聞かせください。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） 11 番 山田睦浩議員のご質問にお答えいたします。

現在、空き家バンク制度の事業をですね、議員からご指摘ありました定住支援員

の方、またこの 12 月で、もうそろそろ満期が来られる方なんですが、地域おこ

し協力隊の方、この２名でですね、空き家バンク制度について推進をしてきてい

ただいております。この方の役割というご質問でございましたが、この定住支援

員の方につきましては多岐にわたって業務をいただいておりまして、特に空き

家バンク制度の相談であったり、登録、窓口、また後の質問にも少し絡んでまい

りますが、地域に出ていただいてですね、その地域における空き家バンクの掘り

起し、これに関する、俗に言う終活ですね、その地域の方が今後もし誰もいなく

なってその空き家をどうやってやっていけばいいかということ。そういったこ

とも担っていただいているところでございます。この支援の役割というのは多

岐に亘っておりますが、この地域づくりの今回のご質問等にもかなり業務に携

わっていただいているところでございます。 

○11 番（山田睦浩） 議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 今回の質問、１番から私としてはすべて関連してずっと

いくので、一番に加入してもらうことが大前提で目的なのかなと思いますので、

引き続き説明の際はよろしくお願いしたいと思います。 
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 続きまして２番でございます。今回この一般質問、先の空き家対策の質問と同

じように複数の住民の方からこのことについてご相談等がありまして、非常に

深刻な話され方をされて、それを受けて今回一般質問させていただいたんです

が、特にここから、２番から６番までは多くの住民の方のご意見を拝聴する中で

質問させていただきますので、よろしくお願いします。 

自治会・振興会に加入していない住民は何割なのでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは 11 番 山田睦浩議員の（２）のご質問でご

ざいます。２点目の「自治会・振興会に加入していない住民は何割なのか」につ

いてお答えをさせていただきます。 

令和４年４月時点の各自治組織のいわゆる中組織であります地域自治活動助

成事業地区一覧より加入世帯数を抜粋し、各地域の全世帯数より算出をいたし

ました組織率の割合の平均はおよそ 68％でございます。加入していない割合は

世帯ベースでおよそ 32％でございますが、伊尾・小谷地区におきましては、自

治会の中組織がございませんので、最後に確認ができている令和２年度の数値

を用いて算出をさせていただいております。組織加入の低い地域でございます

が、やはりこれは中心部が組織の加入率が低くございまして、甲山、大田、小国

地区で組織への加入率が 50％台と低い状況にあり５割弱の住民の方が未加入と

なっている状況でございます。 

○11 番（山田睦浩） 議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 答弁でありましたように、旧町で言うたら、ほぼ旧町の

中心部分が非常に加入率が低いという答弁でございますが、これは担当課とさ

れましては、なぜそこまで低いのか、またどのような世帯の方が加入されてない

のでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えをいたします。やはり検証するところによりま

すと、出入りの激しいところ、いわゆる民間のアパート等が組織を持たれてない
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というところがございますので、そういったところの関係で町なかエリア、旧甲

山、旧世羅の町なか、または小国地域が多くなっているものというふうに推測を

しております。 

現在昨今ですと、老々世帯でどうしても組のお付き合いができないといった

ような世帯もございますので、こういった方々におかれましても、現在は組に加

入をされておらず、配布物等も企画のほうから直接郵送などさせていただいて

いるという状況にございます。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 先程の答弁の中で老々世帯の方が組からはずれるという

ような、私の身近でそういうところがあるんですが、そうならないようにするこ

とは恐らく不可能なのかなと思うんですが、特に若い人達が加入していただけ

るようないろんなことを施策として今後取組んでいただければなというふうに

思っておりますのでよろしくお願いします。 

続きまして３番に入ります。これこの３番ですが、今年議会報告会を開催いたし

まして、ある地区の議会報告会の中で住民の方からこうした質問をいただいたもの

を今回質問させていただきます。 

（３）広報誌等、町からの配布物を郵送している世帯数及びそれに係る郵送料の

支出金額についてお尋ねいたします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。この（３）の答弁の前の先程のご質

問なんですけれども、やはり若い方が地元に帰って来られて、1 戸建ての住宅など

を建てられた場合にはその組に加入されるというケースもございますので、一概に

この中心部でも組に入られないということではないんですが、やはりアパート等ど

うしても出入りの激しい物件等に入られた場合には組の加入ができてないという

のが現状でございまして、こういったところも課題であるというふうに認識してお

ります。 

それでは（３）でございます。「広報誌等、町からの配布物を郵送している世

帯数及びそれに係る郵送料の支出金額は」についてお答えします。 
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広報誌等を個人送りで郵送している町内世帯数は、令和３年度末時点で 543 世

帯であり、その郵送に係る費用につきましては、令和３年度で約 58 万円となっ

ております。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） この 58 万円が多いとみるのか、少ないとみるのか。その

方から聞いたときにはやはり公平公正を保ってほしいということでありました。

このことにつきまして、この 58 万円は多いとみるのか、少ないとみるのか。ど

うでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えをいたします。多いか少ないかで判断をすれば、

削減という意味で考えれば、やはり先程山田議員のほうからもご指摘ありまし

たように組に加入をしていただいて、その組の行事に一緒に参加をしていただ

くということがやはりこの経費を少しでも削減していくということでございま

すが、やはり単身世帯でありましたり、若い方が 1 人で住まわれているなどの

世帯等もございます。また併せてですね、先程も申しました配布組織で配布がで

きなくなった集落組織がございます。ですから組の中でも、組はもともと存在は

しておりましたが、その組でもう活動ができないという状況になっている方々、

高齢な 1 人暮らし、また高齢者のご夫婦で住まわれている世帯、こういった方

もこの 543 世帯に含まれてますので、一概に多いかと言えば何とも言えない状

況ではないかと思います。ご指摘いただきますように、やはり加入をしていただ

ければここが減ってくるという状況でございますので、この辺につきましては

増減がある程度はあるのかなというふうに感じております。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） この 543 世帯、ちょっと多いと思うんですよね。その方

も多いんじゃないかというふうなことを心配されて議会報告会のときに質問い

ただいたのかなと思っておるんですが、これからずっと 543 世帯は増えてくる

んではないかなというふうに予測されるところでございますが、これを郵送を
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違う形にできるかなというのをそのときには私も回答はできなかったんですが、

町としてもここの数字を、世帯数と金額を減らすこと考えていただきたいと思

います。 

 それでは次に移ります。（４）地域活動の担い手として大きな役割を果たしてき

た自治会・振興会も加速する人口減を見据えた活動のあり方を考える時期に来てい

るのではないでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは 11 番 山田睦浩議員の４点目でございます。

「自治会・振興会も加速する人口減を見据えた活動のあり方を考える時期に来

ているのではないか」についてお答えをいたします。 

議員ご指摘のとおり、人口減少によりまして、今後、自治会や振興会の活動の

あり方を地域と共に考えていかなければならない時期は来るものと考えており

ます。しかしながら、町といたしましては、まずは地域の実情を把握し、地域か

ら何が求められているのか、地域の存続のために何をすべきかといった声に寄

り添うことが大切であると考えております。行政主導も重要であるとは考えま

すが、まずはその地域の課題、地域の声というものをしっかりと行政側が認識を

させていただくことが重要ではないかと考えているところでございます。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 答弁の中で地域と振興会の活動のあり方、地域と共に考

えなければならない時期が来るものと考えていると。もう来ているのではない

かなというふうに思うんですよ。サイレントマジョリティ、声なき多数派、声な

き声、しっかり聞いていただきたいなと思います。 

その中で合併時、平成 16 年ですか。18 年前、そのときの人口が 1 万 9748 人。

18 年、時が経ちまして、令和４年、今 1 万 5197 人、マイナスの 4,551 人でござ

います。世帯数はあんまり減ってないんですよね。約９世帯くらいしか減ってな

いんです。 

 自治センター設置されたのが、平成 20 年に条例ができて、順次平成 22 年か

ら 24 年にかけて自治センターになっていったということでございますが、その
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とき自治センター設置の条例ができたときが、1 万 8743 人。それから 18 年経ち

まして、マイナスの 3,546 人減っております。これから先も 18 年で年平均にし

ますと約 250 人ずつくらい減少しておるような数字上の上で言えばそうなって

きておるんですが、これから今日の午前中の他の議員さんの質問でも同様にあ

ったと思いますが、その中で財政課長の答弁の中で公共施設等管理計画云々と

いうことがありましたが、これからその時期がもう既にこれからではなく、もう

来ているのかなというふうに思います。ここもある地域の方が３年ぶりに行事

を再開した。３年、年とっとる皆。すごくしんどかったと。顔ぶれは同じだとい

うふうなことを言われて、もうこのままじゃできんなと。議会としても考えてほ

しいというようなことをわざわざお出でいただいてお話しくださいました。自

治振興に関わることは、担当を所掌されるのは企画課だと思いますが、企画だけ

ではなく、町としてそういう時期が来ているんだというようなことを住民の方

が痛感されている状況がありますので、そこら辺もしっかりと考えていただき

たいと思います。いかがでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。今まさに山田議員がご指摘いただ

いたとおりでございまして、午前中の答弁でも少しさせていただきましたが、や

はり地域自治会のなかでもイベント等やる、また復活をさせるパワー、また同じ

方々が役員を担っておられるという切実な話もいろいろな自治センターでもお

伺いをするところでございます。そうしたなかで、どういった方向性に導びいて

いけばいいのかということ。これは施策の中でもいろいろお話出ておりますが、

子育て世帯をしっかりと受け入れていくであったり、企画で持っております空

き家バンク制度をしっかりと充実をさせていくなど、そういったところもござ

いますが、地域に人を呼びこむ、交流人口の増加というのもひとつ大事な点では

ないかなというふうに考えております。こうしたところで地域の魅力をしっか

り発信していただくことで、その地域がまた賑わいを取り戻すというようなこ

ともございますので、そういったところにもしっかりとできることを町として

しっかりとお手伝いさせていただければと考えております。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 



85 

 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） これから、毎月行っておられるんだと思うんですが、セ

ンター長会議等でしっかり声を聞いていただいて、担当課としてしっかりとし

た施策が展開できるようにお願いしたいと思います。 

次に移ります。（５）コロナ禍で行事を再開される上での課題等についてがあり

ましたらお聞かせください。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは 11 番 山田睦浩議員の５点目でございます。

「コロナ禍で行事を再開される上での課題等は」についてお答えをいたします。

これは午前中の答弁とも少し重複をいたしますが、２年余り、コロナが始まって

３年でございますが、２年余のブランクにより、地域のコミュニティ活動という

ものに対する意欲の低下が課題というふうに考えております。これは先程から

も申し上げましたが、今までやっていた行事を復活させるというパワー、またそ

れを担っていく役員の方の人材という面でございます。まずは活動を少しでも

コロナ前に近づけることを最優先に進めてもらえるよう、町としてもしっかり

と支援をしてまいりたいというふうに考えております。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） 最後の町としても支援をしてまいりますとありましたが、

どのような支援を考えておられますか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。、 

○企画課長（升行真路） お答えをいたします。町としてできる支援というのは

ですね、行事の復活のお手伝いというわけにはなかなかいきませんので、そうい

った地域によってのサポートということで、具体的にはどういったことがある

かと言えば、なかなか難しいんですが、その地域のよってそれぞれ課題等もござ

いますし、やられる地域活動の内容によってもさまざまでございます。そういっ

たところも先程議員のほうからもご指摘いただきましたように、自治センター

会議等でしっかりと意見を集約をして、町でできることをしっかりとやってい
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くというところでございます。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） それでは最後６番目に入ります。令和４年度集会所(コミ

ュニティ施設)に関する実態調査の目的についてお伺いいたします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） 11 番 山田睦浩議員の６点目でございます。「令和４

年度集会所（コミュニティ施設）に関する実態調査の目的は」についてお答えを

させていただきます。この調査は令和４年第１回総務文教常任委員会の所管事

務調査におきまして「地域の集会所の状況について」という調査項目をいただき

ました。町といたしましても、まずは住民自治組織の貴重な財産であります各地

域の集会所の利用実態等を幅広く把握をし、今後の集会所のあり方について検

討する資料とさせていただくことを目的としているものでございます。併せて、

集会所の整備事業の補助金もございますので、こういったことも併せて周知を

含んでおるものでございます。 

○11 番（山田睦浩） 議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） この実態調査、比較的集会所等を管理されている方とい

うのはご承知のように年配の方が多いのかなというふうに思っております。非

常にわかりにくいというような、アンケート自体がわかりにくいと。ここで答え

たら次の何ページのここに進んでくださいと。わけがわからんようになるんじ

ゃということを聞いておるところでございますが、なかにはこれをすることに

よって集会所を建ててくれるんかというふうなことを言っておられる方もおら

れたんで、最終ページ、自由記述欄がございますが、そこに思いの丈を書いてい

ただければ良いのかなというふうに思っておりますというふうなことを言った

んですが、特に皆さんが知らなかったのが、集会所に関する施設整備の補助金、

これは本当に周知がいってないのが今回のいろいろわかったので、これがある

んなら、あそこをなおすのを言えば良かったというような声もあったんですで、

この補助金については限度どれくらいなのか。どこまでの範囲の施設整備に関
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するものなのか。ちょっと詳しく教えてください。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） 周知ができてないこと大変申し訳ございませんでした。

それを合わせてコミュニティ施設の実態調査でございますが、こちらにつきま

しては、地域の方も集会所の底地、建物がどなたの所有かというのがなかなか把

握できてない部分がございますので、そういったところをですね、町のほうでし

っかりと併せて地域の方へもしっかり認識いただいて、それを今後どうしてい

きたいかというところを併せてアンケート調査させていただくものでございま

す。アンケート調査もわかりにくくて申し訳ございません。 

先程のコミュニティ施設整備の補助金でございますが、集会所施設の整備で

30 万円以上の事業費を要する新築、増改築、改修について２分の１で上限が 80

万円まで。 

次に運動広場の整備で 10 万円以上の事業費を要する造成整備。これにつきま

しても２分の１の額でございまして、１施設について 30 万円が限度額でござい

ます。 

 ３点目で駐車場の整備で５万円以上の事業費を要する造成及び舗装の費用。

こちらにつきましては、駐車場の場合は３分の２の額でございまして、上限が 20

万円までという形でございます。 

あと 10 万円以上の事業費を要する集会施設の飲用水の経費、ボーリングの掘

削等は除くんですけども、飲用水の施設整備につきましても、３分の２で上限が

20 万円まで補助が出ることとなってございます。先程議員からご指摘いただき

ましたように、なかなか知らないということがいろいろとありますので、こうい

ったこともしっかりとその地域の自治センター中心にですね、周知に努めてま

いります。 

○11 番（山田睦浩） はい、議長。 

○議長（米重典子） 11 番 山田睦浩議員。 

○11 番（山田睦浩） よくわかりました。今回人口減少により今後自治会や振

興会の活動のあり方を地域とともに考えなければならない時期は来るものと考

えておりますということでございましたが、もうこの時期は来ておると私は考
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えております。しっかりと今のままでよいのか、これから方向転換していくのか、

しっかりと考えていただきたいということをお願いして、今回の質問を終わら

せていただきます。   

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。この地域の自治振興の問題という

のは、議会のほうでもかなり真剣にですね、いろいろとご議論いただいていると

ころでございまして、執行していく側といたしましても重く受け止めていると

ころでございます。やはり先程申し上げましたが、地域の課題というものをしっ

かりと聞き漏らさないというような形でしっかりと情報収集をしながら、この

地域の維持存続に資する形で行政としてしっかり役割を果たしていきたいと思

います。 

○議長（米重典子） 以上で、11 番 山田睦浩議員 の一般質問を終わりま

す。 

ここで休憩といたします。再開は２時 40 分といたします。 

 

休  憩 １４時２５分 

再  開 １４時４０分 

 

○議長（米重典子） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

 休憩前に引き続き一般質問を続けます。 

次に 「人口減少対策の現状は」 ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） はい、５番。 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） それでは議長より発言の許可をいただきましたので、通告

に基づき発言させていただきます。 

人口減少対策の現状は。質問の要旨として、町の活性化を図るためには、人口

減少を抑える事が最重要課題であると考えております。 

昨年も、移住定住に関する質問をさせていただきましたが、今回は全般的な目

標達成状況と、前回質問したことに対する検討状況を確認させていただきたい
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と思います。 

 世羅町第２次長期総合計画の「人口ビジョン」では、国立社会保障・人口問題

研究所推計人口における、世羅町将来展望グラフにおいて、令和 42 年には現在

の人口約 1 万 5000 人が 6,300 人程度まで減少すると予測されています。そこで

町ではさまざまに対策を図られておられますが、人口を 9,500 人程度まで減少

を圧縮するという目標を示されています。そこでお伺いいたします。 

第２次長期総合計画も今年度で７年が経過しようとしています。令和 42 年度 

までに人口減少数を約 3,200 人圧縮する計画でございますが、現在までの目標

値と実績及び課題についてお伺いいたします。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） ５番 向谷伸二議員の人口減少対策の現状についてのご質

問にお答えさせていただきます。 

 この人口減少の課題については全国的な最重要課題となっており、さまざま

な地域でさまざまな取組みも行われております。町においてもですね、先程来ご

質問いただくような移住定住の策であったり、子育て支援施策等々いろいろ考

えておりますけれども、なかなかこの減少の歯止めというのは難しい部分がご

ざいます。 

まず１点目にご質問いただきました「人口減少数の圧縮」という問題でござい

ます。世羅町人口ビジョンにおきましては、先程ありましたように令和 42 年の

人口を 9,500 人確保することとしてございます。５年ごとの人口数も示させて

いただいておるところでございます。長期総合計画の最終年度となります令和

７年度の人口数は 1 万 3974 人でございますが、令和２年度の人口数は 1 万 5079

人としております。 

世羅町の人口は、令和２年度国勢調査人口は 1 万 5125 人でございまして、推

計値の人口よりも実績は多い状況でございます。しかしながら、令和７年度の数

値を達成しようとすると年間の人口減少数を平均 230 人程度に抑えていかなく

てはならないと考えてございます。このことから、総合戦略により取組みを進め

ていく中で、特に転出超過を抑制していく必要があると考えておるところでご

ざいます。 
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○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） はい、５番。ただいま説明いただきましたが、現在は推計

値よりも多い状況というご発言でしたが、現実問題、もともとの推計と今回出さ

れているものはほぼほぼ一緒の状態で圧縮するというような状況の数字の出し

方ではなかったと思いますので、実際には 40 人程度位しか圧縮できていないと

いうのが実情だというふうに思います。このご回答にも書いてありますが、今後

平均 230 人程度抑えていかなくてはいけないということ。これ、たいへん厳し

い数字だと思いますが、その辺達成が本当にできるんでしょうか。お伺いいたし

ます。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。議員ご指摘ありましたように、確

かに人口減少平均 230 人程度抑えていくというのはかなり厳しいところでござ

います。そうしたなかでしっかりと総合戦略等の施策を中心に転出超過等抑制

していく必要があるということでございます。230 人抑えて平均でこれ以内に抑

えていかなければならないというところでございますので、しっかりと総合戦

略に基づいて人口ビジョンに基づいた数値にできるだけですね、目標達成がで

きるような形で進めていければと考えておるところでございます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 転出超過の抑制が重要というふうなことをおっしゃられま

したが、それに関する何か施策はございますか。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 私のほうでお答えします。先程来質問ありましたけれども、

いわゆる今、世羅町で連坦地域にお住まいの方はアパートとか、そういったとこ

ろにお住まいの方で、実際居を構えていただいたとしてもまた移転されるとい

うような状況あります。できれば宅地化のところで、自らの住まいを持っていた

だく。そんな施策が夜の人口を増やしていくというところにつながるのではな
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いかというのを少しお話しもさせていただきました。できればここに住み、子育

てをし、居を構えていただくなかで通勤いただくといった方策がまずはそれし

かないかなというふうな私の考えでもあります。若い方の高校を出てからのど

うしても町外へ出て行かれる方がいます。一時的には転出はありますけれども、

やはりＵターンという施策において、転出超過をできるだけ縮めていきたいと

思っております。今後少子化というなかで、なかなか世羅町で出産いただく方も

かなり少なくなっております。この数値については、かなり一時はですね、1.78

あったものがですね、1.4 という形になっている状況もございます。そういった

産み育てやすい地域づくりもまずは必要かと思います。とにかくですね、世羅町、

ふるさと世羅でですね、お住まいいただくようなふるさととしてしっかりと世

羅町へ住みたいと思っていただくような政策づくりが必要であると考えており

ます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 確かにいろいろな方策、施策をやっていかないと現実的に

は非常に厳しい数字。もっと先の令和 12 年度、あるいは 22 年度あたりの５年

推計で考えても 450 名程度、５年間で圧縮ということは大体年平均で 80 人から

90 人くらいは毎年それを創出していかなければならないということですね。継

続しなければそれにいかないということですよね。ということはそれなりの施

策がないと絶対無理だというふうに思うんですよね。長期ビジョン、長期ビジョ

ンと言われますけど、それでできるのであれば簡単です。はっきり言って。でき

ないから困っているんですよね、現実は。ということはできないから困っている

んだったら、できることを考えないといけないということになるんですよ。現実

的には。だからそこを考えましょうという話です。計画だけでできるのであれば

全国どこでもできますよ。国の指針でしょ、これ。はっきり言って。教科書でや

っているわけですから。それでできないからなんか考えましょということです。

一番の問題は仕事じゃないですか。仕事がないということ。そこが非常に問題だ

と思うので、だからそれは仕事を町で作るという考えが私は必要だというふう

に思います。町でどうやって作るか。その辺に関しては、また後の違う項目で出

させてもらおうと思うので、この程度で終わりますけど、さっきも少し同僚議員
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の質問のなかで、住民の意見を聞いてというような発言がありましたけど、今、

聞く段階ですかという話ですよ。それはもう過ぎているでしょ。もう聞いて次の

段階でしょと。今５年ですよね。今、種まきの時期じゃないですか。ということ

は今から先のことを考えて今、下地を作っている時期ですよね。そのときに、今

から意見を聞いてというような話しがでることはおかしいですよね。ずれてま

すよ。同僚議員も盛んに人口減少のことを言ってますけど、返答、少しずれてい

ると私は感じています。 

 次に行きます。 

○議長（米重典子） （２）を読み上げてください。 

○５番（向谷伸二） はい。移住定住施策による、今年度までの増加目標と実績

及び課題について。 

ア移住定住施策による、今年度までの増加目標と実績及び課題は。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） それでは５番 向谷議員の（２）のア、移住定住施策 

による、今年度までの増加目標と実績及び課題はについてお答えいたします。 

まずアの移住定住施策による、今年度までの増加目標と課題でございますが、

第２次長期総合計画で掲げております目標値で申し上げますと、空き家バンク

新規物件登録件数は、令和３年度目標 31 件に対し実績 18 件、58％。空き家バン

クの成立件数は令和３年度目標 12 件に対し実績 10 件、83％。移住相談件数は

令和３年度目標 204 件に対し、実績 180 件、88％でございます。移住定住施策に

おきましても、現地を見てもらうことができないといった新型コロナウイルス

感染症の影響を大きく受け、実績が伸び悩みました。課題といたしましては、コ

ロナ禍による移住定住支援のあり方と考えており、オンライン等を活用した相

談対応等を積極的に取り入れているところでございます。 

○５番（向谷伸二） 議長。 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） オンライン等活用した相談対応ということに関しての実績

というか、そういったところはどうでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 
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○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えいたします。オンライン、これは電話等も含め

ますので、相談件数はほぼ電話対応のみ、180 件のうち 179 件が電話です。です

から対面でない相談件数ということでございます。残りの１件につきましては

定住相談会、これは東京のほうへ赴いた相談件数の１件でございます。合計で

180 件でございます。 

○５番（向谷伸二）（挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 今後伸ばされるという考え方でしょうか。 

 ▼【企画課長：「はい。」】 

○５番（向谷伸二） はい。移住定住政策で全体の圧縮するという、いろんな部

署があると思うんですけど、移住定住としてはそのなかの何％くらい受け持っ

たれているんですか。圧縮の。 

○議長（米重典子） 質問の内容をもう一度お願いします。 

○５番（向谷伸二） もう１回、はい。いわゆる数字が決まっているじゃないで

すか。9,500 人。それで何年度には何人、圧縮をこれだけしていこうと。そのな

かでいわゆるメインとなるものが移住定住なのか、あるいは子育ての部門なの

か。いろいろとあると思うんですけど、そのなかで移住定住は何％くらい比率を

お持ちなんですかとお聞きしたんです。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） ご質問にお答えいたします。定住に関して圧縮の度合

いがこの施策では何％というのは持ち合わせておりません。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） じゃあ、計画を立てたときにどこの部分でどのくらい圧縮

していこうという計画はできてないということですか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えをいたします。先程議員のほうから要旨のなか
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でこの人口ビジョンの推計を出されたところで世羅町が何人圧縮をしていくと

いうことで、6,300 人まで減る人数を 9,500 人で留めたいというようなところで

ございますが、この計画につきましては、自然減であったり、先程からも出てお

ります転出を抑制していくといったようなところ。これを年度別に振り分けて、

この人口の減少というものを抑えていくという計画で試算しているものでござ

います。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） どういうふうな形でそれを計画されたのかよくわからない

んですけど、普通積み上げ方式と、逆算方式があると思うんですけど、普通逆算

で言えば、たとえば 40 年を目標にするんだったら、その 10 年前にはこれ位の

形には持っていきたい。そのもう 10 年前にはこれくらいの形。その一番基にな

るときにはこういった形のものを政策として、それを積み上げていく。いわゆる

逆算でいかないと、積み上げだったらこれくらいしかできませんでした。じゃあ、

次はどうしましょうかという話ですよね。それじゃあ、はっきり言って計画でき

ない。上からいかないと。ということは今の段階は種まきの時期ですから、長期

のために長期の政策のための今この位置づけで何をするかという計画でないと

ここにはいけないんです。ここに行ったときに次に何をしようかという話では

絶対計画なんかいけませんから。反対なんですよ。上からいかないと逆算で。そ

れができてないんじゃないかなと。だから５年経ったら次何しましょうか、５年

経ったら次何しましょうか。これだったら 20 年後の計画絶対できません。その

辺は少し考えをもう少し検討されたほうがいいんじゃないかなというふうには

思ってます。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） 議員ご指摘いただきましたように、逆算で上から返っ

ていくというやり方も、それもあるかと思いますが、計画に基づいて、たとえば

５年後の計画でまた見直しを実施をしていきます。そのなかで成果と課題とい

うのは確実に見えてきます。ですからこのたびの総合計画についても第 1 次、

第２次、第３次、第４次と続いていくと思いますが、こうした５年ごとの経過の
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中で計画の達成状況、そういったものをしっかり認識をして、それを分析、検討

した結果、そのなかで課題が何だったか。次はここをこういうふうにしていかな

いといけないというような形で進めていくことが現状ではないかというふうに

考えておりますので、引き続き政策を展開していくなかで、その現状と課題とい

うものをしっかりと分析をして、次につなげていくことを進めてまいりたいと

思います。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） もうひと言だけ言わさせてください。ここの目標がないの

に、それはできないですよ、はっきり言って。達成しません。だからそれはもう

一度よく考えていただきたいなと思います。 

 次に、以前の一般質問に対するご検討についてでございます。仕事情報の掲載

についての検討状況はどうでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） 続きまして、大きいイの（ア）でございます。仕事情

報の掲載についての検討状況はどうかについてお答えいたします。 

世羅町への移住を検討される方の多くは、空き家バンクの物件情報を見られ

て相談された方、または東京や大阪における移住フェアで相談対応をさせてい

ただいた方でございます。空き家バンクの相談者は世羅町内や近隣の市町にお

勤めの方、または世羅町で新たに農業に従事したい方が多く、移住フェアの相談

者は自身の経験を活かした仕事、農業関係の仕事と明確な思いを持っておられ

ることが多い状況でございます。相談者とのやりとりを通じ、ニーズを把握、こ

れに対しきめ細かく対応をさせていただいているところでございます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） では次、（イ）空き家バンクの物件掘り起しで自治センタ

ーとの連携はどうなっているのか、お伺いします。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 
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○企画課長（升行真路） 次に（イ）でございます。空き家バンクの物件掘り起

しで自治センターとの連携についてお答えをさせていただきます。 

地域おこし協力隊員を中心に、自治センターを訪問し空き家情報をお聞きし

たり、自治センターだよりに空き家バンクの制度の紹介や利用者のコメントを

掲載してもらうなど、取組みを進めておるところでございます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 自治センターで何件くらいの情報を受け取り、契約に結び

付いたことはありますでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 

○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） お答えをいたします。詳細な数字は持ち合わせており

ませんので、申し訳ございません。ただ先程の掘り起しと自治センターの連携と

いうことでご質問いただいておりますが、先程も少し触れさせていただきまし

たが、自治センターを中心にですね、地域を紹介していただいて、終活セミナー

というのを今年度４回、３月にもう１回開催を予定しております。本年度計５回

を予定しておるんですが、既に４回を経過をしておりまして、現在のところ 60

名程度の方がこの４回のセミナーで参加をいただいてですね、この空き家バン

ク制度と趣旨の流れであったり、家族の方で話し合うポイント等をですね、一緒

に終活セミナーのほうでお話をさせていただいておる。自治センターのほうと

通じてですね、いろいろとやらせていただいているところでございます。  

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 次の番号が出ましたので、終活に関して今出ましたので、

是非これを継続していただいてですね、掘り起しにしっかり繫げていただきた

いというふうに思います。 

○議長（米重典子） 今の答弁はウのところの答弁でいいんですか。 

○５番（向谷伸二） いいです。いいです。エで。専用ホームページ内の物件詳

細情報の内容の検討はどうでしょうか。 

○企画課長（升行真路） 議長。 
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○議長（米重典子） 企画課長。 

○企画課長（升行真路） 申し訳ございませんでした。最後に（エ）専用ホーム

ページ内の物件詳細情報の内容の検討状況についてお答えをさせていただきま

す。 

移住専用サイト「世羅の暮らし手」の空き家バンク物件詳細情報は、フォーマ

ットが決まっているため変更ができていない状況ではございます。併せて世羅

町ホームページ内の空き家バンクの物件詳細情報、こちらにつきましては、外観

写真を増やし、平面図を見やすくするなどの変更をしております。今後の対応と

いたしましては、記事の更新等見やすくわかりやすいホームページの運営に努

めてまいりたいと考えているところでございますが、令和５年度に入りまして、

今後、今申し上げました世羅の暮らし手のほうを充実させていくということで、

９月の定例会でですね、山田議員のご質問のなかで、町のホームページのほうに

集中をしていくというご答弁させていただいたんですが、あれからいろいろ課

内で話をしまして、この世羅の暮らし手がかなり写真等が多く使われておりま

して、かなり充実をして見やすいページになっております。これは業者のほうで

管理をお願いしておりますので、更新に時間がかかる関係があるんですけど、５

年度以降、こちらの暮らし手の専用のホームページのほうをもっと充実をさせ

ていったほうがいいんじゃないかということで話をしておりますので、９月の

山田議員の答弁では町のホームページのほうへ集約をしていくというお話をさ

せていただいたんですが、せっかくある世羅の暮らし手の専用のホームページ

がございますので、こちらをしっかりと充実をさせていこうと考えているとこ

ろでございます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 是非他市町のホームページ等も研究していただいて、更に

本当に見やすいホームページの内容に変えていただきたいというふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

では次に、（３）の就業支援施策による、今年度までの増加目標と実績及び課

題についてお伺いいたします。 

○商工観光課長（前川弘樹） 議長。 
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○議長（米重典子） 商工観光課長。 

○商工観光課長（前川弘樹） ３点目の「就業支援施策による、今年度までの増

加目標と実績及び課題は」のご質問にお答えします。 

 世羅町商工会様などと連携し起業に係る創業支援等の経営支援を継続的に行

っております。 

創業に係る町第２次長期総合計画令和７年度の目標数値は創業支援者数 10 件、

創業者数７件であり、令和３年度の実績値は創業支援者数 26 件、創業者数８件

でございます。 

潜在的創業希望者を掘り起こし、いかに創業開始につなげることができるか

が課題でございます。商工会様と支援機関様と連携をし、目標を達成できるよう

に努めてまいります。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 次の結婚・出産に関する今年度までの増加目標と実績及び

課題についてお伺いします。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） ５番 向谷伸二議員の（４）「結婚・出産に関

する今年度までの増加目標と実績及び課題は」のご質問にお答えをいたします。 

 世羅町第２次長期総合計画（後期基本計画）では、令和７年度の合計特殊出生

率の目標を 1.88 としております。この数字は、令和２年７月に国で公表されま

した平成 25 年から平成 29 年の平均の数字となっておりまして、この 1.88 を維

持していくことを目標設定としております。 

一方本町が独自に算出した合計特殊出生率の実績では、令和元年度は 1.41、

令和２年度と令和３年度は 1.2 となっておりまして、目標値の 1.88 より大きく

下回っております。 

近年、全国的に合計特殊出生率や出生数が減少している中、新型コロナウイル

ス感染症が更にこの傾向を強めていると推察いたします。この課題といたしま

しては、結婚・出産に対する若年層の価値観の多様化、未婚化・晩婚化が進行、

また経済的な不安等が考えられます。 
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子育て支援課としましては、結婚、妊娠、出産から子育てまで充実した生活環

境を提供するため、切れ目のない総合的な支援の提供や、住民同士が支え合う子

育ての環境づくりに努めますとともに、子育て世帯の多様なニーズに対応し子

育てしやすい環境整備を推進してまいりたいと考えております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 確かに結婚については、ご指摘のとおり価値観の多様化、

未婚化・晩婚化及び経済的問題、さまざまに発生しておりまして、すぐに解決で

きるような問題ではないと。これは私も認識しております。しかしながら子育て

世代の方に、移住していただくというようなことはたいへん大きな可能性はあ

るのではないかというふうに思ってます。世羅町は非常に子育て環境にはすぐ

れているというか、優遇されているという話は、よく私も聞きます。ただ、じゃ

あ、子育て世代がどんどんこの世羅の町に、たとえば移り住んでいただいている

のか。そこら辺の状況はどうでしょうか。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） 子育て世帯が世羅町にどんどん移住しておられ

るのかという質問にお答えいたします。 

現在、詳しい世帯人数としては数字は今現在持っておりませんが、子育て包括

支援センターへの、先程藤井議員からのご質問のなかでお伝えをしたところで

はありますが、相談件数は実際に転入者との繋がりは、すべてが繋がっていると

は思えませんが、相談件数は増えておりますので、どんどん増えている状況には

そういう感触は、どんどんというふうな数としては認識はしておりませんが、子

育て世帯の方が転入して来られる世帯もあるのは把握をしております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 効果が出て、たとえば転出を抑えられているという部分

はあるかもしれません。勿論ね。そういった効果があるかもしれませんが、ど

んどん来ていただけるようにするために、政策をしているわけですよね。お金

もつぎ込んでいるわけですよね。それが費用対効果としてきちっと発揮されて
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いるのかどうかというのは検証されるべきではないかなというとふうに思いま

す。たとえば、例えは悪いんですけど、時給で 1,000 円が 1,050 円になった、

1,100 円になったから来てくださいといってもなかなか来てはもらえないかも

しれない。だけど、1,000 円が 1,500 円になったら、よし、行ってみようか

と。これは例としてはあんまり良くないかもしれませんけど。差の違いですよ

ね。しっかりとした明確な差がないとなかなかインパクトがないというか、そ

ういった部分もあると思うので、その辺も少し考慮されてはどうかなというふ

うには思っています。 

○子育て支援課長（山名智並） 議長。 

○議長（米重典子） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山名智並） 子育て世帯の転入もしくは転出について実際

の町内の状況をですね、具体的な数字を把握いたしまして、更にいろいろな保

護者またはご家庭からの相談等のなかでどういったことを求められているのか

というところも併せて把握して、今後の施策に繫げていきたいと考えます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 衣食住で言うと、住のあたりが優遇されるとか、今、販

売しかやってませんけど、空き家なんかの賃貸とかいろんな活用方法も考えら

れたらどうかなというふうに思います。 

次にいきます。子育て世代の移住を増やす上でもスポーツ環境を整えるのは

重要と考えます。公共施設管理計画を進めつつ、県内及び県外からも利用を望

まれるようなスポーツ体育館の建設を検討されてはいかがでしょうか。 

○教育長（松浦ゆう子） 議長。 

○議長（米重典子） 教育長。 

○教育長（松浦ゆう子） 向谷議員ご質問の５点目でございます。子育て世代の

移住を増やすためにスポーツ環境を整えるということは非常に重要なことであ

る。ついては、スポーツ体育館（町民体育館）の新設を検討しては、このご質問

にお答えいたします。 

現在、本町のスポーツ施設としては、スポーツ広場や小学校屋外運動場におけ

る夜間照明設備、体育館、プール、テニスコートなどがございます。 
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それらのスポーツ施設につきましては、施設の老朽化や利用者の減少が進む

中、適切な管理運営や整備を実施していくために、令和３年３月に「世羅町スポ

ーツ施設個別施設計画」を策定し、計画的に設備の改修整備を進めているところ

でございます。 

 今後も、スポーツを通じた健康づくりや体力づくり、競技スポーツの振興の場

といたしまして、多くの皆様方に活用していただけるよう、公共施設管理計画並

びに個別施設計画を踏まえまして、関係団体や地域の意向も踏まえました上で

まずは改修整備を行ってまいりたいと考えております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 施設の改修で対応するというご答弁でした。公共施設管理

計画で 30％削減すると。これはたいへん重要な問題でして、これは必ずやって

いただくべきことだというふうには思っておりますけども、ではその後の計画

というか、その後ははどういうふうに考えておられるのかなというふうなこと

を危惧しております。要は圧縮だけで終わるのか。その後どうするのか。実際に。

その辺も将来像を描いておられるのかどうかをお尋ねいたします。 

○社会教育課長（荻田静香） 議長。 

○議長（米重典子） 社会教育課長。 

○社会教育課長（荻田静香） スポーツ施設のほうを所管しておりますというこ

とでお答えをさせていただきます。 

社会教育課のほうでは個別施設計画を策定しまして、それに基づいて、改修で

すとか、先程申されましたように統廃合といった話をこれから進めていきたい

ということで考えておりましたんですが、この３年間、コロナ禍にありまして、

スポーツ施設の利用状況というのがすごく落ち込みを見せております。正直な

ところを申しますと、手元にある数値が今、活用できる数値なのかどうかという

ところ、今後の復調の見通しが全く立ってないところがありますので、そういっ

たところの数値を見ながら進めていかないとですね、コロナ前の数値でもって

計画を強引に進めていくというのは非常に危険性が高いのではないかというふ

うに考えております。新設ということもありましょうけれども、それ以前に基と

なるデータをもう少し積み上げていく必要が生じてきているという認識でおり
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ます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） どっちが先かという話にもなるかとは思うんです。利用者

が増えてから、じゃあ、考えましょうというのと、そこにあるからスポーツをも

っとしましょうというのか。発想は違うと思います。世羅町には大きな大会を開

催するような施設もありませんし、もし開催するとなれば各学校の体育館とか、

そういったところを使わないと実際開催ができないという状況ですよね。これ

やっぱりスポーツをするという環境整っているとは思えないんですよね。です

から、子育て世代の転入を増やすというのは必要だと思うんですよ。そのうえで、

子どもにとってスポーツは切っても切れない存在ですよね。それに対してどう

向き合うのか。今、コロナがあったので利用者が少ないから考えないといけない

ですねというのが果たして本当なのか。将来はこういうふうに子ども達ができ

る環境を整えてあげたいとか、そのためには地域のそのほかの、たとえば活動が

低下している施設は廃止するなり統合するなり、夢はいると思うんですよ、子ど

も達にとっても。子ども達が０になるわけではないので。いるわけですから、子

どもは。減少はしますけどいるわけですから。その子達にどういった施設を提供

してあげるかということも、やっぱり大人は考えてあげないといけないと思う

んですよね。それはどうでしょうか。 

○副町長（金廣隆徳） 議長。 

○議長（米重典子） 副町長。 

○副町長（金廣隆徳） ５番 向谷伸二議員からのご質問に私よりお答えをさせ

ていただきます。 

社会体育施設に限らず、公共施設についても総量の削減というのはご指摘を

いただいている通りでございます。多くの施設の総量削減に取組んでいかなけ

ればならないなかで、利用目的に応じた統廃合等も視野に入れていく必要があ

ると思います。しかしながら利用者、使ってくださる皆様方のニーズに沿った形

でその活動を支え、また町の活気をずっと維持をしていかなくてはならないと

いう課題も両立してくるところでもございます。まずは総量削減の推進という

形で現在も進んでおりますけれども、そのためには長寿命化の推進と適正な管
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理ということがひとつ必要な課題となってまいります。総量の削減の中で長寿

命化を図りながらその総量を減らしていくとともに、町の中にはそれぞれの立

地によっていろいろな特性を持ったグラウンドもございます。芝生化していた

だいているところもございますし、体育館についても大きさによって得意とす

る種目等も限られる。また種目によってはこの体育館、この施設が好ましいとい

ったそれぞれの特色がございます。ご指摘をいただくなかで、総量の削減と長寿

命化を合わせるなかで、やはり当面はこれを推進をしていく形になりますけれ

ども、その全体像を各地域の各施設の特色を見るなかで、将来的にはその部分で

の老朽化が限界に達したときに、しっかりとした皆様方のニーズに沿ったもの

をその部分で改築をしていくということも選択肢が必要になってくると受け止

めております。議員ご質問、ご指摘いただくなかで現在の状況をしっかりと見定

めたうえでの、施設の統合、そして長寿命化、その先に迫る改築の姿、町のなか

でどういった利用目的に皆様方に特色を持った施設を提供していくかというと

ころを並行して将来の視野に入れて考えていくべきと受け止めているところで

もございます。現在、コロナ禍においてなかなか議論が難しいというところはあ

りますけども、ご意見としていただくところはしっかりと受け止めさせていた

だいて進めてまいりたいと存じます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 統廃合やら、長寿命化、これを否定するものではありませ

ん。同時にということです。同時に何らかのことは考えておいていただきたいな

という思いです。 

たとえばですね、他県ですけど、バレーボール専用の体育館を建てたところが

あります。これもプロが使える体育館という形で造られた。そうしましたらその

体育館を求めて県内外から合宿等に使いたいということで、たいへん賑わい、宿

泊施設が増加し、飲食業が復活し、そういったような事例もあります。ですから

考え方によっては、いろんな考え方がある。ただ造ったら損だというのでなくて、

それを造ったことによって経済効果を上げるということもできるんですよ。現

実は。だから検討してくださいと言っている。あるいはたとえばスポンサーを付

けようとか。それはわからないですけども、そういった形ができるかもしれない。
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いろいろ知恵を働かせていろいろ検討してみてはどうですかというご提案です。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） ありがとうございます。知恵を働かせてということでござ

います。議員が今おっしゃったバレーボールの体育館、先般行ってきました。ち

ょうどクラブチームがありまして、全国大会で優勝されたチームのスポサーが

ＰFＩで設置をされております。これはその町は土地を提供されたようでござい

ます。そこには宿泊施設も同様にありまして、夕刻には子ども達はそこでバレー

を、本格的な大会ができる場所ではありませんでした。練習ができる場所という

特化をしたところで、かなり合宿がきたそうです。かなりプロに近い、ほぼプロ

というようなクラブチームですから、すごく町も活気を帯びておりました。でも

そのスポーツのバレーを選んだ理由というのが、その企業の方がバレーのスポ

ンサーであったということであります。何のご縁があるかわかりません。県内で

もある大きな社がですね、体育館を造られたというところもあります。何らかの

縁を探して歩く必要もあろうかと思いますし、世羅町では何が必要なのか、そう

いったところも含めてですね、今現状ある施設をどうリニューアルして、何箇所

にも同じものがあってもという形ではなくて、集約していくという考え方も持

ってございますので、そのなかで何かいいヒントが生まれ、そういったいいスポ

ンサーとの交流が生まれればと思っております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） よろしくご検討のほどお願いいたします。 

次にトータル的に推進するためにも、専門部署が必要ではないかについてお

伺いいたします。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） これは専門部署のこと、人事に関わることでありますので、

私のほうからお答えをさせていただければと思います。 

トータル的に進めたいというのは山々でございますけれども、これまでご質

問いただいたなかの人口減少対策については、個別の課や部署ではなくて、すべ
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ての行政分野に関わることでございます。多くの対策や、広い分野での支援によ

りまして、即効性というのは求めず、ひた向きに進めていくということが要求さ

れる施策であると認識しております。平素からの業務連携と、俯瞰的な進捗状況

の把握が必要でございます。 

トータル的に進めていくための専門部署を設けるためには、各部署から人員

を結集するということが必要となってまいりますが、現在世羅町見ていただく

ように、人員適正化計画 200 名をかなり切ってございまして、それぞれですね、

今の人員規模では通常業務のほうだけでもかなり人員が必要であるという流れ

にもなってございます。 

こういった待ったなしの課題に、組織全体で臨んでいくことは重要なことで

ございます。改めて関係課の連携と連動は極めて重要でありまして、私どもが今

やっておりますのが課長級を中心といたしました企画調整会議というものを持

ってございまして、そこのなかに機能を持たせることで、施策展開を行う場合に

はその政策会議を設置するなかで、組織全体での疎通を持たせた業務推進を行

っているところでございます。 

懸念される課題に、横断的な体制を織り込み、引き続き、議員ご指摘の専門部

署を設置しうるに値する展開を図ってまいりたいと考えているところでござい

ます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 目標達成には各部署の明確な目標なり、具体的な対策なり、

数値目標というのが必要になってくるとは思いますが、私がイメージしている

専用部署というのは、各部署から人を集めるという意味ではなくて、司令塔的立

場の部署という、いわゆる外部人材を活用してもいいですし、いわゆるそこがひ

とつのトップ的な形でできる場所がいるのではないかなということの意味で質

問させていただきました。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） わかりました。人を集めて課を作るというものではなくて、

そういった専門的な方を招へいするべきではないかということだというふうに
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捉えました。現在デジタル化のなかでもですね、ＤＸ戦略では県とさまざまな取

組みを行うなかで、専門人材派遣というものも必要であろうということも謳わ

れております。もう既に２つの市においては県からの派遣を受けられているよ

うでございますが、少し高額な費用もかかってくる状況にはございます。現状で

はですね、そういったところの部署を作るのではなく、現在いる担当においてで

すね、そういったところと連携を持たせていただくような、横断的な市町の連携

のなかでデジタルも進めようとしてはいますけれども、現状何をするかによっ

てですね、先程来ありますようにその専門部署をしっかり作っていくというの

は必要であろうかと思います。現状今、商工観光の課でやっているのは今後の観

光振興、インバウンドに対応するべく、農協観光と協定を結びまして、そういう

職員を配置いただいております。こういった専門部署、トータル的人口減少に関

わっていく、そういう専門部署というところであれば、では何をするかというと

ころをですね、しっかり人材を求めてそういったところを配置するというのは

将来的には必要であると考えております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 要は、たとえば課長さんにお願いしますと言っても、ほか

に仕事もあるわけですよね。だからなかなかじゃあ、人口減少だけに集中すると

いうのはなかなか難しいわけですよ。だからそれだけ考える人をやはりそこに

付けるべきではないですかという意味もあります。意味が通じましたか。通じま

せんでしたか。なかなかね、業務がそのほか皆さん、課長さんお持ちですから、

なかなか人口減少対策だけというわけにいかないじゃないですか。やはりそれ

だけのための人というのがいるべきではないかなという意味です。それはそれ

で結構です。次の項目にいきます。 

○議長（米重典子） 今のことに対しては。 

○５番（向谷伸二） いいです。 

○町長（奥田正和） 答えさせていただきます。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） では、お答えをさせていただければと思います。確かにで

すね、定住施策等々、人口減に関しては、多岐にわたる担当課において行ってま



107 

 

すが、所掌するのは企画課でございまして、企画における戦略の中にはさまざま

な意見を聞く場所、たとえばですね、町民の皆様、若い方に集まっていただき、

担当係長も含めて、結構大きな人数でそういった戦略の検証等もしています。そ

こで出てきた意見というのはかなり担当課において中で揉んではくれておりま

して、それも政策として挙がってくるという流れになってます。人口減少に特化

してですね、やるとすれば、やはりどの分野をきちっと進めていくかという選択

の部分は私ども執行部のなかでも政策として、私の戦略を作っていく必要があ

ろうかと思います。そういったところですね、担当課を動かすのは、職員の代表

である副町長であり、私が政策をしっかり打ち立てる必要があろうかと思いま

すので、そういったところをしっかり進めていければと考えておりますし、その

進捗具合についてもですね、政策会議のなかで取組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 

○議長（米重典子） 次に 「循環型農業のための堆肥作りは」 ５番 向谷

伸二議員。 

○５番（向谷伸二） はい。 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 肥料高騰が問題視され、有機堆肥が見直されている状況で

す。全国の自治体でも、汚泥を活用した堆肥作りや、家畜し尿を活用した堆肥作

りが盛んに行われつつあります。町にある美化センターでは、処理及び維持管理

に年間数千万程度費用がかかっていると聞いております。家畜し尿に関しては、

長年の公害問題も発生している。更に国からも有機栽培の割合を大きくすると

いうような発表もございました。 

 この様なさまざまな点を考慮しても、町全体としての堆肥作りに取組んでは

と考えますが、町のお考えをお伺いいたします。 

（１）として耕畜連携循環型農業及び公害問題の解決策として、汚泥や家畜し

尿を活用した堆肥作りを進めてみてはいかがでしょうか。 

○町長（奥田正和） はい。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 向谷議員の２問目でございます循環型農業のための堆肥 
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作りについてのご質問をいただいたところでございます。 

現在肥料等々の高騰に伴い、先般全農関係の状況を聞いてみますと肥料高騰

約４割程度、1.4 倍になっていると。そのなかで国の施策としてはその内の９割

のなかの７割部分においてそういった施策に協力したところに対しての交付金

を考えているというような情報も耳にしたところでございまして、まだはっき

りした、確定したものは私もいただいておりませんが、そういった肥料などを販

売されているＪＡ関係者から聞いた話でございますので、なかなかそこら辺が

どうなっていくのか不安視をしているところです。しかしながら今、全国的に堆

肥という部分はですね、需要が見込まれております。さまざまな畜産農家等から

出たものをですね、これまでもさまざまな堆肥づくりということで、ご提案いた

だく者もたくさんいらっしゃいます。現状では北海道のほうで堆肥が足りない

ということで、全国各地から、特に西日本からですね、堆肥を北海道へ運んでい

るというようなのを聞かせていただいたところでございまして、世羅町内でも

ちょっとそういった堆肥については、今後必要であるということを言っていた

だきました。私もちょっとびっくりしたんですけども、今後園芸作物等々されて

いる、特に西大田のグリーンファーム等についてもですね、そういった戦略を考

えていただけるということで嬉しく思いますし、堆肥を使った作物については、

すごくすばらしい、食味もいいですし、成長にも土づくりといったところでです

ね、かなり寄与できるものでございます。そういったところを町としてもしっか

り必要であろうかということでそういった場所を作るというよりもですね、そ

ういった堆肥づくりに関してさまざまな地域との連携を持ちながら、特に今、課

題になっております公害問題、こういったところが解決できる方策と併せてで

すね、進めていければと思っているところでございます。 

答弁書のなかで少しかい摘んで言わせていただきますけれども、このコロナ

禍や不安定な国際情勢による化学肥料の高騰に対応することはもとより、昨年

の５月に国が示しましたみどりの食料システムの戦略の中では、持続可能な農

業を目指すためには、有機堆肥の利用や、耕畜連携による循環型農業の構築は、

町としましても、今後重要な取組みの一つと考えておるところでございます。 

現在、耕種農家や畜産農家、関係機関による協議の場づくりを進めているとこ

ろでございまして、この中で、どういった取組みができるのか、今後検討し、こ
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れは前向きにさまざまな堆肥という部分についてはですね、考えていければと

思っております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 私が調べた中の一例ではございますが、九州のほうでは下

水汚泥を利用した汚泥堆肥化事業というのを平成 21 年に稼働され、日量 30ｔ処

理されておられます。できた堆肥は、その自治体が元請けでありまして、自治体

が 10 キロあたり 20 円で地元の農家に販売されてます。1ｔ2,000 円という単価

でございます。たとえば田んぼに反当 400 キロを投入するとしたら 800 円、200

キロなら 400 円というような単価になると。現在、肥料高騰に苦しむ小さな農

家さんも多数おられます。大規模な法人さんもおられますし、今、国の政策もい

ろいろあるとは思いますけど、ほんとに小さな農家さんまですべて行き届くの

かどうかというところは多少疑問も私は持っております。そういった小さな農

家からすべて堆肥を町全体として資源である堆肥を、堆肥というか、し尿である

とか、汚泥であるとか、そういったものを堆肥に変える、有効物に変える。それ

を町内すべてのたとえば農家さんなり、いわゆる米農家なり、野菜農家なりに安

く販売して、経費を下げるというような効果、要するに町としてもし尿を活用で

きる。そのし尿を今度は農家が、地元の人が恩恵を受ける。更に作物が食味が上

がるというような、循環型に持っていければ非常に有効な施策ではないかなと

いうふうに考えております。先程もありましたように環境問題にも影響が出て

くるというか、寄与してくるのではないかなというふうにも考えておりますの

で、是非前向きに検討していただきたいというふうに思っております。 

○産業振興課長（山口 徹） 議長。 

○議長（米重典子） 産業振興課長。 

○産業振興課長（山口 徹） お答えいたします。議員ご質問いただきました耕

畜連携によるですね、循環型の農業。そのなかでいわゆる有機堆肥を使ったです

ね、農業のあり方。そしてですね、そのなかへですね、町でも発生しております

下水等の汚泥を堆肥にしてですね、それを農家へ利用していくという方法。こう

いったご提案も含めたご質問だったのではないかというふうに捉えております。 

有機型の農業、これまさに先程の町長の答弁にもありましたように、現在既に今
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後の計画をされて、大きくやっていこうとされている農業者さん。また現在もう

既にですね、鶏ふん等実際使われてですね、そういった耕畜連携も進められてい

る農家もあるというふうには認識してですね、今後更に広がっていくことを期

待しているところでございます。 

 そういったなかで、産業振興課としては今年度国が出しております、国が出し

たのは昨年でございますが、答弁にもありましたがみどりの食料戦略というの

が先程議員の国の大きな有機を使った農業の推進というところだと思います。

これに基づきましてですね、そういった耕種農家さん、それから畜産農家、ＪＡ、

それから県の関係期間、そういったところとですね、そういった協議ができる場

をですね、協議会のような形のものができればというふうに考えて、何度か集ま

ってですね、話しを進めているところでございます。そういった協議の場を作っ

てですね、そのなかで先程ご指摘いただきましたどういった堆肥を利用してい

くのか。産業振興課としてはですね、基本的にはまず構築連携ということでです

ね、畜産堆肥を中心にまずはしっかり進めていきたいというふうには考えてお

るところでございます。 

 今、初めて提案いただきましたそれ以外の汚泥、こういったものにつきまして

はですね、担当課等も別の部署もございますので、そういったところともまた今

後話をするなかでですね、すぐ活用できるものなのか、また実際はどういったも

のなのか。そういったところもしっかり研究しながらですね、その先へ進めるも

のがあれば、進めてまいりたいと考えているところでございます。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 次の質問で、堆肥作りに竹や落ち葉など山林資源を活用し、

町全体で資源循環システムを構築してみてはいかがでしょうか。 

○産業振興課長（山口 徹） 議長。 

○議長（米重典子） 産業振興課長。 

○産業振興課長（山口 徹） それでは２点目「堆肥作りに竹や落ち葉など山林 

資源を活用し、町全体で資源循環システムを構築しては」についてお答えいたし 

ます。 

１点目の町長答弁の中でも触れられました、みどりの食料システム戦略にお
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きまして、今後、全国でさまざまな取組みが行われてくるものと考えております。

そうした取組み事例をですね、積極的に取入れながらですね、また、関係者の、

先程の関係者の協議の場を持つなかで、有効的に利用できる資源、活用方法につ

いて検討してまいりたいと考えております。 

○５番（向谷伸二） （挙手） 

○議長（米重典子） ５番 向谷伸二議員。 

○５番（向谷伸二） 堆肥作りのなかで、家畜し尿という位置づけでご返答い

ただきましたけど、そういったもののなかにも、たとえば落ち葉であるとか、

山林の小枝程度くらいまでだったら一緒に堆肥として活用できますよというよ

うなこともあるというふうにお聞きしました。詳しくはないんですけど、そう

いったこともできるんですよというのもお聞きしたことがあります。というこ

とであれば、たとえば落ち葉を取る、これたいへんな作業ですが、いわゆるそ

れがお金に変わる可能性もあるということですよね。山はお金だという考えで

いけば、落ち葉も、竹も全部お金に変わるんだということであれば、ほんとの

資源の全体的な循環型として利用できるのではないかというふうに考えており

ます。当然、人が山に入ることを進めるということです。人が山に入れば当

然、獣害関係にも影響を及ぼしますし、美観的にも良くなりますから、観光と

いう面でも影響が出てきます。さまざまに関連づけて考えればいろいろなメリ

ットも出てくるのではないかなと。総合的に考えてみていただきたいというふ

うに思っております。竹も堆肥として使う部分もありますけど、たとえば、今

は竹パウダーというのは非常に有名ですよね。作物に対してもいいと。田んぼ

でもいいしということで、たとえば先程ちょっと言いましたけど、地元で産業

を起こしたらどうかというのは、ほんとにたとえば、ここが、世羅が農業の町

であれば、農業に関するものは地元で作ればいいということです。考えとし

て。竹パウダーをじゃあ、作る。じゃあ、作ってくださる方がいたら、補助を

出して、きっちりそこが外販できるようなレベルまで竹パウダーを作ればいい

ということです。そうすればそこに仕事も生まれるんです。耕畜連携につなげ

ていけるんですよ。だから何でもそうなんですけど、たとえば、イノシシ被害

がある。イノシシ対策のものを、たとえばワイヤメッシュをもっと加工してな

んか新しいものができないか。それをたとえば町内の業者の人に開発してほし
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いと。開発したら、地元には安く提供して、要するに売ったらいいと。いろい

ろ農業に関することで何か事業が起こせないか考えていただきたいんですよ。

どっかに糸口があるはずです。回る。そういったことも是非検討していただけ

たらなということでお願いをして私の質問を終わります。 

○町長（奥田正和） はい。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 議員おっしゃられますような森林資源を活用して、一緒

に堆肥化というところで進めてはどうかということでございます。これまでも

チッパー等購入しですね、森林組合、また梨農園等においてはそういった剪定

された木をですね、チッパーとして堆肥化というようなところも取組まれてお

ります。 

私も同様の考えでございまして、やはり道沿いにある支障木であったり、ま

た地域で集められた落ち葉等々をですね、そういったものを活用して堆肥と混

ぜて必要な堆肥を 1 年分くらいその地域でその作物にあった成分検査をしなが

らやっていくということは必要であろうと思います。私の家の近くでもそうい

う事業されておりまして、実は畜産協会のほうで建築されたんですけれども、

これについては、かなり落ち葉等、そういったものも入れて成分をしっかり表

示されて販売されております。ただその代わり単価が高いという状況にはなり

ます。それだけの手をかけますので。それと場所をとります。堆肥だけでした

らまだいいんですけど、やはりそういった材を入れることによって面積が倍に

なるというふうに畜産農家で言われて、うちでもやりたいんだけど場所がない

んだというようなことも先般聞かせていただきました。そういうやる場所とや

はり撹拌していかなくてはいけないというところがひとつネックになりまし

て、そういったところをですね、どういうふうに地域の環境とも関わってくる

ことでございますので、そういったところができる場所があってですね、そう

いった地域でたとえばひとつの法人とか、何個かの法人が連携をされて堆肥化

を求められるというところもある場合もあります。なかなか作って待っても売

れないんです。ＪＡがスーパーコンやられてましたけれども、これもなかなか

需要あってもですね、そういった経費が、収入以上に経費がかかっていたとい

うような状況等も出てまいってはですね、継続性がないものになってきます。
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世羅に必要な成分をきちっとみてですね、その作物にあったものをですね、し

っかり取組む。なおかつそういう竹とか材を入れると微生物がきちっとそこの

なかで動きやすくなりますので、そういった専門的知識も必要になってまいり

ます。そこら辺との兼ね合いもありますので、土づくりという観点ではです

ね、そういった耕畜連携、またし尿に関して言えばですね、私も昔、北陸のほ

うを調べたことございまして、やはり人間のが入るとなかなか嫌がる。買われ

る方がですね、それをやっぱり嫌がられるというようなこともあったらしいで

す。だけど何年かかけて成分をきちっと示してですね、下水汚泥もそうだった

んですよね。そういったところを示していくと、ある料亭の人がですね、これ

がいいというふうにわかってくれたということで、キャベツ１個 500 円の話

し、昔、したことあるんですけど、そういったものへ繋がっていったという、

ほんと年数がかかったそうです。ですからそこまで本気で頑張っていく必要も

ある場合もございます。ですからそういったまずは課長申し上げましたよう

に、耕畜連携のなかで畜産農家とそういった土づくりの園芸農家とがしっかり

結びついていけるようにですね、仕組みを作っていければと考えております。 

○議長（米重典子） 以上で５番 向谷伸二議員 の一般質問を終わります。 

 

次に 「新型コロナ第８波への対応は」 ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） だいぶ時間が経過をしておりますので、答弁は短めにや

っていただくようにお願いをして、３点の質問をさせていただきます。代り映

えがしない質問で申し訳ありませんが、新型コロナ８波が心配をされておる中

で、町としてもこれまでどおりの対応ではなくて、今後より一層いろんな意味

での対応が求められておると思います。 

県内の感染は 50 万人を超えて、６人に 1 人がコロナにかかったような状況

のようであります。こうしたなかで特にオミクロン株へのワクチンが進められ

ておりますが、次々と新しい型のコロナができるというか、発生をするという

状況のなかで、感染力が死亡率等はいくぶん下がっているようでありますが、

感染力強いと言われる状況もあるし、新しい型にどの程度効くかという不安も



114 

 

ある状況でありますが、こうしたワクチン接種が急がれるのではないかと思う

ところであります。主に４点についてお尋ねをしたいと思いますが、（１）で

は町としてこれまでいろいろと対応をされてきたわけですが、世羅町だけがク

ラスターが出ておるということではありませんが、なかなか難しい課題ではあ

るとしてもですね、こうしたことに対してきちんとした指導と言いますか、対

応が必要ではないかと思うところでありますが、これらについてお尋ねいたし

ます。 

○町長（奥田正和） はい、議長。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） ４番 矢山 武議員の新型コロナ第８波への対応について

のご質問にお答えをさせていただきます。 

 この対応につきましては、なかなか変異株が出るなかでですね、町もその対応

には苦慮しております。またクラスター等もですね、どういうふうな発生要因な

のかというところまではわかりませんけれども、やはり人との交流等々がある

場合においてはですね、どうしても感染しやすいところがあるのではないかと

思います。高齢者施設等においてのクラスターは施設一生懸命いろいろと取組

みいただきますが、重篤化しないということがまず一番に考えられるところで

ございますので、今後ともそういった対策についてはですね、どうぞよろしくお

願いしたいと思っているところでございます。 

ワクチン接種の推進について重要な取組みの１つとされておりますが、オミ

クロン株対応ワクチンの接種を 10 月３日から開始してございます。このほかで

は、小児への追加接種、生後６か月から４歳までの乳幼児への接種など、町内医

療機関の御協力のもと、ワクチン接種体制を確保し接種を進めております。 

クラスターへの対応でございますけども、学校や保育所、幼稚園では、学年閉

鎖などにより拡大させないための対応を、また先程言いましたように高齢者施

設等においては専門的な知識を有する保健所からの指示によりまして、施設内

のゾーニングなどの対策が講じられているところでございます。町では、感染防

止のための物品を支援してまいりましたけれども、今後も状況に応じて必要な

支援をしてまいりたいと考えております。 

この冬場を迎えたことによって、おろそかになりがちな換気や消毒、適切なマ
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スクの着用などなど、感染防止対策の徹底も重要な取組みでございます。引き続

き、さまざまな媒体を活用し周知してまいりたいと考えておるところでござい

ます。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） これまで繰り返し、いろんなその場のその状況を受けて

いろんな提起をしてまいりましたが、国や県の方針に沿っていろんな対応を進

めるということであろうかと思うんですが、一定の担当課としての認識をより

深めていただいて、状況の把握、対応の仕方等を考えていただきたいという思

いでお尋ねしております。ワクチン接種体制を確保して進めているということ

ですが、現状でどのような状況になっておるのか。これまで熱が出たりいろい

ろするので、もう４回、あるいは３回でもうやらんのだというような声も出さ

れております。そうするとますます接種率が下がるのではないかと思うし、ま

た最後の辺で、周知をしてまいりたいと思いますということですがね、繰り返

し放送とかいろんなことで周知をされておる努力はわかりますがね、もっと町

民の人の心に届くようなね、工夫がいるのではないかというように思うんです

がこれらについてどうですか。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） ワクチン接種の体制についてお答えをいたしま

す。議員おっしゃいますように、副反応やリスクを考えた上で接種のほうを控

える方というのも相当数いらっしゃると思います。特に乳幼児や小児について

は、接種率のほうはかなり低い状況にございます。それにつきましては個別で

接種券を発送する際に、説明文とともに、接種のほうは保護者のほうで内容を

理解したうえで接種の検討をいただくよう記載をさせていただいており、また

電話等の相談においても接種のことによる副反応がどういった状況なのか、リ

スクがどれくらいあるのか、またそれによる効果がどういったものがあるかと

いうのを説明をさせていただいているところでございます。 

 町として現状のほうを把握して、しっかり対応していかなければならないと

いうところは認識をしており、町といたしましてはワクチンの接種の推進がひ
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とつ、そしてもうひとつがこういった情報をしっかりと周知をし、情報提供を

行って理解をいただくことがもうひとつの町としての役割だと認識をしており

ます。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 同じような答弁の繰り返しのような気がするんですが、

特にここを工夫してこれまでとは変わるのかなという感じはしなかったんです

が。国はどういう状況かわかりませんが、行動制限をやらずに、近いうちに５

類にしていくということになるとインフルエンザと同じような認識に、同じよ

うな対応になるのではないかというような認識をするわけですが、これで大丈

夫、まあ、県知事なんかは５類についていろいろ意見も言われておるようです

が、感染が５類になると熱が出て入院せないけん人が増えてきよるというのは

わかるか知りませんが、非常に今後が心配されると思うんですが、これらにつ

いてどのようにお考えですか。 

○議長（米重典子） これは（１）の質問の続きということですか。 

 ▼【矢山議員：「はい」】 

○副町長（金廣隆徳） 議長。 

○議長（米重典子） 副町長。 

○副町長（金廣隆徳） 私よりお答えをさせていただきます。矢山議員からで

すね、ご指摘もいただいているところでございますが、現在のコロナ感染症対

策については、なかなかこれは特効策、これをやれば必ず大丈夫というものが

見つかっておらず、まだまだ医薬品についてもその特効的な準備が進んでいる

ところでもございます。そのなかでご指摘いただきますように国におきまして

は２類から５類へというような心向きもお聞きしますけども、一番は２類から

５類へ物事のとらまえ方が変わったときに、現在の感染拡大防止の皆様方の気

構えがいっぺんに緩み、そしてその拡大が爆発的に増大してしまうというのが

非常に恐ろしいところでもございます。 

飛沫感染、またエアロゾルといった形態のなかで見えないものと闘ってい

る。視覚的には見えないといったところをしっかりとそれぞれが認識をしてい

ただくように努めなければならないと受け止めております。今さらながらでは
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ございますが、咳エチケットであるとか、また飛沫が飛んでおるかもしれな

い。届く範囲であろうかといったそれぞれの予測、またそれを感じとっていた

だけるような予防策、そういったところに振り向けていく必要があると認識は

しております。 

 一番怖いのは、このコロナ感染症対策を現状と比べて軽んじて受け止めるこ

とになったときに、爆発的な感染が今一度起こる危険性が高いということを認

識して、しっかりと今まで以上にというのはなかなか難しいところではござい

ます。現状のそれぞれの感染防止を皆様方心がけていただきまして、現状しっ

かりと健康を守っていただきたいと思います。体調にも留意をいただいて、発

熱、咳があった場合にはかかりつけ医に相談をしていただく。それ以上の感染

が拡大しないようにご協力をいただきたいと思っておりますし、そのように伝

達、また啓発をしてまいりたいと考えております。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） これまでの取組みの延長線のような感じで受け取りまし

たが、（２）に移ります。インフルエンザとの同時流行が心配をされるという

なかで、インフルエンザのワクチンがどのように進んでいるかお尋ねします。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） ２点目のご質問の「インフルエンザのワクチンは 

進んでいるか。」について、お答えいたします。 

 インフルエンザワクチンの接種については、10 月より接種いただけるよう医

療機関と連携し、取組んでおります。 

 65 歳以上の方の接種状況は、10 月末までに約 740 人の方が接種を完了されて

おり、昨年度までの動向から、11 月は 2,500 人程度の方が接種されるものと見

込んでおります。 

現在、新型コロナ新規感染者数が増加傾向にあり、更にこの冬は、議員ご指摘

のとおり、インフルエンザとの同時流行も懸念されております。新型コロナワク

チン接種と併せ、インフルエンザ予防接種も検討いただくよう、周知してまいり

ます。 
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○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 先程来から繰り返し言っておるわけですが、こういう状

況ですから、インフルエンザ予防接種を検討いただくと言っても、コロナに感

染をした人等がこのインフルエンザのワクチンをですね、接種を積極的にされ

るのかなという、特にお年寄りの人はインフルエンザでもかなりの人が亡くな

るという例もあるようなので、2,500 ということを予想されておるようです

が、私は前年に比べてね、接種率が下がるんじゃないかと思うんです。最近の

状況を把握をされておれば、ちょっと補助を出されておるので、一定の動向は

掴んでおるんじゃないかと思うんですが、この点と、周知についてどのような

対応をされておるのかわかりませんが、コロナとインフルエンザと先程（１）

のところでもお尋ねしたんですが、同じような対応になるというようなことに

なると、これまでの接種率がどのようになっておったかわかりませんが、５回

目も接種を積極的にしようという状況にならないだけではなくてですね、この

インフルエンザワクチンも接種が進まないんじゃないかということを非常に思

っておるわけですがここはどうですか。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） お答えいたします。インフルエンザの予防接種

の状況でございます。町内の一部医療機関に確認をさせていただいたところ、

インフルエンザの予防接種の接種状況は例年並みということでした。ただコロ

ナのワクチンを接種される方がインフルエンザと同時接種は可能と言いつつ

も、やはり日にちをずらして接種される方もいらっしゃるということで接種間

隔を日にちをあけて接種されるということでインフルエンザが遅れるという状

況もあるとは聞いております。ただ、現在、11 月のインフルエンザの予防接種

の実績はまだきておりませんので、正確な数字はわかりませんが、例年 65 歳

以上の方の６割以上の方がインフルエンザのほうは接種いただいておりますの

で、今年度も 65 歳以上の方、６割以上の方が接種をされるものと見込んでお

ります。周知の方法につきましては町広報の掲載と併せて無線のほうで周知の

ほうを図っているところでございます。 
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○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） この項を終わりたいと思うんですが、やはり私も高齢者

なので、インフルエンザやりましたが、今まであんまり熱が出ていなかったん

ですがね、高熱いうほどにはなかったですが、熱が出て２、３日調子が悪かっ

たんで、そういう方が多いかとうかもわかりませんが、やはり心配をされる同

時流行に備えて、やっぱりこちらのほうもきちんと対応していただきたいとい

うことをお願いします。 

 次に３点目ですが、感染者の回復後のフォローを町としてどのようになって

おるのか。ほとんどの方が自宅療養ということになっており、実態は十分に把

握しておりませんが、病院任せのような格好になっておるのではないかと思い

ます。検査をして陽性になると、陽性ですということだけは検査しとるわけで

すから言いますが、そのほかのことはほとんど伝えずに、熱がかなり高熱です

と言えば、解熱剤を出しましょうという程度の対応ではなしにですね、きちん

とした一定の精密検査はいらんですが、聴診器で調べるとかいうような、早く

帰ってもらえればいいくらいな対応のようなことで、そういうことではね、陽

性になって心配している人の安心を図ることもできんしね、信頼もできない状

況になるというように思うんで、もう少し、全体を調べるというわけにはいき

ませんがね、 

○議長（米重典子） 矢山議員、まず答弁をさせてもよろしいでしょうか。 

○４番（矢山 武） いや、まだ。もう終わります。こういう点についてどの

ように認識されておりますか。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） ３点目のご質問「感染者の回復後のフォローは 

どうか。自宅療養が多くなっており、病院任せでよいか。」についてお答えいた 

します。 

 新型コロナウイルス感染症に感染し、軽症や無症状で多くの方が自宅療養と

なられております。65 歳以上の方や重症化リスクの高い方など、国への届出対

象となられる方については、自宅療養となられた場合でも、保健所もしくは県フ
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ォローアップセンターにより健康観察が行われます。一方、届出対象とならない

方は、自らが健康観察を行いながら、療養期間を過ごすこととなり、不安を感じ

られることもあるかと思います。 

そういったなかで、体調が変化した場合や心配事があれば、フォローアップセ

ンターに連絡し、医療機関の紹介を受けるなど体制整備が図られており、町ホー

ムページでも周知しているところでございます。相談等があった際には、保健所

と連携し安心して療養いただけるよう対応しており、今後も丁寧な対応に努め、

不安の軽減に繋げてまいりたいと考えております。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 先程 1 回目の追加で何点か申し上げたんですが、病院の問

題について、もう少し町として実態の把握をしていただきたいということで、フ

ォローアップセンターですかね、医療機関の紹介をやっているということです

が、専門家でないので、十分わからんのんですが、気管支の痛みを感じて、肺炎

の傾向があるんじゃないかということをフォローアップセンターに言いました。

それはかかりつけ医で診てもらってくださいと。看護師じゃけ、それくらいのこ

としか、医者でないわけですからね、しょうがないかもしれないが、あれでいい

のかなという感じが私はしました。患者も十分に一定の大まかな知識があって

も詳しいことはわからんわけですから、そこのところはもう少し必要だと思う

んですが、課長としてはどういう認識を持っておられるんですか。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） お答えいたします。県のフォローアップセンター

や医療機関における対応につきましては、症状により専門とする職員、看護師さ

んであったり、保健師さんであったり、そういった方が電話などによる聞き取り

状況に応じて対応されているものと認識をしております。そのため、実際の状況

がどういった状況というのを掴みにくい部分もございますので、かかりつけ医

などに受診が可能であれば、そちら受診をしていただき、直接診ていただくこと

が必要ではないかと考えております。また受診のほうがどうしても難しい、行く

ことができない、そういった緊急の場合は救急車の要請するなどして対応して
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いただければと考えております。いずれにいたしても感染された方というのは

自宅で療養中不安がいっぱいあられるかと思います。そういった方に対しまし

て町といたしましてもしっかり情報のほうを提供することで、少しでも安心に

繫がるように対応してまいりたいと考えております。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 何回聞いても同じような答弁なんですが、４点目の５回

目のワクチン接種を進められておるわけですが、今後の計画と併せて現状はど

うかお尋ねします。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） ４点目のご質問「５回目のコロナワクチン接種 

はどう進んでいるか。今後の計画はどうか。」についてお答えいたします。 

オミクロン株対応ワクチンについては、接種間隔が３か月に短縮されたこと

で、７月以降に４回目を接種された方も 10 月 21 日以降、５回目の接種が可能

となりました。 

なお、11 月 27 日現在の接種率は、約 15％でございます。 

現在、12 月から１月の予約を受付けており、概ね２割の方が予約をされてい

る状況でございます。引き続き、接種を希望される方が接種できるよう、町内医

療機関や県と連携し、進めてまいります。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） いろいろお尋ねしたいんですが、時間がかなり経過して

いるんで、この項を終わりたいと思うんですが、やはり１月末でこの２割とい

うのが何を基礎にしてやられるかわかりませんが、お年寄りの人については、

特に病気等持たれておる人についてはですね、コロナによって更に病気が悪化

をするということも考えられるわけですから、もっと状況を把握をして、これ

らの対応のあり方、またどうするのが一番ワクチン接種が進むのか等を検討い

ただくことお願いして質問を終わります。次にいきます。答弁はいいです。 

○議長（米重典子） 答弁はよろしいですか。 
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 ▼【矢山議員：「よろしいです。」】 

では次に「会計年度任用職員の処遇改善を」 ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） ４番。 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） この問題は正職員との格差を是正をして安心して仕事がで

きるという思いを大事にすべきではないかということで処遇改善を考えてはど

うかということで、当然、年度ごとに更新をする職員でありますから、格差が一

定にあるというのはやむを得ませんが、かなり長期にわたって働いていても年

収が 200 万円に届かないという方が 60％に上るという調査もあります。一定に

この制度によってかなり身分が保証された面もあるわけですが、６割以上が５

年以上の勤務であるという調査もあり、改善をされたと言っても不安定は続い

ているというように考えるところであります。本町の会計年度任用職員の人数

と平均給与額、そして女性の割合はどのようになっているか、お尋ねいたします。 

○町長（奥田正和） はい。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 矢山議員の２問目でございます「会計年度任用職員の処遇

改善について」にご質問いただきました。まず処遇改善のなかで説明させていた

だきますけれども、令和２年４月１日より導入されました会計年度任用職員制

度は、地方公務員法の改正に伴って、かつての臨時・非常勤職員など、臨時的任

用職の任用要件の厳格化や再度任用時の「空白期間」の是正、期末手当の支給、

資格を考慮した初任給の設定や経験年数に応じた昇給制度など、国の導入マニ

ュアルに基づき、全国一斉に制度導入されたものになります。 

１点目の「任用職員の人数と平均給与額、女性の割合」についてでございます

けども、今年度当町は、月給職員で 89 人の方に従事していただいており、その

内、女性職員は 79 人で割合としては９割弱となっております。 

平均給与額につきましては、週 30 時間勤務の一般事務職の方の平均月額が 14

万 7700 円、週 35 時間勤務の保育士の方の平均月額は 19 万 6600 円となってお

ります。 

報酬につきましては、人事院勧告による行政職給料表（一）に基づいて、勤務

時間に応じた報酬金額と期末手当が支給対象とされているところでございます。 
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○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） この現状についての考えもお尋ねしようと思ったんですが、

次の点で改善についてお尋ねしたいと思います。（２）勤務時間を８時間より少

しだけ短くしてこの会計年度任用職員にしたり、また、十分に把握をしておりま

せんが、国では期間業務職員に対して勤務手当を支給するというようになって

おるようであります。今、支給をされていないこの会計年度任用職員について考

える必要があるんではないかと思うわけですが、すぐ世羅町だけがやってよそ

の自治体が全然しないということにはなりませんが、基本的に同一労働同一賃

金の考え方で改善を図る必要があるというように思うわけですが、併せてお尋

ねします。 

○総務課長（広山幸治） 議長。 

○議長（米重典子） 総務課長。 

○総務課長（広山幸治） ２点目の「国の期間業務職員に支給される勤務手当を

考えるべきではないか。」のご質問について、お答えいたします。 

この会計年度任用職員制度は、常勤職員に適用される給料表や手当に基づき

まして、国の導入マニュアルに沿って統一的な制度構築を行っております。議員

よりご提案いただきました勤勉手当等の導入につきましては、制度創設時にお

ける総務省の判断といたしましては、「支給実績が広がっていない国の非常勤職

員との取扱いとの均衡などを踏まえた上で検討課題とすべきもの。」とされたと

ころでございます。そのため、こうした手当の導入につきましては、職務給の原

則や均衡の原則に基づきながら、今後の国の対応に注視し、近隣市町の状況を踏

まえて判断してまいりたいと考えております。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 1 回目で付け加えたことについてはお答えいただけなかっ 

たんですが、答弁は結構ですから、３点目に移ります。制度開始から３年が経過 

をして、今後、３年を経過すると公募するという自治体が多くあるようでありま 

す。この会計年度任用職員のなかには、定年近くまで働きたいと思っておられる 

方も多いわけで、1 年で切られても文句を言えないとか、退職金がないのが当た 
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り前だというようなことではいけないのではないか。また常勤職員を基本とし 

て、長期にわたって雇用する場合には、こういう位置づけではなくて、常勤職員 

として採用すべきではないかと考えるところでございます。現在の会計年度任 

用職員は労働契約法の適用除外であるという点でこれら難しい点があるという 

のもわかりますが、今後検討をするべきではないでしょうか。 

○総務課長（広山幸治） 議長。 

○議長（米重典子） 総務課長。 

○総務課長（広山幸治） ３点目の「任期のない職員への位置付けなど、改善を 

考えるべきではないか」のご質問についてお答えいたします。 

この会計年度任用職員制度は、その名称のとおり、４月から翌年３月までの会

計年度を一つの任用単位として、任用を行うこととなっております。更新期間の

上限は、示されてはおりませんが、当初の国の想定といたしましては、５年から

10 年程度の継続を想定がされておりまして、任用の単位は１会計年度を超える

ことはできないこととなっております。また、新規の任用や任用期間の更新の手

続きに当たりましての「公募」につきましては、関係法令に留意して面接や書類

選考などある程度簡易な手続きにて行う特例の措置が設けられており、任用期

間の定めのない任用となりますと常勤職員と同様に競争試験の対象になり得る

ものと思われます。 

地方公務員法の改正により、会計年度任用職員が一般職の地方公務員として

明確に整理がされ、当該職員が行います業務の内容や責任の程度を踏まえた上

でのこういった制限につきましては、国の対応など今後の状況等に留意しつつ、

勤務条件の見直しなどに対応してまいりたいと考えております。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 私の思いとちょっと違うんですが、最後の質問としたいと

思うんですが、５年以上働いた場合に法律に基づいて期間を定めない職員に位

置付けなくてはならないということに一般の企業ではなっとるわけですから、

やはりその適用でないというので、違法じゃということを言っているのではな

いですが、公平な扱いをしていくということから考えるとね、５年経っても、10

年経っても単年度で採用しているんだということはとおらんと思うんですよ。
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民間だったら５年を過ぎたら任期のない職員に位置づけるということになっと

るわけですから、そこはどうですか。 

○総務課長（広山幸治） 議長。 

○議長（米重典子） 総務課長。 

○総務課長（広山幸治） お答えいたします。先程答弁のなかで触れましたけれ

ども、名称のとおり会計年度任用職員ということで任用単位は１年というとこ

ろになってまいります。またこの制度導入にあたりまして、以前の臨時の賃金の

職員さんの時代と比べまして、公務員としての位置づけが明確にされたところ

でございます。またそれとともにですね、懲戒の対象にもなり得るといった厳し

いものもございますけれども、そういった処遇を改善し、きちんとした位置づけ

で雇用させていただくという立場についていただくわけでございます。同じ方

がずっと勤続を継続されるといったことは他の方のそういう就労の希望をそぐ

といった面もございますので、あくまでも１年ごとにその契約を更新していく

といった形で公募の場を設けるといった取扱いも明記されたところでございま

す。双方に公平な機会を設けるといった仕組みの位置づけになってございます。

最長５年過ぎたらといった点について質問いただきましたけれども、今現在３

年が経過しようとしているところでございます。この間におきましても国にお

いてもさまざまな改正等が検討されているというふうに認識しております。今、

直近では手当等についてですね、改正の検討が行われているというところも県

を通して情報が入ってきているところでございます。今後、国においてもさまざ

まなことが検討され、示されてくると思いますので、近隣の状況、それからそう

いった国からの示される内容等について注視して対応してまいりたいと考えて

ございます。 

 

○議長（米重典子） 次に 「国保税の引き下げと激変緩和の終わりに向けて

の対応は」 ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） ４番。 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） ３点目の国保税についてお尋ねします。県で統一的に対応

されておるわけでありますが、これまでも提起をされているように非常に厳し
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い状況がありますし、質問の中でも述べておるように、無職の人が 42％、65 歳

以上が 50％というのが国保の加入の状況です。こういう点では国保税について

の認識は税務課長は十分に理解をされておると思うんですが、これまで繰り返

し非常に高い国保税の引き下げを求めてきたところでありますが、耳を貸さな

い姿勢が続いております。こうしたなかで、主に激変緩和が終わって国保税の統

一に向けて進んでいくんじゃないかと思うんですが、その点と、今の厳しい暮ら

しのなかでの国保税の引き下げについての考えをお尋ねいたします。 

（１）令和３年度の県の国保の決算と、そして新年度の町の基金はどのように 

なるかお尋ねします。 

○町長（奥田正和） はい。 

○議長（米重典子） 町長。 

○町長（奥田正和） 矢山議員の３問目にございます国保税の引き下げと激変緩

和の終わりに向けての対応についてのご質問でございます。 

この国保に関してはですね、先般全国大会もございまして、国に対してこうい

った国民皆保険の制度存続のためのですね、さまざまな施策について要望を国

会議員、また関係省庁に対して行ってきています。私も参加させていただきまし

たけれども、そういった小さな自治体での国保の今の現状等々、また後期高齢の

ほうがですね、結構増えてきている状況のなかでなかなか運営についても厳し

い。またさまざまなデータシステム等においてもですね、更新等が結構費用かか

るといったところをですね、しっかり国のほうにもご理解いただくなかで、そう

いった支援も必要であるといったところを要望してきたところでございます。 

1 点目にございます令和３年度における広島県の国保の決算の黒字と新年度

の町の基金の対応についてどうなるかというご質問でございます。 

令和３年度県の国保会計は 101 億円の黒字となってございまして、その内容

については医療給付費の見込減と予備費の未使用による歳出残 94 億円と、国庫

支出金７億円の歳入増と承知しております。 

次に、町の基金につきましては、現在２億 9999 万 7240 円となってございま

す。約３億近くありますけども、現在、県と市町による国民健康保険連携会議が

組織をされまして、さまざまな観点から統一化に向けての議論を行っておりま

すけれども、国からの激変緩和措置終了後の対応についても協議が進んでおり
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まして、この中では、保険税の引き下げ財源として、基金残高や決算余剰金を考

慮して算出した拠出金の捻出についての議論がなされているところでございま

して、当面は現状の基金を保有してまいりたいと考えておるところでございま

す。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武）  この財源、県のほうも余っとるというかどうかね、基金

の黒字を負担の軽減には使わないという考えが基本にあるようなんですが、県

にならって町もそういうことなんかなというように思いますが、最初にも言っ

たように、この国保加入者の厳しい暮らしを加味してですね、十分ではないです

が、県内はかなり遅れておるほうですが、福山市なんかも均等割り、18 歳まで

ですかね、ちょっと十分把握しておりませんが、軽減をしちゃいけんというのを、

県内では 1 か所じゃないかと思うんですが、軽減もしとりますし、収入のない

人に均等割りをかけるというのは、本来、あまりいいことじゃない。払うのは親

だということですが、そういう点では考えは変わらないようですから、（２）の

問題について、基金や繰越金を活用し引き下げてはどうかというのは既にお答

えいただいておりますが、県は一般会計からの繰入れをやってはいけないとい

うことを繰返し言っておりますが、 

○議長（米重典子） 矢山議員一応答弁を。 

○４番（矢山 武） いいじゃないですか。 

○議長（米重典子） 質問出されたからには答弁を用意されておりますので、答

弁は一応聞いていただきたいと思います。 

○４番（矢山 武） 県内統一への町の方向をきちんとされる、賛成するという

ことじゃないですが、示すべきであるというように思います。 

○議長（米重典子） ですから（２）の質問をしていただいて、その答弁を受け

ていただきたいと思います。 

 ▼【矢山議員：「どうしてもしてんならしてください。」】 

〇議長（米重典子） 質問を出されたわけですから、その質問に対して執行者の

ほうも答弁を。 

 ▼【矢山議員：「今答えたじゃないですか、議長もよう聞きよってください。」】 
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○議長（米重典子） それは矢山議員が受け取られただけのことで、皆さんみて

おられる方もいらっしゃいますので通告書どおりに質問はしていただきたいと

思います。 

  ▼【矢山議員：「したですよ。議長がまた読めと言うたけえ読んだんですよ。」】 

○議長（米重典子） じゃあ、答弁のほうよろしいですか。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） ２点目のご質問の「町の国保基金や繰越金を活用

し、無職の加入者が 42％で 65 歳以上が 50％となっている国保加入者の負担を

軽減すべきであるが、来年度の国保税はどう考えているか」についてお答えいた

します。 

令和６年度には県内準統一保険税率の導入が予定されております。本町にと

っては、実質的な引き上げとなることから、この間、段階的な調整を行わせて頂

いておりますが、今年度の現行予算ベースでは約 1,700 万円余りの繰越金を充

当するなど、可能な限り大幅な負担増とならないよう配慮した上で税率の設定

を行ってきたところでございます。来年度につきましては、今後、県から具体的

な数値が示されますが、この間と同様の考え方のもと、税率の設定を行ってまい

る所存でございます。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） こちらが尋ねていることをきちっと答えていただきたいと

いうことで、追加して併せて質問したんですが、答えられんので次の３に移りま

す。 

支援金の抑制をするために、後期高齢者医療保険料の引き上げ、また負担の引

き上げ等が行われておるわけですが、国保の支援金がどのようになっておるの

か。また後期高齢者が２割負担に改悪をされて、かなりの負担増になって一気に

なるということではありませんが、こういうことになると、年金は下がって物価

はどんどん上がる。負担をこれ以上上げては生活ができないという声が多く出

ております。こうした現状について問題があるというように思いますがお尋ね

をいたします。 



129 

 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） ３点目の「支援金抑制のため、後期高齢者医療の

引き上げがされるが、国保の支援金は下がるのではないか。後期高齢者は２割負

担になり、一人あたり 4,000 円の負担増といわれているが、年金は下げて、負担

を上げる政治は問題ではないか」について、お答えいたします。 

まず、ご質問の前段の後期高齢者支援金につきましては、議員ご指摘のとおり、

昨年度の 9,965 万円に対し、今年度は 9,694 万円と 271 万円減少しております。 

 ご質問の後段につきましては、後期高齢者医療への２割負担の導入を含む、今

回の一連の改正は、加速する少子化・高齢化の中で増加の一途を辿る医療費とい

う現状に鑑み、「給付は高齢者中心、負担は現役世代中心というこれまでの社会

保障の構造を見直し、全ての世代で広く支えなければならない」という趣旨であ

り、全面的に賛成ということではございませんが、やむを得ないものと考えてお

ります。 

○議長（米重典子） ここで時間延長しておきます。 

 

時間延長 １６時４５分 

 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） 全面的に賛成と違わんと思うんですが、すべてのことが

国や県の言うことを忠実に守ってやるという姿勢は一切変わっておりません

し、先程から繰り返し言っておる所得が少なく年金暮らしの人が多いという状

況のなかで、税務課としてはこういう現状についてどのような認識を持ってお

られますか。国保税について。 

○税務課長（藤井博美） 議長。 

○議長（米重典子） 税務課長。 

○税務課長（藤井博美） お答えいたします。国保税については確かに無職の

方や自営業の方が多いのは認識しておりまして、所得に応じて申請をしなくて

も軽減されるものも適用しておりますので、そのなかで課税させていただいて
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おりますので、税務課といたしましてはご理解いただきまして収納に取組んで

まいりたいと考えております。 

○４番（矢山 武） （挙手） 

○議長（米重典子） ４番 矢山 武議員。 

○４番（矢山 武） どこで発言したか十分に記憶しておりませんが、福山等の

問題も申し上げたんですが、これも均等割りの軽減はしないということでご理

解していいんでしょうか。 

○健康保険課長（宮﨑満香） 議長。 

○議長（米重典子） 健康保険課長。 

○健康保険課長（宮﨑満香） お答えいたします。均等割りの独自の軽減につき

ましては、現在のところ考えておりません。これをすることによって交付を受け

られる交付金のほうペナルティが加わってまいります。そういった意味からも

均等割りの軽減につきましては法令どおり７割、５割、２割の軽減と就学前まで

の軽減、５割軽減、こちらで対応してまいりたいと考えております。 

○議長（米重典子） 以上で、４番 矢山 武議員 の一般質問を終わります。 

お諮りします。 

本日の会議は、これで「延 会」したいと思います。 

これに、ご異議ありませんか。 

〔 「異議なし」の声 〕 

ご異議なしと認めます。 

したがって、本日はこれで「延 会」することに決定いたしました。 

本日は、これで「延 会」します。 

次回の本会議は、12 月６日 午前９時００分から「開 会」いたしますの

で、ご参集願います。 

（起立・礼） 

 

散  会  １６時４９分 

  

    


